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発行 にあた って

近時、社会 ・経済 ・産業のソフ ト化が進む中で、無体財産あるいは知的財産と

いったものが様々な分野で重要な鍵を握 るようになり、それ自体に大きな財産価

値が見いだされるようになってきている。それだけに今後、無体財産を所有する

者の権利を保護する必要性はますます高まるものと考えられるが、一方において、

これらの権利がより社会的、公共的な性格を帯びつつあるという実態 も見逃すこ

とはできない。

こうした状況において、無体財産(権)の 新たな、 また より合理的な保護形態

を 「信託」という仕組みを使って実現することができないかとの問題意識から、

当財団では調査研究事業の主要なテーマのひとつに 『無体財産の信託の可能性に

係 る基礎調査』を掲げ、社団法人日本パーソナル コンピュータソフトウェア協会

を委託先として、昨年12月 より調査 を行なった。本書 は、その報告書である。な

お、委託先の報告書をベースとして、本調査に関する当財団の基本的な考え方を

要約 して冒頭で掲げた。

一口に無体財産 といって も、その内容は従来一般にイメージされていた文学、

美術等の著作権や特許権、商標権といったものから、コンピュータソフ トウェア、

トレー ドシークレット、商品化権など多岐に渡ってきている。加えて、利用の形

態は多様化、複合化 してお り、それにつれて権利関係 も一層複雑化している。ま

た、最初に述べた如 く、各種の無体財産は公共的な側面が強まってお り、それに

ともない権利行使の形態 も、許諾権から報酬請求権に変化 してきているのが現状

である。本書では、こうした動きを整理した上で、各々の権利者と使用者が個々

に対応する現行の権利処理の枠組みは自ずと限界があり、これらの権利を集中 し

て処理する、文芸、科学技術、法律等の専門家 も含めた機関 ・機構が必要である

と欧米やわが国の実例 も交えながら述べている。

また本書では、無体財産のもうひとつの重要な側面である運用ニーズの高まり

についても取 り上げている。無体財産の付加価値をさらに高めたいとす るニーズ

はその所有者(権 利者)の 誰 もが持っているが、 それには高度の専門的なノウハ

ウが必要である。このような運用を上述の機関で担うことはできないか、権利処

理と運用の問題は密接に絡むだけに検討の価値があると思われる。

以上、新 しい権利保護形態の考察及び運用ニーズの拡大という動 きを認識 した

上、信託制度の特色、即ち、①制度の中心は財産である、②財産の名義は受託者

に移転する、③受託者に財産の管理、処分権限があることを考え合わせると、信



託が無体財産の保護、運用を行なうにあたっての一つの有力な手段となり得 るの

ではないか、 というのが本書の骨子である。

今回は、まず基礎調査の段階からスター トしたこともあり、今後検討すべ き課

題、問題点は多い。当財団としては、本書を土台 として別途調査研究を進め、よ

り実 りある成果を追求 してい く予定である。

最後に、ご多用中にもかかわらず委託先におけるヒアリング等の情報収集に際

し快 くご協力いただいた関係各位、並びに、報告書を精力的にまとめられた社団

法人 日本パーソナルコンピュータソフ トウェア協会のスタッフ諸氏に対 し、心か

ら感謝申し上げる。

昭和63年3月

財団法人 トラス ト60
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1.な ぜ今 、 無体 財 産 なの か

産業 ・経済 の いわ ゆ る 「ソフ ト化 」 とい う言葉 は、 今や 完全 に社会 に定着 した

ようで あ る。

昭和58年 、大蔵 省 が 「経 済 の構 造変化 と政 策 の研究会 」 に研究委 託 した成果 で

あ る 「ソフ トノ ミックスの提 唱」、 さ らにそれ を受 けて進 め られ た 「ソフ トノ ミ ッ

クス ・フ ォローア ップ研究 」 な どに よる と、 「ソフ ト化 」 は ① 情報化 、 ② 知識

集約化 、③ サ ー ビス化 、 とい う3つ の大 きな要 素 か ら成 って い る。「ソフ ト化」

を促進 す る鍵 は、今 回の我 々 の調査 研究対 象 で あ る、 コン ピュー タソフ トウェア

その他の科学技 術や サ ー ビス ノウハ ウな どの無 体財産 に ある とい えよ う。
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無 体財 産、知 的財産 は産業 ・経 済 の さ まざまな分 野 で きわめ て重要 な役 割 を担

う ようにな り、 そ の価値 、 評価 は、従 前 に比べ る と格 段 に高 まって い る。 無体財

産 は まさに"財 産"と して、一 定 の価 値が 見 出 され るよ うに なって きた とい える。

こうした状況 に鑑みるに、無体財産ないしはその権利について社会的な位置づ

けを明確化し、それらの保護や、産業 ・経済活動における有効活用の方法を検討

して行 くことが、ソフト化時代に向けての一つの重要な課題であると考えられる。

また、とりわけ科学技術の分野に係るものついては、国力の基盤あるいは国際

競争力の源ともいうべき位置づけで物事を考えざるを得なくなっており、例 えば

世界の中で圧倒的な技術開発力を持ち、その保護 ・強化に国家レベルで取 り組ん

でいるアメリカなどに対 し、これらに伍 して行 く方途について も、真剣に検討す

べき時期にきているものと思われる。
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II.無 体 財 産(権)を 考 え るにあ た っ て

無体財産(権)に ついて考察する場合、一般的には著作権法、特許法 といった

法律がまずはじめにイメージされよう。

しか しながら、果たして今後も現行法制度の下で無体財産(権)の 権利処理 を

うま く行なってい くことができるか、さらに言 うならば、法の整備を待つだけで

良いか、といった問題意識は持つ必要があると思われる。

例えばコンピュータソフ トウェアの場合、現在わが国では著作権法によって規

律されている。さまざまな議論が交わされた末、こうした形で法的整備がなされ

たわけであるが、科学技術が日進月歩の発達をみせる中で、今後 もこれが真に実

態に則応 した適切なものであ り得るか。ソフ トウェアを対象とする法律を別途制

定 して、その中で権利処理を行なうことも理念的には考えられるし、むしろその

方が適当なケースも、或いはあるかもしれない。

また、後に触れる トレー ドシークレットや商品化権などのように、産業の発展

によって新 しく権利性が認められてきた無体財産があるが、これらに関 しては現

在特別の法律はなく、権利処理にあたっては、民法や著作権法、商標法、不正競

争防止法など、現行法の中から一番実情に近いものが適用されている。しかし、

仮にこのような形での権利処理に限界が生 じてくれば、新たな立法措置が必要と

なることも充分考えられよう。

アメ リカでは、例えばコンピュータソフ トウェアの分野で通常の著作権法の解

釈では理解 し難い範囲まで広 く権利を認めた判例がでてきているように、保護 さ

れる、或いは保護すべき権利の範囲は決 して所与のものではなく、流動的なもの

である。まず法律というものが前提 として存在 し、それに合わせて権利処理の問

題を考えるのではな く、産業 ・経済活動ないしはビジネスの実態、実情からアプ

ローチし、それに則 して法律その他の諸制度を検討 していくことが重要 と考えら

れる。

3



公正な競争秩序は当然にして守られなければならないが、権利者の側からも法

律その他諸制度の内容について積極的に意見を述べ、 より望ましい方向に誘導 し

ていくことが必要なのではなかろうか。
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III.変 化 す る無体財産(権)の 性質

従来、無体財産権は大 きく工業所有権 と著作権 とに分類され、前者では特許権、

商標権などが、また後者では小説、絵画、音楽などに係るものが代表 として考 え

られてきた。 ところが、最近ではこうしたものに加えて、コンピュータのソフ ト

ウェア(プ ログラム)や 企業の技術 ノウハ ウ、営業秘密に絡む トレー ド・シーク

レット、さらには半導体回路配置利用権、フランチャイズ契約(シ ステム)な ど、

無体財産の範疇に含 まれるものの範囲は大きく広がってきており、かつそれが工

業所有権に属するのか著作権に属するのかといった区別も明確にできない権利が

増えている。

また、無体財産の利用形態は、多様化、複合化が進んでいる。

例えば、産業用機械をとってみると、メカニカルな部分については特許権が関

係するが、NC(数 値制御)工 作機械 の ように制御部分 にコンピュータが組み込

まれていれば、そのソフトウェアには著作権が絡んで くるといった具合に、ひと

つのものに対 して複数の無体財産権がかかわるケースが多くなっている。昨今盛

んになっているコンピュータゲーム用の各種ソフ トウェアでは、音楽、漫画のキ

、ヤラクター、シナリオ、ソフ トウェア技術などさまざまな無体財産が、ゲームソ

フトというそれぞれ本来の目的から全 く離れたところで組み合わされ、ひとつの

新 しい商品を作 り上げている。また、情報のデジタル化に起因する面として、今

までは小説は書籍、音楽はレコー ド、映画はフィルムといったように、著作物 と

伝達媒体が1対1の 対応関係 にあった。 ところが、情報のデジタル化が進むと、

文字も音声も映像 も全てが同 じデジタルデータとして処理でき、書籍、レコー ド、

フィルムなどの媒体を通さず直ちに、 しかも自在な形でコンピュータの端末機な

どから取 り出すことが可能 となって くる。

以上のような動 きが顕在化するにともない、無体財産権の権利関係、権利処理

はきわめて複雑になっているのが現状である。
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いまひとつの側面として、無体財産は、個人的な或いはご く限られた者の間で

の利用から、産業的に大量に利用されるようになった事実も見逃すことができな

い。本来無体財産権は、競争秩序を維持すると同時に、その利用または活用によ

って社会の一層の進歩 ・発展に寄与すべきものであるが、その使用者が社会一般

に広が り、かつ社会 ・経済の中で不可欠な地位を占めるようになってきたことか

ら、従前にもまして公共的な性格が強まっているということができよう。

コ ンピュータ ソフ トウ ェア を例 に とってみ る と、代 表 的 なOS(オ ペ レーテ ィ

ング ・シス テム)の ひ とつ で あ るUNIXは 、 開発 された 当初 はマニ アや 大学 関

係者 を中心 に使 用 されて い たが、多 くの技術 者 に よ りさ らに使 い勝 手の 良 いOS

と して育 て られて行 き、現在 では多数 の コ ンピュー タに採 用 され てい る。 ただ、

当初 は無償 で提供 されて いた ものが、 途 中で有償化 された こ とにつ いて、使 用者

の側 か らは根 強 い不満 の声 が あ る。技術 情報 を差別化 して供 与 し、 それ を提 子 に

して 自己の独 占的地位 を築 こ う とす る姿 勢 に問題 が投 げか け られ てい るので あ る。

また、パ ー ソナル コン ピュータの大 手 メーカ ーで あ る米 ア ップル社 が、 ソフ ト

ウ ェア会社 のマ イク ロソフ ト社 を訴 えた こ とが あ る。 これ は、 ア ップ ル社 のOS

の操 作環境 を支 え る基 本技術 ・機 能 をマ イク ロソフ ト社 の新製 品が取 り込 んで い

るとい う もの で あった。 その とき交 わ され た議 論 では、 ア ップ ル社 の主張 を支持

す る声 が あ る一 方で、逆 にア ップ ル社 の訴訟 は業 界全 体 の ソフ トウ ェアの技 術 開

発 の進行 を阻害 す るもの で あ るとの有 力意見 もあった ようで あ る。

この ように、無体財産権 の公共的性格が強まり、かつ広 く認識 されてきたこと

にともなって、その中身は許諾権、即ち権利の使用を許可するか否かではなく、

報酬請求権、即ち権利を使用させた結果の対価を収受するものへと変化 してきて

いる。そして、こうした無体財産権の許諾権→報酬請求権化は斯界の大きな流れ

となっているだけに、その中で権利者がいかに適正かつ公正に報酬を享受 し得る

かという点が、重要なポイントといえる。

最後に指摘すべ き点 として、違法 コピーの問題が挙げられる。

これは、情報のデジタル化や複製機器の発達などから、複製が非常に容易かつ
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安価 で 出来 る ようにな った こ とが影 響 して い る。 ビデ オやパ ソコ ンソフ トな どを

違法 に コピー して それ を販売 、 レンタル す るケー ス、飲 食店 で レコー ドを無 断使

用 す るケース は、後 を断 たな い。違 法 な コ ピーが増 え るほ ど、 適正 な権 利処 理 の

遂行 に齪酷 を きた し、権 利者 に とって も、 また適法 な使 用者 に とって も不利 益 が

生 じて い る。

7



IV.新 しい権利処理形態

以上見てきたように、無体財産(権)は 一

① その範囲が大 きく広が っている

② 利用形態の多様化、複合化にともない、権利関係が複雑になっている

③ 公共的性格が強まり、その中身は許諾権から報酬請求権へ と変化 している

④ 違法コピーの増加により、適正な権利処理の遂行に齪齪 をきたしている

といった流れの中にある。

しかしながら、従来の権利処理方法は、こうした動きに対 して必ず しも充分に

対応できているとは言い難い。新たに登場 してきた無体財産権では方法そのもの

が確立 していないし、権利関係の複雑化 という点をとってみても、権利者、使用

者双方が多数にのぼり、またその間にいくつかの流通段階が入ってくると、権利

者、使用者とも誰に対 して如何なる形で使用料を請求、支払いすれば良いか分か

りにくくなる。違法コピーのチェックにしても、権利者個々人が行なうことがき

わめて困難なことは、想像に難 くない。

こうした問題を解決する方途として、無体財産の権利 を一括 して集中的に処理

する機関、あるいは団体 といったものの設置が考えられる。そして、その機関が、

使用料を公正かつ適正に使用者から徴収 した上権利者に分配すること、加えて違

法な使用者を排除することを役割 とした制度、仕組みができれば、よりスムーズ

な権利処理が可能になると思われる。

現実にもすでにわが国では、社団法人日本音楽著作権協会(JASRAC)が 、

音楽の分野において権利に関する集中的な処理を行なっているほか、社団法人日

本書籍出版協会が、出版物について同様の制度創設を検討 している。

国際的にみても、 とくにヨーロッパを中心としてこうした機関を設けている国

が散見 される。西 ドイツでは、音楽著作権の管理団体であるGEMAを は じめ文
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芸著作権 、 造形美 術著作権 、映 画著 作権 な どに関す る管理 団体 が あ り、私 的録 音、

録 画 につ いて は、ZPUと 称 す る団体 がそ れ らの上部 組織 と して一括 して使用料

を徴収 、分 配 して い る。各種 無体財 産 の権 利 の行使 は、 これ らの団体 を通 じての

み可 能 とな って いる。 またオー ス トリアで も、Austro-Mechanaと い う音 楽著作

権 の管 理 団体やLiterar-Mechanaと い う文 学著 作権 の管 理 団体 な ど7つ の団体

が あ るほか、 フ ラ ンスで も類似 の もの が制度 化 されて い る。
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V.運 用 を求 める無体財産

冒頭 で述 べ た とお り、 無体 財産 は産業 ・経済 の さまざ まな分 野で きわめ て重要

な役 割 を担 ってい るわけで あ るが、 その付加価値 を さ らに高め た い とい うニー ズ

は、権 利者 の誰 もが持 って い るであ ろ う。 そ して それ は、無 体財 産 を 「コーデ ィ

ネ ー ト」 し、 「運用 」す るこ とに よって実現 され る もので あ る。

その実例 の い くつか を、以 下 で見 てみた い。

① パ ー ソナル コ ンピュータ用 の ソフ トウ ェアの販売 方法 は、こ こ2年 余 りで大 き

く変化 してい る。即 ち、付 加価値 再販 制度(VAR)に よる流通 が、従 来 の流 通

形 態 とは別 に生 まれて きて い るので ある。VARと は、あ るソフ トハ ウス が開発

した ソフ トウ ェア を、他 の ソフ トハ ウスや 流通業 者が ユ ーザ ーの要 望 に応 じ、そ

の一部 を加工 、改 変 して販 売す る もので あ る。例 え ば、CAD(コ ンピュータ に

よる設計)用 ソフ トウェア を開発 して い る最 大手 の ソフ トハ ウスは、300社 以上

のVAR会 社 を 自社 の傘下 で組織 化 して、今 日の地位 を築 いて い る。

② 電子 レンジ用に開発 された電子を透過する特殊な塗料があるが、これを戦闘機

に塗布するとレーダーに捕捉されないという効果が新たに見出された。この特殊

塗料の価値は、用途が電子レンジに限られている場合 と戦闘機に利用される場合

とでは大 きく異なることは明らかである。

③ あ る大 手 出版 社 で は、2万 余 りの項 目を記 載 した歴 史年 表 を出版 してい るが、

これ をCD-ROM化 す る計 画 が、パ ー ソナル コ ンピュー タのハ ー ドウ ェアメー

カー及 び ソフ トハ ウス との間 で進 め られ てい る。これ が実現 す ると、デー タが さ

まざ まな形 で 自由に加工 可 能 とな り、あ る トピックス をキー ワー ドと して検索 し

独 自の年表 を作 成 した り、他 の統 計 デ ータ と組 み合 わせ て違 った観 点 か ら研 究 を

行 なった りす るこ とがで きる ようにな るな ど、それ までの年表 に はなか った価値

が生 じて くる。
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④ フランチャイズ制のコンビニエンスス トアなどの場合、本部は加盟店の地域特

性や顧客動向を他の地域 と比較 しながら分析 し、これに対応 した品揃えを指導 し

ている。さらに、商標や店頭ディスプレイの在 り方をも含めてひとつのシステム

を作 り上げ、ロイヤリティ収入を得ている。システムを構成する要素の内容や組

合せの巧拙で事業の発展が左右されるだけに、そのノウハウは重要である。

⑤ ウ ォル ト・デ ィズニ ーの有 名な キ ャラク ターで あ る ミッキーマ ウスや ドナル ド

ダ ックは、 アパ レル、食 品、玩具 、 さ らに は子供 用 スポー ツ用 品、 文房具 な ど、

多数の 商品 に使用 され てい る。それ らの商 品 は、人気 キャ ラクター を使 うこ とに

よって消費 者 にア ピール し、売上 を伸 ば して い るわ けで あ るが、 ウ ォル ト・デ ィ

ズニ ー社 と して も、積 極 的 に これ らの キ ャラクター の使 用 を他 に認め るこ とで、

よ り多 くの ロイヤ リテ ィ収 入 を得 て いる。

この ように、無体財産 は運用次第でより以上に付加価値を増すが、この運用を

業務 として、先に述べた権利処理機関で合わせ行なうことはできないか。

権利処理の問題 と運用は密接に絡むことに加え、今後は各種の無体財産を縦横

に駆使 したコーディネー トの必要性が高まると予想されるため、さまざまなノウ

ハウを持つ各専門家が協力して運用方法をアレンジすることが有用であろうこと、

などか らすると、この点についてさらに深 く検討する価値はあると思われる。
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VI.無 体財産 と信託制度の接点

新 しい権利処理の形態として集中処理機関の設置という手法が考えられ、一方

無体財産の運用ニーズは今後益々増大することが予想されるわけであるが、こう

した中で、信託制度を上手 く活用することによって、より良い仕組みが考えられ

ないであろうか。

数少ない例 として、協同組合 日本放送作家組合では、本書巻末(資 料3)で 挙

げたような 「著作権信託契約約款」を著作権者 との間で締結 し、実際それに従っ

て運営が行なわれている。 また、先に触れた社団法人 日本書籍出版協会で も、集

中処理制度に信託制度を組み込んだ形が考えられているようである。諸外国の例

でも、著作権は管理団体にすべて預けられ、その管理団体が権利行使をしている。

その法的1生格が代理的なものであるか、或いは信託であるかについては、今回の

調査の中ではつまびらかにできなかったが、いずれにしても権利行使の主体は管

理団体である。

信託制度の特色をごく簡単に述べると、① 制度の中心は財産であること、

② 財産の名義は受託者に移転すること、③ 受託者に財産の管理 ・処分権限があ

ること、の3点 にまとめ ることがで きる。

無体財産がまさに"財 産"と して一定の価値が見出されるようになってきたこ

と、集中処理機関を設けた場合、権利処理にあたっては公正さが要求されること、

また運用に際 しては権利を当該機関に移 した方がより有効であろうこと、などの

諸点と信託制度の特色とを併労 してみると、無体財産の権利処理並びに運用を行

なうにあたっては、信託制度がひとつの有力な手段となり得るのではないかと思

われる。

さて以上のように、権利処理集中機関を、信託制度をひとつの手法 としながら、

無体財産の権利処理とその運用に関する業務を役割 とするものととらえると、機
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関の運営にあたっては、非常に多面的な知識 ・ノウハウが要求されることになる。

文芸 ・科学技術などそれぞれの分野で専門知識を持つ者或いは団体、法制面で権

利処理に精通 している弁護士等、ならびに信託制度の専門家などがパー トナーシ

ップを組み機関を運営することによって、はじめてその役割が全うで きるのでは

なかろうか。

******

今回の調査 は、まず基礎的な ところからスター トしたものであり、わが国や諸

外国のより詳細な実態調査、集中処理機関における信託制度活用の具体的イメー

ジなど、さらに調査 ・研究すべ き課題が多 く残っている。これらについては、別

途機会を改めて検討 していく所存である。

以 上
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無体財産の信託の可能性に係る

基礎調査

報 止
口
量
目

社団法人 日本パーソナル コンピュータソフ トウェア協会

(財団法人 トラス ト60委 託調査)



は し が き

本報告書は、昭和62年 度 に財団法人 トラス ト60か ら委託された課題 「無体財産の信託の

可能性に係る基礎調査」の成果をとりまとめたものである。

調査 に 当た っては、 コンサル テ ィング委員会 及び ワー キ ング グル ープ を組成 し(各 々の

メ ンバ ー は別記 の 通 り)、 昨62年12月 か ら今年3月 の間 に、 コ ンサ ル テ ィング委員会 は3

回、 ワーキ ング グル ープ は9回 の会 合 を持 ったほか、 関係 諸 団体 等へ の ヒア リング も適宜

実施 した。

昨今、社会 ・経済 ・産業の ソフ ト化が進展するに伴い、科学技術のノウハウや各種著作

物など、いわゆる無体財産の果たす役割が急速に高まっている。無体財産の内容は従前に

比べるとかなり幅が広がっており、利用形態 も一層多様化、複合化 している。また同時に、

その性格 も社会的、公共的なものに変化 してきている。こうした中で、「信託」という仕組

みを使い、無体財産権の新たな保護形態を模索することが、本調査の目的である。

結果、当初は無体財産 と信託を結ぶきわめて細い糸 しか見えていなかったものが、無体

財産の公共的運用 と組織等の第三者による管理という現実を把握することによって、両者

の関係が浮 き彫 りとなってきた。従来このような調査研究は数少なく、この点本調査は有

用であると考える。

ただ、今回はあくまでも基礎調査の段階であり、未だ解決 ・解明すべき多 くの問題点が

残されていることも事実である。今後、本調査の結果を踏まえ、さらに突っ込んだ研究を

行なうことが必要であろう。

なお、本報告書は3部 構成 とし、第1部 が本編、第2部 は諸外国における無体財産権の

動向に関 して関係各位からの報告記録、第3部 は資料編 という形で とりまとめている。

昭和63年3月

社 団法 人 日本パ ー ソナル コ ンピュー タ ソフ トウ ェア協会
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第1部

第1章 無 体 財 産 と 信 託 制 度
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第3章 無体財産権の多様化と新しい保護形態



第1章 無体財産と信託制度

1.1無 体財 産 を巡 る動 き

最近、無体財産あるいは知的財産 と呼ばれるものが急速に注目を集めている中

で、それをとりまく環境にも大きな変化が生 じている。無体財産の範疇に含まれ

るものの範囲は、従来イメージされていた特許権や小説 ・絵画等に係 る著作権な

どに加え、コンピュータソフトウェア、企業の技術ノウハウ等の トレー ド・シー

クレットなど広が りを見せているが、本節では特に無体財産の「運用」並びに「公

共化」という2つ の視点か らその動 向を見 てみたい。

1.1.1無 体財 産 の運 用

産業 ・経済のソフ ト化が進展するにつれ、無体財産は従前にもましてさまざま

な分野で重要な役割を担うようになってきているが、無体財産は運用次第でその

付加価値が大幅に高まっていく。詳細は第2章 で述べ るが、 ここで運用の具体的

イメージを簡単に触れてお くと、例えば、当初電子レンジ用に開発された電子を

透過する特殊塗料の特許が戦闘機用塗料の開発に利用されその価値 を高めたケー

ス、歴史年表をCD-ROM化 しユーザー独 自の年表 を作成 した り他の統計デー

タと結合 を可能とすることによって価値を高めようとしているケース、ウォル

ト・ディズニーのミッキーマウスのようにアパ レル、食品、文房具などさまざま

な商品に使用されることによりキャラクターという無体財産の価値 を高めている

ケース、などが挙げられる。ただ単に権利 を所有 しているにとどまらず、それを

積極的に活用 ・運用 し価値を高めていこうとするニーズは、今後ますます増大す

るものと予想される。

無体財産の運用については、1986年に通産省産業構造審議会か ら発表 された「21

世紀産業社会 の基本構想」報告書の中で提言されている 「創造的知識融合化」 と

いう言葉からも説明することができよう。同報告書では、次のように述べている。

即ち一

「市場が高度化 し、多様化 している今 日、新 しい技術革新が胎動 しつつあり、

一ー一1一



産業 の動 態 的 な発展 を図 るため には、創 造的 な基礎 研究 開発 を進 め る とと もに、

ハ ー ド・ソフ トを通 じる技術 と知識 の融 合 を図 り、新 しい技術体 系 を創 造 して い

かな けれ ばな らな い。

最近 、在来 の産業 の枠 を超 えたいわ ゆ る融業 化 と もい える現 象が 目立 ってい る。

この よ うな現 象 に鑑 みれ ば、社会 の各分 野 に蓄積 され た多様 な技 術 と知識 の ス ト

ック を有機 的 に連 結 し、融合 化 し、 これ まで になか った よ うな新 知識 を生み 出 し

新 たな産 業分 野 を切 り拓 いて い く創 造的 プ ロセ スー創造 的知識 融合化 は、 今後 、

各産業 内 にお いて知識 を集 約化す る方 向 とと もに、 産業 のニ ュー フ ロ ンテ ィア拡

大 に向 けての考 え方 として位 置づ けるこ とがで きる。

一 方、近年 、 産業 組織 面 か らみ る と範 囲の 経済性 が規模 の経済性 に比べ相 対 的

に重要性 を ま して きて い るが、創 造的知識 融 合化 に よるいわ ば 〈融合 の経済 性 〉

の高 ま りは、 ま さに この ような流 れ に合致 した もので あ る と言 えよ う。創 造的 知

識融 合化 は、 その態様 に応 じて様 々なパ タ ー ンが考 え られ る。

(略)

創 造的知識 融合 化 は、今 後の産業 の ニ ュー フロ ンテ ィア拡大 の基 本 的 方向 で あ

り、 また特 に要調 整産業 が既 存部 門の経営 資 源の蓄積 を活 か し、新 規分 野 を創 出

す るこ とに も資 す る もの で あ るこ とか ら、産業構 造 の 国際協 調化 を推 進 す る原動

力 と もなる もの と考 え られ る。」

この場 合 、 「技術 と知 識の 融合 」、 「新 しい技 術体 系 の創造 」、即 ち 「創造 的知識

融合化 」 は、 まさに無体 財 産 を運用 す るこ とに よって初 めて実現 で きる といえ る

の では なか ろ うか。

現在 、萌芽 的 な形態 は と もか く、この ような運用 を専門的 に行 な って い る企 業 ・

組織 は ない。 しか しなが ら、 ソフ ト化時代 に は技術 と知識 の融合 を図 り新 しい技

術体系 を創 造 して い く専門 的 な職業 が生 まれて くる と予 想 され る。や や趣 を異 に

す るが、広告 会社 が キ ャ ンペ ー ンを行 な う場 合、 音楽 家 ・写真 家 ・デザ イナ ー ・

コ ピー ライター をコーデ ィネ イ トして い る。この場合 、広 告会 社 は無体物 の融合 一

コーデ ィネイ トを行 な って い るとい え る。 ただ しこれ は、複製権 な ど一部 の権利

許諾 を得 てい るだ けで あって、権利 の運 用が 任 されて い るわ けで はな い。 また、

金融機 関が い くっか のベ ンチ ャー企業 を紹 介 し一 つの新 しい事業 を生 み 出 して い

るケース もあ る よ うで あ る。 この場 合 は、新 しい技 術 を融合 した新 しい事業 が 生
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まれているわけであるが、権利者の手から無体物が離れているわけではない。本

質的な意味での無体物の融合は、無体物の運用 ・管理処分の権限が排他的に与え

られていなければ困難であると考えられる。

また、後に具体事例を紹介するが、無体物はその運用如何によって当初の制作

意図をはるかに上回る、あるいは運用者が異なれば異なるほど意図 とは別の価値

を生むケースが多々見 られる。無体物の利用者が増え利用分野が広がるというこ

とは、それだけ運用者が増えることを意味 し、またこのことが無体物の価値 を高

めていくことにつながる。 しか しこのことによる財産管理面での トラブル、保全

面での諸問題は発生 してこよう。

以上を総合的にくくる何 らかの制度を考える時期が、今まさに訪れているとい

える。

1.1.2無 体財 産 の公 共化

無体財産 を巡 るいま一つの動 きとして、公共化ということがにわかにクローズ

アップされてきている。

無体財産は本来、独占的排他権 としての性格を有すると同時に、産業の秩序を

維持 し、かつ我々の社会生活をより一層進歩 ・発展させるという意味で、公共的

側面をも併せ持つものである。即ち、典型的には特許権の分野でみられるように、

例えばある新 しい技術を発明 ・考案 した者には独占的に(排 他的に)そ れを利用

で きる権利が与 えられる代わり、その内容を社会一般に公開し、それを手がか り

として他が更に新 しい技術の開発を可能 とし、以て産業の発展に寄与する如 くで

ある。

こうした基本認識の中で、無体財産は先に述べた運用ニーズの増大などもあっ

て多様な方面で産業的に大量に利用されるようになり、使用者が社会全般に広が

ってきていること、また社会 ・経済活動の中で必要不可欠な部分を構成 してきて

いること、などの現状に鑑みるに、その公共的側面は、従来 より以上に強まって

いるということができよう。就中、コンピュータソフトウェア、集積回路、バイ

オテクノロジーなどの科学技術分野においてはそれが顕著に現われているが、い

くつかの無体財産が組み合わされて新たな無体財産が生み出されることも現実に
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多々起こってお り、その点からすると、文芸著作物などについても同様のことが

いえるものと考えられる。

そして、このような認識が顕在化するにともない、権利を行使するにあたって

はより公正かつ適正に行なう必要が生 じて くる。権利者が自己の利益を極度に強

調すると公共的側面は相対的に小さくな り、社会の発展に少なからず齪1躯を来す

もの と思われる。独 占的排他権 としての側面と公共的側面のバランスの上で、後

者の面が次第に強まっているという事実を念頭においた権利行使の諸制度を考え

ていく必要があるのではなかろうか。
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1.2コ ン ピ ュ ー タ ソ フ トの 場 合

1.2.1コ ン ピ ュー タ ソ フ トの 運 用

運用 で無 体 財産 の価値 を高 め る とい う点で は コ ンピュー タソフ トウ ェアが最 も

典 型的 な もの と言 えるか も しれ ない。 これ は コン ピュー タの 「本性 」 か ら くる も

の と考 え られ る。 コ ンピュータ は企 業 経営 に位 置付 け る場合 、従 来 の生産 手段 と

は根 本 的 に異 な る性 質 を持 って い る。 それ は単な る 「有 体物 」 で はな く、論 理構

造 を持 つ とい う特有 性 で あ る。

今 日の コ ンピュ ータの本 格 的普 及 は1964年 に発売 され たIBMの シス テ ム360

か ら始 まって い る。これ は名 前の通 り360度 、即 ち あ らゆ る分 野 に利 用 で きるコ ン

ピュータで あ る。 実際 これ以 降 コ ンピュー タは産業 社会 の あ らゆ る分 野 に普 及 し

て きたが、 その利 用即 ち運用 を具 体 的 に可能 に してい るのが ソフ トウ ェアで あ る。

ハー ドウ ェア とソフ トウェアが一体 とな った コン ピュ ータ シス テム は ソフ トウ ェ

アの あ り方次 第 で あ らゆ る分 野で使 え る よ うにな った わけで あ る。 それ まで コ ン

ピュータ は 「効率 」 を追 究す るため に利 用 されて いたが、 それ以 降効 率化プ ラス

高収益 を追求 す る手段 と して利 用 され る よ うにな って きてい る。例 えば、 デー タ

ベー ス構 築 に よ るデ ータ分析 を基礎 と したマ ーケ テ ィ ング戦 略や企業 経 営 の意思

決 定 に利 用 され て きてい るこ とはその一例 と言 え よう。 これ らの用途 に開発 され

た コ ンピュー タシス テム は多 くの分 野で利 用 可能で あ る。 ところが分 野 を超 えて

の利 用 を促 進 す るた め にはこの こ とを専 門的 に追求 す る職業 ・企業 の存 在 が必要

で ある。 先 に も若 干触 れ た ような 「無 体財 産 の運用」業 の存在 をコン ピュータ シ

ス テムは求 め て い る。

この こ とを象 徴 す る ような事例 が アメ リカ では生 まれ てい る。1980年 時 点での

コ ンピュー タ産業 のベ ス ト10はIBMを 筆 頭 にすべ てハ ー ドメ ーカー で あ る。 と

ころが1990年 まで には この うち4社 が入 れ替 わ り、特 に象徴 的 なの はハ ー ドメー

カー以外 の ソフ トハ ウスやデ ー タ処 理会 社 がベ ス ト10入 りして くる と予 想 され て

い るこ とで あ る。 これ は米 国 商務 省 で コ ン ピュー タ産業 アナ リス トや ソ ロモ ンブ

ラザー スの主席 コ ン ピュー タ産業 ア ナ リス トを経 て、 ウォール ス トリー ト ・コ ン

ピュータ産 業 アナ リス トグル ープ会 長 にな ったス テ ィーブ ・T・ マ ク ラ レン氏の
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予測 で あ る。 マ クラ レン氏 はこの予測 の根 拠 を次 の ように述べ て い る。

「米 国政府 が各 種 シス テム を構 築す る場合 、従来 はIBMを 中心 とす るハ ー ド

メーカー に発 注 してい た。 ところが近年 、1千 億 ドル 単位 の シス テム受注 を獲 得

して い るの はソ フ トハ ウスやデ ータ分析会 社 で あ る。 これ らの企 業 がIBM等 を

下 請 け と して使 い始 め てい る。彼 らが大 型プ ロ ジェク トを受注 してい る背 景 にシ

ステムの運用 技術 があ る。 つ ま り今 後の コ ン ピュー タ産業 を リー ドす る者 は シス

テム運用 に優 れ て い る者 で あ り、 各分野 で構 築 され たシス テム を統合 で きる能 力

を持 ってい る者 にな るだ ろ う」

これ まで この よ うな シス テム運 用の ノ ウハ ウを持 ってい たのはハ ー ドメー カー

であ ったが、 それ が ソフ トハ ウスへ移行 し、 さ らにデ ー タを持 つ企業 に移 行 しつ

つ あ る。今後AI化 が進 む こ とに よ りそれ は コ ンピュー タ産業 と離れ た分 野か ら

登場 して くるこ とも考 え られ る。 いずれ に して もこの事 実 は次 の よ うな こ とを示

しては いないだ ろ うか。

① ソフ トウ ェアの サ イ ドか ら見 る と、 開発 時 とは異 な る用途 が発見 され 、運用

され、 コ ンピュー タに組 み込 まれ、利 用料 金 を得 てい るこ とにな る。

②各 システ ムの統 合(通 産省の 先の報告 書 の表 現 を借 りれ ば知識 の 融合)が 新

しいシス テム を生 み 出 して い く。

③ シス テム即 ち その基 礎 で あ るソフ トウ ェア技 術 の運用 に長 けて い る ものが コ

ン ピュー タ産 業、 しいて は情報 産業、 さ らにソ フ ト化社会 にお いて 中心 的 な

存在 とな る と言 えな いだ ろ うか。

コン ピュー タ システムの運 用 に関 しては さ らに次 の よ うな事例 もあ る。パ ー ソ

ナル コン ピュー タ用CAD(コ ンピュー タ に よる設計 用 ソフ トウ ェア)の 場 合、

世界 で最 も普 及 してい る もので10万 本余 りで あ る。 この1本1本 が開 発 メー カー

か ら通 常の流 通経路 でエ ン ドユー ザーの もとに送 られ てい るの では ない。 開発 メ

ー カー とユ ーザ ーの 間 に他 の ソフ トウェア開発 メー カ ーが入 ってい る
。 このメ ー

カー は開発元 の ソフ トウ ェア を一部 改変 しユ ーザ ーの もとに届 けて い るの で あ る。

業 界で は これ をVAR(付 加価値 再販 制度)と 呼び、 開発元 の ソフ トウ ェア を対

象ユー ザーの業 界 にフ ィ ッ トす る よう手直 し して付 加価 値 を高 め販売 して い るの

で ある。この よ うに世 界 で最 も普及 してい るパ ソ コンCAD開 発メー カー は300社

に も及 ぶ ソフ トウ ェア開発企業 と提携 し今 日の地 位 を築 いて い るので あ る。 開発
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元 の設計 用 ソフ トウ ェアは各種業 界、例 えば機 械 、電 気、建 設用 設計 に精 通 した

ソフ トウ ェア 開発 メーカ ーが手 直 し、 つ ま り運用 して い るので あ る。

当初一般 の商 品 と同 じよ うな流通 か らスター トしたパ ソコンソフ トウ ェアは、

今 日VARに よる普 及 こそが ソフ トウ ェア の本質 に合致 した もの と理 解 され急 速

にVARが 普 及 してい る。ア メ リカ では この ようなVAR業 者 が4,000社 に も達 し

てい る。所 謂 ソフ トウ ェア運 用会社 が登場 して い るわ けで あ る。

VARは ソフ トウ ェアの一 部 を手 直 しす る こ とに よって付 加価値 を高 めて い る

が、 日本 では今年 に入 って ソフ トウ ェアの運用 だ けで委託 手数料 を徴収 しビジネ

ス とす る企 業 が登 場 して い る。この事例 で は ソフ トウ ェア開発企 業 約700社 の情報

と約300社 のユ ーザ ー を組織 してい る。この ビ ジネス で は真 にユ ーザー の ニーズ を

把握 し、 ユ ーザ ー に最適 の ソ フ トウ ェア とソフ トハ ウス を斡 旋す るには、 シス テ

ム ・業 務 に対 す る知識、 さ らにはソフ トウ ェアの評 価 とソフ トハ ウス の能 力 を的

確 に評価 す る能力 が必要 とな る とVAR業 者 は述べ て いる。

1.2.2コ ン ピ ュー タ ソ フ トの 公 共 化

パ ー ソナル コン ピュー タ用 ソフ トウ ェアの場 合、 他 の無 体財 産権 と大 き く異 な

る点 が あ る。 それ は権 利者 が積極 的 に ソフ トウ ェア を他 の同僚 に どん どん提供 す

る 「パ ブ リック ・ドメイ ン」の 「制 度」 が存在 し、 これが ソフ トウ ェア 開発上 大

きな役 割 を担 いつ つ あ るこ とで あ る。例 えば、 コ ンピュー タシステ ムのハ ー ドウ

ェア とソフ トウ ェアの 両方 の発展 に大 き く影 響 を与 え る基本 ソフ トウ ェアで あ る

OS(オ ペ レー テ ィング ・シス テム)のUNIXは 今 後 の コン ピュータ業界 を大

き く支 配す る もの と言 われ てい る。 このUNIXは 開発 当初 、 マニ アや 大学 関係

者 を中心 に無償 で普 及 して いった もので あ る。 これが 多 くの人 に よって使 い勝 手

のい い素晴 ら しいOSと して育て られて いっ た。 また、統計用 ソフ トウ ェアや 化

学 文献 デ ー タベ ー ス用 ソフ トウ ェア等 で最 も人気 の高 い もの もこ う して普 及 して

いった。現在 これ らの ソフ トウ ェア は普 及 した後有償 化 され て お り、 これ に対 す

る不満 の声 は ソフ トウ ェア開発者 の 中で根強 い。

パ ブ リック ・ドメイ ン ・ソフ トウ ェア として成 長 し発 展 した ソフ トウ ェア を有

償 化 す るこ とに反対 す る主張 は具体 的 な行動 に よって も示 され て い る。例 えば、
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パ ソコ ン通信 の ホス ト局(日 本 の場合 で600余 りあ る)に は必 ず と言 って よいほ ど

パ ブ リック ・ドメ イ ン ・ソ フ トウ ェアの コーナ ーが あって 自由 に これ を利 用 で き

るようにな ってい る。 アメ リカ にお いて は非 常 に レベル の高 い もの がパ ソコ ン通

信 に よって供 給 され て いる。 さ らに アメ リカ にはフ リー ・ソフ トウ ェア ・フ ァウ

ンデ ー シ ョン とい うフ リー ・ソフ トウ ェア を供 給 す る組織 が存在 す る。 ちなみ に

パ ブ リック ・ドメ イ ン ・ソフ トウェア とフ リー ・ソ フ トウ ェアの違 いは次 の通 り

で あ る。 前者 は権 利 者 が著 作権 を放棄 してい るためユ ーザ ーが 自由 に改変 出来 る

しこれ を各種 ソフ トウ ェア の中 に組 み込 み新 しい ソフ トウ ェア を作 るこ ともで き

る。 これ に対 し後 者 の フ リー ・ソフ トウェア は著 作権 を主張 す るが無償 で提供 す

る もの、 とされて お り、再譲 渡等 は許 され な い。 とは言 うものの両 者 を区別 す る

法 的根 拠 は未 だ確 立 され て いない。 この フ ァウ ンデー シ ョンが供 給 す る ソフ トウ

ェアは世界 の トップ水 準 をゆ くもので あ り、 この無 償 に よ る供給 は今後 の ソフ ト

ウ ェア開発 に大 きな影響 を与 え るもの と思 われ る。

フ ァウ ンデー シ ョンの 中心 人物 で あるR.M.ス トール マ ン氏 はフ リー ・ソフ

トウ ェアの精神 につ いて次 の よ うに述 べ て い る。

「知 的財産 の権利 にかか わ る問題 点 を注 意深 く勉強 した人々(例 えば法 律 家)

は、知 的財産 には固有 の権 利 はな い、 とい う。 知的財 産 に対 して 設定 され、政 府

が認め た各種 の権 利 は、 どれ も特 別 な 目的 に応 じて、特 別 の立法 行 為 に よって作

り出 された もので あ る。

例 えば、特 許 制度 は発 明者 に発明の詳 細 の公 開 をすす め るため に創設 され た。

その 目的 は発 明者 を助 け るた め よ りは社会 を助 け るためで あった。 その 当時17年

とい う特 許 の寿 命 は技 術水準 の進歩 の速 さに比 べ て短 か った。特許 は生産 の準備

に比べ て ライセ ンス契 約の経 費 と労 力が 小 さい製 造業 者 の間 だけの 問題 で あった

か ら、 たい した害 を及 ぼす こ とは余 りな い。特 許 はその 製品 を使 用 す る多 くの個

人の妨 げ にはな らなか っ た。

知的財 産権 はすべ て社会 か らそれ が正 しいにせ よ間違 って いる にせ よ、 ライセ

ンス を認 め る こ とが社 会 全体 の利 益 にな る と考 え られ る とい う理 由で、 認 め られ

る権利 で ある。 しか し個 々の状 況 におい て我 々は、次 の ように問 わ なけれ ば な ら

ない。 その よ うなライセ ンス を認め て、我 々 は本 当に よ りよい状態 にあ るの か。

我 々は どんな種類 の行 為 を許可 しよ うと して い るので あ ろ うか。
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現代 のプ ログ ラムの場合 は、100年 前 の本 の場合 とは まった く違 う。プ ログ ラム

をコ ピーす る一一番 易 しい方法 は、隣 の人 か らコピーす る こ とだ とい う事 実、 プ ロ

グ ラム には ソース コー ドとオブ ジェ ク トコー ドが あ り、 それ らは異 な る と言 う事

実、 そ してプ ログ ラム は読 んだ り楽 しんだ りす るための もので はな く使 うための

物 で あ る とい う事 実 は、互 いに結び合 って、著作権 を強要 す る人 は全体 としての

社 会 に物 質的 に も精 神的 に も害 を与 え る状況 を作 り出す。 その ような状 況 では法

律 が それ を許 すか とは無 関係 に著 作権 の強要 をす べ きで はな い」(野 崎昭 弘訳)

この主 張 は多 くの問題 を含 んで い る。 しか し、 氏 は先 に示 したパ ブ リック ドメ

イ ンで 育 った基 本 ソフ トウ ェアのUNIXが 多 くの人 に歓迎 され普 及 した時 点で

これ を有償 化 した事例 をに らんでの主 張で ある こ とに注 目 した い。基本 ソフ トウ

ェアは多 くの人 に採 用 され て初 めて価値 あ る もの とな る。 ところが広範 に普及 し

た後 公共性 を無視 し技術 情報 の差 別的供 与 を行 う等 して、 これ を提 子 と して 自社

の業 界 での独 占的地位 を築 こ う とす る姿 勢 に問題 をなげか けて い るわ けで あ る。

この ス トール マ ン氏の主 張 は多 くの ソフ トウ ェア開 発者の 意見 を象徴 して い る。

同時 に ソフ トウ ェアの公共性 を示 す最 も象徴 的 な事例 で あ り主張 であ る。 これ は

突 出 した事例 で あ るか も しれ ないが ソフ トウ ェア の公共性 を考 え る上 で無視 で き

な い。 日本 で は この ような教 訓 も生 か し、次 世代 の基 本 ソフ トウェアのOSに 関

して100社 余 りが共 同 して運用 す る試 み がな されて い る(社 団法 人TRON協 会 の

事例)。 また、最近 で は次 の ようなこ とも起 きてい る。

パ ソコ ンの基本 ソフ トのOSの 圧倒 的 シ ェア を持 つマ イ クロ ソフ トの製 品 をハ

ー ドメー カ ーのア ップル 社 が訴 えた
。 それ は、ア ップル社 のOSの 操 作環境 を支

え る基 本技 術 ・機 能 をマ イ クロ ソフ ト社 の新 製品が取 り込 ん でい る とい うので あ

る。 これ に対 し訴 訟 自体 を問題 と し、 アメ リカのパ ソ コンソフ トウ ェア協会 で あ

る ソフ トウ ェア ・パ ブ リッシャー ズ ・ア ソシエ イシ ョンが3月 末 シ ンポジウム を

開 いた。 これ には400人 余 りが参 加 し、 その関心度 の高 さを示 した。

討論 は積 極 的 にア ップ ル社 に よる訴訟 を支持 す る声 もあ る一 方で、逆 にア ップ

ル社 の訴 訟 を「ソフ ト開発 の進化 を止 め る もの」 「ア ップル社 用 の ソフ ト開発 が で

きな くな る」な どの批判 的 な意見 も多 く出 され た。 「技 術 はひ とつ ひ とつの積 み重

ねで進化 して い くもの。 誰 かが何 か を開 発 し、 これ を誰 かが土 台 に して更 に新 た

に開発 す る こ とは いけない こ とで し ょうか。今 回の ア ップル 社 の行為 は技術 の進
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化 に大 きな歯 止 め をかけ るこ とにな るだ ろ う・」との基調 報 告 に大 きな拍 手が 送 ら

れ てい た。

業界 で は 「神様 」 といわれ てい る天 才プ ロ グ ラマ ーのD.SBricklin氏 は 「この

訴 訟 でア ップル社 が得 る もの は非 常 に多 い はず 」と し、 「ア イコ ンや ウ ィ ン ドウの

技術 がア ップ ル社 の もので あ るかの よ うな印象 を与 え る」 こ とへ の懸念 を述べ た。

同時 に氏 は 「ア ップ ル社 が勝 てば、私 の基 本技術 を利 用 して い る多 くの会 社 に対

し、 多額 の著 作権 料 を請求 出来 る。 もちろん これ は冗 談 で あ り、私 は訴 え るよ う

な こ とは しな い し、 で きな い」 と し、 ア ップル社 の行為 が技 術 を発 展 させ るうえ

で問題 で あ るこ とを強調 した。 ア ップ ル社 の これ らの機 能 を利用 してい る ソフ ト

ウェア開発企業 は 「ア ップル社 は私 た ち を訴 え る ような こ とは しな い と主張 して

い るが、信用 で きな い」 との苦情 が次 々の べ られて いた。

ア ップ ル社 の創 設者 で 問題 の基本OSを 開 発 したJobs氏 は 「引 力 は著 作権 で

守 られて い ませ ん。 引 力 は生 きて い く上 でベー シ ックな もので あ り、 それ は著作

権 で守 られ て はいけな いの です。ア ップ ルが この訴訟 で勝 て ば、(そこで守 られ た)

著 作権 は、実 はゼ ロ ックスの もの にな るのです。私 は このOSの 機 能 とア イデ ィ

アの一 つ一 つ を(ゼ ロ ックスの)誰 が開発 したのか を知 って い ます。誰 が初 めて

それ らを考 えたか を よ く知 ってお り、彼 ら と話合 いなが らマ ックのOSを 作 った

ので す」 と しア ップ ル社 の今 回の訴訟 は間違 いで あ る と述べ 注 目され た。

これ らOSを 中心 とす る基本 ソフ トウ ェアの権利 問題 は現在業 界 で最 もホ ッ ト

な話題 となって お り、今後 の ソフ トウェアの問題 を考 え る上 で も重 要 な問題 を提

起 してい る。 公共的性 格 の強 い基 本 ソフ トウェアの管理 は公 共的 に行 われ るべ き

で あ る とい うこ とは 日本 、 ヨー ロ ッパ では定着 しつ つあ り、 この ため のア ク シ ョ

ンが取 られ てい る。 しか し問題 は公共 的運 用 を した場合 そのサ ポー トを誰 が行 い

その費 用 を誰 が負担 す るか と言 うこ とであ る。 日本や ヨー ロ ッパ で は公益 的 な団

体 で それ を行 お う としてい る。

以 上 は コ ンピュー タソフ トウ ェアの 中で基 本 ソフ トウ ェア に関 す る動 きで ある。

しか しソフ トウ ェア は普及 す ればす るほ ど公 共 的 な性格 を強 め ざ るを得 ず その管

理 の 問題 が生 じて くるこ とを考 えてい なけれ ばな らないだ ろ う。 この こと と開発

者 の権 利 と利 益 を守 るこ とを両立 させ る方法 につ いては論議 され て いな いの が現

状 で あ る。 ソフ トウ ェアの公共性 を主 張す るその 内容 は、価 格の 問題 よ りも技 術
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情報の公開と共通する問題 をユーザーと共同で是正 してい くこと(供 給者が一方

的に変えない)で ある。この ような問題 はまだその必要性が弱いためかほとんど

論議されていない。 しかし、ソフ ト化時代に向かって避けて通れない課題である。
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1.3無 体財産 と信託制度の接点

1.3.1集 中処理機構の必要性 とその実例

以上、無体財産権に関する動きを 「運用」と 「公共化」 という2つ の点か ら概

観 したわけであるが、ここから次のようなことが導き出されるであろう。

即ち、まず運用に関してであるが、無体財産は運用が活発化するほど権利関係

が複雑化 してくるということである。「運用」は 「コーディネイ ト」と言葉を置き

換えても良いが、要するに各種無体財産を組み合わせることによってその付加価

値 を増そうとするものである。無体財産の利用形態はますます多様化、複合化が

進み、それにともなって権利関係、権利処理の方法は一層複雑さの度合が高まっ

ている。それだけに今後、権利処理を統一的に行なうような仕組みを検討 して行

くことが是非 とも必要 となってこよう。

運用に関 してもう一つ指摘されるのは、より効果的な運用を行なうためには、

使用者側の潜在ニーズと権利者側における無体財産の応用可能性の両者を結ぶこ

とを役割とする存在がきわめて重要になることである。使用者、権利者ともそれ

ぞれ自己の実情には通 じているものの、相互の交流については、いま一つ行なわ

れていないのが実情である。後にも述べるが、通産省が創設 した「テクノマー ト」

制度や一昨年の著作権法改正にともない設けられたコンピュータソフ トウェアの

登録制度を見ても、当初 目論んでいた使用者と権利者の交流促進 という狙いは、

必ずしも充分達成されていないのが現状である。こうしたことから、無体財産権

制度を考える場合、両者の紐帯となるようなより強力な仲介機能の重要性が、改

めて強調されるのである。

また公共化に関しては、このような認識が社会全般の中で深まるのに呼応 して、

権利の行使は従来 より以上 に公正 ・適正になされるべ きであることから、独占的

排他権 としての側面と公共的な側面の均衡を図りつつも、後者により重点をおい

た制度作 りが重要であるといえる。

さて、以上挙げた諸点を包括する無体財産権制度を考えた場合、それは権利者

と使用者が個別に相対するのではな く、何らかの機関、団体が介在することが必

要ではないか、そしてそれによって公共的かつ統一的な権利処理、及び効果的な
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運 用 ・コー デ ィネイ トが 実現 し得 るので は ないか 、 とい うのが今 回我 々の調査 の

中での提 案 の一つ であ る。

なお、機 関、 団体 に よる権 利処 理 につ い ては、 諸外 国 を含 め い くつ かの実例 が

あ るの で、以 下 に紹介 した い。

まず わが 国で は、極 め て数少 な い例 と して、協 同組 合 日本放 送作 家 組合 が あ

る。同組 合 は 「著作権 に関す る仲 介業務 に関す る法 律 」 に基づ き文化庁 の指 定 を

受 けた団体 で あ り、著作権 者 か ら権利 を預 か ってその使 用 に あたっ ての許諾 と使

用料 の徴 収等 の業務 を行 な って い る。

アメ リカで も、作 詞家協 同組 合が あ り、 日本放 送作 家組合 と同様 の シス テム を

持 って い る。 組合 と組合員 で あ る作詞 家 との 間で締 結 され る 「ROYALITYCOL

-LECTIONPLANAUTHORIZATION」 で は、次 の よ うに規定 してい る。

1.

2.

3.

な お、

ANDPUBLISHERS)は 音楽著 作権 関連 の団体 で、

RAC)

る。

り、権利 保護 に係 る実務 と情報 の提供 、創作 活動 及び生 活 を支 え る基盤 とな る経

済 的制度 的支 援 を行な って い るほか、 出版社 、作 家、 フ ォ トコ ピーの ユーザ ー に

よって構 成 され る非営利 団体 で あ るコ ピー ライ ト ・ク リア ラ ンス ・セ ンター(C

委託 者 は著作権使 用料 徴収 プ ラ ンに参 加す るこ とに同意 す る。

プ ラ ンは以下 の各業務 を含 む。

ロイヤ リテ ィの徴収

下文 で述べ る代 理徴 収 され た ロイヤ リテ ィの払 い戻 し

代 理徴 収 された ロイヤ リテ ィに関す る記録 の永 久的保 存

ここで言 うロイヤ リテ ィの範 囲 は、従 来 のあ るい は今後 出版社 や 出版社以 外

の関係者 と結 ぶ契約書(ギ ル ドの様 式 で あ るか ないか にか かわ らず)に 基づ

いて支 払 われ るべ き、 も しくは支 払 われ るか も しれな い現存 す るあ るいは今

後 発生 す るあ らゆ る形 態 の権 利 の使用料 及び計 算額 の全 て を見 込 んだ もの と

す る。 ただ し、ASCAPま た はBMIで 徴収 され た演 奏使 用料 の ロイヤ リ

テ ィ、 ドラマテ ィス ト ・ギル ドを通 じて徴収 され た ロイヤ リテ ィの計 算額 を

除 く。

ASCAP(AMERICANSOCIETYOFCOMPOSERS,AUTHERS

日本音 楽著作権 協会(JAS

と同 じ様 な業務 を行 な ってお り、 ロイヤ リテ ィ徴 収 システム を持 って い

また、 ソ ング ライター ズ ・ギル ド ・オブ ・アメ リカ とい う作詞 家 の団体 が あ
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CC)で も、著 作権所 有者 に代 わ り許 諾 と使 用料徴 収 を集 中的 に行 な うシス テム

を持 ってい る。

なお、 ヨー ロ ッパ にお いて も、 西 ドイ ツ、 フ ラ ンス、 オース トリア な どで同様 の

機 関が制 度化 され てお り、権利 の行使 は その機 関 を通 じての み行 なわれ る仕組 み

が 出来 てい る。(ヨ ー ロ ッパ の実情 につ いて は、 第2部 で詳細 を紹介 して い る)

1.3.2信 託 制度 との かか わ り

無体財産権の権利処理 を行な う機関 ・団体の必要性と、それについてのいくつ

かの実例を見てきたが、本節ではこの中に信託制度を組み込み、より良い仕組み

が考えられられないか、という点について考察 したい。

理由はともか くとして、先にみた集中処理機関では既に実際、信託制度が活用

されているという実態にまず目を向けてみたい。日本放送作家組合では、第3部

資料3の ような 「著作権信託契約約款」を著作権者との間で締結 し、信託制度を

組み込んだ形で組織の運営がなされている。また、日本書籍出版組合においても

現在集中処理機関の創設を検討中の模様であるが、ここでも信託の仕組みを使っ

た制度が考えられているようである。諸外国の例でも、真に信託であるか否かは

必ず しも明確ではないものの、権利はすべて管理機関に預けられる形となってい

る。

ここで、信託制度の特色について簡記 してみると、諸説はあるものの概ね次の

通 りである。

① 制度の中心は財産である

② 財産の名義は受託者に移転する

③ 受託者に財産の管理 ・処分権限がある

④ 受託者の権限は自己の利益のためではなく、他人のために行使されなければ

ならない

無体財産がまさに"財 産"と して一定の価値が見 いだされるようになってきた

中で、集中処理機関においては公正かつ適正な権利処理が要求されること、運用

に際してはその権利を当該機関に移転 した方がより有効であろうこと、などから

すると信託制度は無体財産の権利処理、運用を行なうにあたっての一つの有力な
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手段 として充分考えることが出来るのではなかろうか。

なお、若干付け加えるならば、実例 として挙げた集中処理機関では、無体財産

の運用までは行なわれていないのが実情のようであるが、運用ニーズの増大とい

う点に鑑み、使用の許諾、使用料の徴収等権利処理に絡む業務だけでなく、積極

的に運用に関連する業務をも本業 として担っていくことを検討する必要性がある

ものと考えられる。それによって集中処理機関への期待は一層高まることとなろ

う。その際には、極めて多様な知識やノウハウが必要になるが、無体財産のそれ

ぞれの分野で専門知識を持つ者 ・団体、弁護士等法律の専門家、信託制度の専門

家などが互いにパー トナーシップを組み機関 ・機構を運営 していくことが大きな

キーポイントとなってこよう。
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1.4運 用 ネ ッ トワー ク と研究機 関の設 置

先に述べた無体財産の運用について、本節で今少 し敷桁 してみたい。

無体物の運用 ・コーディネイトとは知識の融合、しかも学術的な知識から、情

報としての知識、芸術 ・文化としての知識の融合である。これら知識の融合を実

現するためには、広い分野にわたって、研究動向や開発動向、そしてこれらの成

果を利用するユーザー層の動向を常に把握 していなければならない。従って、こ

のことを可能にする本格的な研究 ・教育機関を持たなければ知識の融合は実現で

きないように思われる。このような研究機関は従来の形態とかなり異なるであろ

う。

「研究」は大学、研究所そ してシンクタンクとその形態を進化させてきた。ソ

フ ト化時代には当然、研究機関の役割 も変化すると思われるし、ソフト化時代に

ふさわ しい研究機関を設立する必要がある。実はこのような研究機関こそが、知

識融合機関にな り、無体物の運用を職業化 ・企業化出来るのかもしれない。次に、

簡単に研究機関の歴史を振 り返 り、ソフ ト化時代の研究機関の性格を述べてみた

い 。

研 究所 とは大 学、 学会 とな らん で現 在 の3つ の学 術機 関の形 態 の一 つで あ る。

大学 は、1158年 ボ ロー ニア に生 まれ、学 会 は1600年 にローマ で最 初 の学会 が、1662

年 にイギ リスの ロイヤル ・ソサ イア テ ィ(王 立協 会)、1666年 フラ ンス の王立科学

院 が創立 されて い る。 これ に対 し研究 所 は最 も新 し く1799年 に イギ リスの ロイヤ

ル ・イ ンス テ ィテユー シ ョンが生 まれ たのが初め てで あ る。 これ は 「機械 師 を養

成 す る」 ための機 関で 「知識 の普 及 と科 学 の応用 を」 目的 と してい た。 さ らに研

究所 は大 学 な どに付 設 され普及 してい くが、 これ らが産業 革命 の時期 に普及 して

い った こ とを見逃せ な い。

学術機 関 の3つ の形態 は歴史 とと もに、知識 の実際面 へ の適用 に近づ いてい る

こ とが 理解 で きよう。

今 日の研究所 の発展 は企業 付 設研 究所 の発生 か ら始 まる。 そ れ は1890年 代 の ド

イ ツ、 アメ リカ に於 て普及 してい った。 これ は科学 が生 産 の不可 欠 な一部 とな っ

た こ とを意味 してい た。 これ に よ って、計 画的 に科 学研 究 は組 織 され る ようにな

った。 そ して科 学 の応 用 が速 まった。 次 に見逃せ な いのが1920年 代 か ら本格的 に
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普 及 した社会科 学 の研究所 であ る(1920～22年 に30余 り設 立 され て い る)。 これ ら

は企業 研 究所 が生 産 に 自然科 学 を結 び付 けた ように、国家 の政策 に社会科 学 を結

び付 けた。

以上 の学 術機 関の3つ の形態 と趣 を異 にす る 「研究機 関」が 第二次 大戦後登 場

して きた。 これが シンク タ ンクで あ る。 その中で代 表 的 なのが ラ ン ド ・コー ポ レ

ー シ ョン(ラ ン ド研究所)で あ る
。 これ は、戦 略立案 の ため に 自然科 学 ・社会 科

学 を総 動員 す る役 割 を担 ってい る。 シ ンクタ ンクは、 大学 におけ る専 門 ご との閉

鎖 性 を弱 め る とい う効果 もあ った。 日本 で は シンクタ ンクの設立 ブ ームが1966年

に訪 れ てい る。 な お、戦 時 中の満鉄調 査 部 は今 日で言 うシ ンクタ ンク と して位 置

つ'けられ.よう。

前記3つ の研 究機 関 の形 態 とシ ンクタ ンクの違 いは、前 者 が科 学研 究の計 画的

組織化 で あるの に対 し、後 者 はその重点 に科 学研究 を基礎 に した情報 の体系化 が

あ るとい うこ とで あ る。 研究員 の性 格 も大 学 ・学会 ・研究所 ・シ ンクタ ンク と経

て くるに従 って、 また研 究機 関の機 能 の変化 に伴 って、研 究成果 の統 合化 と応 用

を促進 す るため に、 オル ガ ナイザ ー と しての役 割が 強化 され て きて いるので ある。

これ は研 究員 が ジ ャーナ リス ト化 の傾 向 を強めて い る とい うこ ともで きる。 シ ン

クタ ンクの研究 員 は従来 の どの学術機 関の研 究員 よ り 「歩 き人 に会 う」 ので あ る。

そ して これ らの人 々の知識 を批 判 的 に統 合化 してい くの で あ る。 同時 に、一 般 に

アカデ ミズ ム と対置 され る ジャーナ リズ ム との関係 でみ る と、大 学 、学会、 研究

所、 シ ンクタ ンク と研 究機 関の進化 に従 って、ア カデ ミズム の性 格 が後退 しジャ

ーナ リズムの性 格が強 くな って きて い る。

自然 科 学が 生産 に寄与 した時代 の研 究所、社会 科 学が 国家 の政 策 や生産 活動 に

結 びつ いて い った時代 の研 究所、 この延長線上 で次 に何 が生産 活動 と結 び付 くか

と言 えば、 それ は、芸術 とい え るの で はなか ろうか。デ ザ イ ン部 門が経営戦 略 と

密接 に結 び付 き、企業 の コー ポ レー ト ・アイデ ンテ ィテ ィ をは じめ とす る企業 戦

略 と芸 術 ・ス ポー ツが結び 付つ く時代 に入 って い る。 こ う して知識 全般、 無体物

全般 が生 産 に寄与す る時代 が到来 しつつ あ るので あ って、 この こ とを意識 的 に追

究 す る研 究機 関が待 たれ てい るので あ る。

以上 の ような研究機 関の歴 史 を踏 まえて、 ソフ ト化時代 に求 め られ る研 究所 は、

大学 、研 究所、 シ ンクタ ンク に於 け る研 究 動向 を把握 し、 これ らの交流 を促 進 す
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るものであるべ きだが、この交流はこれらの研究成果の運用を可能にする機能を

持っていなければならないだろう。同時に、交流形態 もネットワーク形が望まれ

る。本調査研究との係わ りで言えば、無体物の運用者を組織 し、無体物の運用の

ために積極的にア ドバイスし、そのための資料とコンサルタントを紹介 し、ビジ

ネスの動向をサジェッションするということである。

ソフト化時代の研究所は、無体財産の運用のために次の3点 を常に把握 してお

く必要がある。

①あらゆる分野の研究及び開発動向

②あらゆる分野のニーズ ・克服課題の把握

③あらゆる分野の政策 ・活動 ・事業動向の把握

そして、このために以下の機関の動向を常に把握 しコネク トしていなければな

らない。

・研究所

・シンクタンク

・学会

・業界団体

・企業

・行政機関

・無体財産関連団体

・上記の動向を把握するためのそれぞれの報道紙誌

・上記の動向 ・情報の意味を分析 しコメントする評論家

つまり、研究所の研究機関と研究者の研究、報道機関の報道、情報の情報源 と

しての役割が求められる。各種評論家 と各種専門紙誌の仲介 をはじめ、以上の関

係者の交流の中から、運用者を組織 していくのが最 も現実的である。

なお、組織化はパソコン通信等のネットワークによる情報の交流を基礎に行う

べきであろう。パソコン通信が持つ機能のうちでも、電子掲示板や電子会議シス

テムなどは研究者による意見交換を促進する。米国の事例では、パソコン通信に

よる研究のあり方は、研究方法の新 しい形態を提起 している。
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第2章 ソフ ト化時代の無体財産

2.1産 業 ・経済 の ソフ ト化 とは

2.1.1ソ フ ト化 の 条 件

我 が 国及 び先進各 国の産業 ・経済 は今 、大 きな変換 を求 め られ て い る。 産業 ・

経済 の ソフ ト化 が大 きな課題 とな ってい る。大蔵省 で は昭 和58年 学 者研 究 グル ー

プ に研究 委 託 を行 い、 その結果 「ソ フ トノ ミックス」 を提 唱 して い る。 ソフ トノ

ミ ックス とは 「文明史の新 しい方向 を示 す新 しい言葉」 で ギ リシア語 の経 済学 と

共 同社会 の在 り方 とい う言 葉 にな らい 「ソフ ト化社会 の在 り方」 を考 える意味 だ

と説 明 してい る。 ここでい うソ フ ト化 とは次 の四つ の特徴 を持つ とい う。

① 情 報化 ・知識 集約化=科 学 技術 ・生活 の ソフ ト化 。

② 人 々の意識 の変化=文 化的 ・精神 的 豊 か さへ。

③ システム の変化=小 規模 ・分散 型 の見直 し。

④経 済 の ソフ ト化=サ ー ビス化 ・軽薄短 小化 。

この ソフ ト化 を 「文明史 の大 きな潮流 」 と位置づ け、 この潮流 が行政 改革 ・政

府規 制 の緩和 ・民 間活力の活 用 ・国 際化 等 を要請 して い るの だ と解 説 して い る。

これ をさ らに具体 的 に研 究す るため に、大蔵省 は同年 に 「ソフ トノ ミ ックス ・

フ ォロー ア ップ研究 」を開始 して い る。 この研 究 はその後 一 年 間 に380回 の研 究会

を開催 し、これ に参 加 した学者研 究 者延 べ460名 、研究機 関95。 この 研究成果 は『ソ

フ トノ ミック ス ・フォローア ップ研 究会報 告書』 として大蔵 省財 政金 融研究 室か

ら40冊 余 りが発表 され てい る。 多 くの研 究者 を組織 し日本経済 の ソ フ ト化推 進の

ため、昭和59年 、新 日本 製鐵 、 日本 電 気、 ソニ ー一、野村 証券 、サ ン トリー等185社

が結集 し 「ソフ ト化経済 セ ンター」 が設 立 されて い る。

そ して、 本調査 研究 は産 業 ・経済 の ソフ ト化 に当た って その財 産価値 が極 めて

重要 な もの とな るで あろ う無体 財産 を保 護 し、その価値 を さ らに高 め る制 度 につ

い ての問題提 起 をめざ して い る。 この様 な視 点か ら、 本調査 研究 との関係 で は、
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産業 ・経済のソフ ト化を次の3つ の側面か ら把握することが重要 と思われる。

①情報化

②知識集約化

③サービス化

この3つ の側面は、産業 ・経済の高付加価値化を促進する要素である。つまり

ソフ ト化 とは経済的には高付加価値化と言い換えることがで きる。そして、情報

化 ・知識集約化 ・サービス化によって高付加価値を実現する際に最 も重要な行為

が、無体物のコーディネイ トなのである。

それでは以上3つ の側面が どの ような状態にあるのか次に述べる。

2.1.2'情 幸艮イヒ

産業 ・経済 の 「情報 化」 とは、 従来 の業 務の 高付 加価値 化 を実 現す るこ とと言

え る。 そ して これ を支 え る基 礎技 術 が コン ピュータ とこれ をネ ッ トワー ク化 した

コン ピュータ通信技 術で あ る。 この こ とに よ り、 「これ まで 日本 の産業 ・経済 を リ

ー ドして きた第2次 産業 に於 て も情報 に よる付加価値 を高め る〈2
.5次 産業化 〉」

が 関係者 に よ り強調 され て い る。

産 業 ・経済 の情報 化の基礎 技術 を提 供 す る情報産業 自体 の成 長 をつ ぎに紹介 し

〈情 報化 〉 の傾 向 を把握 す る こ とに したい。 日本 にお いて は 「情報 産業 」 につ い

ての概 念 は定 まって いないが、 ここで は通産省 の用法 に基 づ く。

通 産省 産業構 造 審議会i青報 産業 部会 は1987年6月 『2000年 の情 報産業 ビジ ョン』

を発表 した。 それ による と、 日本の情 報 産業 は1984年 で19兆 円 を上 回 り2000年 に

は144兆 円 に達 し、GNP比 で20%を 上 回 る産業 に成長 す る と され て い る。同時

に、2000年 には情報 産業 が全産業 の 成長 に寄与 す る割 合 は22%と な る。 この こ と

は、現在 の10%余 りの寄与 度 と産業 へ の影 響度 を考 慮 に入れ た場 合、将 来如何 に

大 きな影響 を持 つ かが理解 され よ う。さ らに、上 記報告 書 は情 報 産業 につ い て「引

続 き高 い成長 の可 能性 を有 してお り、今後 日本経済 を担 う リーデ ィ ング ・イ ンダ

ス トリー と しての役割 を果 たす こ とが期待 され る」 と述べ てい る。

電子工業、電気通信、情報サービスを合わせた情報産業の生産額は次の通 りで
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あ る。

(単位:億 円、%)

電 子 工 業

同GNP比

電 気 通 信

同GNP比

情報サービス

同GNP比

合 計

同GNP比

1984年

134,436

4.38%

49,557

1.61

12,399

0.40

196,392

6.39

1990年

296,944

7.06%

75,530

1.81

31,935

0.76

404,409

9.63

1995年

584,415

10.75%

124,309

2.32

71,706

1.33

780,430

14.40

2000年

1,101,552

15.67%

185,392

2.67

158,226

2.27

1,445,170

20.61

また、全産業 の全設備投資額 に占める情報化投資額は次の通 りであり、現在の

10%台 か ら、2000年 には30%台 に達す る。

設備投資に占める情報化投資の割合(単 位:億 円)

情報化投資額… ・

全設備投資額・…

情報化投資の割合

1984年

98,083

840,118

11.1%

1990年

185,276

1,116,804

16.6%

1995年

360,259

1,483,201

24.3%

2000年

682,363

2,063,422

33.1%
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以上のように、情報化の基本技術 を支える情報産業は急速に展開 し情報化を促

進することを示している。加えて、情報産業は生産額の面で大 きなシェアを占め

るだけではなく、各産業分野を支える企業の経営戦略に大 きな影響を与えている

ことが、従来の リーディング ・インダス トリーとの大 きな違いである。このよう

なことを考慮に入れた場合、情報化のメルクマール として情報産業の発展度合を

位置づけることができよう。同時に、本調査研究との関連では情報化時代の無体

財産の典型として情報機器用のソフトウェアを考えることが出来 る。

2.L3知 識集 約化

知識集約化は大 きく次の二つに分けられよう。

①産業が科学に基礎を置 く、所謂科学技術の集約である。

②産業のデザイン化である。

知識集約化の場合、①の科学技術の集約については多 く指摘 されているが、こ

のことを示すには各国がそして各企業が研究開発費を急増させていることを紹介

することで充分であろう。先進国では1970年 代の2度 の石油危機の時代 は対国民

総生産額に対する研究開発費の割合は横ばいであった。ところが1978年 以降、各

国でその割合を急速に高めている。特に、わが国では研究開発費の対GNP比 が

1960年 代 の1%台 か ら70年代の2%台 、そ して現在 では3%台 に突入 している。

知識集約化で見逃せないのは②の産業のデザイン化である。産業 ・経済のソフ

ト化 を述べる場合にこの点を欠いているものが多い。

個々の企業に捨ても高業績企業は製品の開発にあたってデザインを重視 し多額

の費用をかけていることが明らかになっている。

下記の表でも明らかなように、「今後のデザイン部門が企業内のどの部門と結び

付 きを強めるべ きか」 との問いには、広報PR部 門が僅 か4.1%で あるのに対 し

44.9%が トップマネージメ ントとの結び付 きを必要と答えている点が注目され、

さらに 「80年代 の経営環境 に対応す るためにデザイン部門はどの点を重視 して活

動 したらよいか」 との質問に対 しては81.6%の 企業が 「企業戦略立案への参画」

と回答 している。つまり、企業のデザイン部門は今後 ますます企業経営 と密接な

関係を持つようになるわけである。従って、デザイン部門の強化は必然的なもの
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と言 え よ う。

企業 内でデザ イン部門が今後結び付きを要請される部門

部 門

企 画 部 門

トップマネージメント

技 術 部 門

営 業 部 門

広 報PR部 門

生 産 部 門

そ の 他

出所:

63.6%

44.9%

42.0%

40.8%

4.1%

2.0%

2.0%

『中小企業 におけるデザイン開発実態調査報告書』

日本産業デザイン振興会

さ らに、 フ ァッシ ョンのデザ イ ン と付 加価値 の事例 につ いて は、世 界の フ ァ ッ

シ ョン界 を リー ドして い る 「ミラノフ ァッシ ョン」 があ る。 ミラ ノはつ い10年 前

まで、 「パ リデザ イ ンの下請 け工 場 」といわれ、 ファ ッシ ョン界 を リー ドす る とは

誰 も想像 して いなか った。 ところ が、 フ ィ レンツェ等 で分 裂 して開催 されて いた

イ タ リア コレク シ ョンを定期 的 に ミラノで開催 す る よにな り今 日の 隆盛 とな り輸

出額 も15年 前 の10倍 へ と成長 して い る。 ミラノ コ レク シ ョンを開催 す るこ とに よ

って付 加価値 が増大 してい るわ けで あ る。

産業 の デザ イ ン化 を考 える場 合、 しば しば製 品の デザ イ ン化 を考 えが ちで あ る。

忘れ て はな らな いのが 商品以外 に も企 業 の 「デザ イ ン化」、即 ち コーポ レイ ト・ア

イデ ンテ ィテ ィ(CI)が あ るこ とで あ る。CIに 伴 って、意 匠 ・商標 ・さらに

は各種 キ ャンペ ー ン、 店舗等 のデ ィスプ レイの ノウハ ウが保 護 され る傾 向 にあ り、

本調査 研究 との関係 で重要 であ る。
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2.1.4サ ー ビ ス 化

わが 国 には これ まで製造 技術 の導 入 に は熱心 で あったが、 サ ー ビス技術 の導入

は比較 的遅 れ て いた。 ところが、1971年 にマ ク ドナル ドに よる技 術 の導入 が行 わ

れ、 コン ビニ エ ンス ・ス トア のセ ブ ン ・イ レブ ンの技術 が導 入 され たのが1973年

で あ る。 これ以 降、急速 にアメ リカのサ ー ビス技 術 の導 入 が活発 化 して い る。 こ

れ らが成 功 す るに及 んでアメ リカ か らのサ ー ビス技 術 の導入 が盛 ん にな って いる。

ア メ リカのサ ー ビス技術 の レベル は高 く、 これの輸 出 に 占め る割合 は昭和55年

です で に53.4%に 達 して いる と言 われ て い る(こ れ には、利 用技 術 と しての ソフ

トウ ェア を含 む。 イ ンターナ シ ョナル ・フ ィナ ンシャル ・ス タテ ィスチ ックス調

べ)。 東 京デ ィズニー ラ ン ドの場 合、初 年度 で本社 に50億 円 の ロイヤ リテ ィー ブイ

ー を支払 って い る
。 ロイヤ リテ ィフ ィーの場合 、 ほ とん ど経 費が か か っていない

こ とを考 慮 にいれ る必要 が あ る。 モノの 販売 で同 じだ けの収益 をあ げ る とな る と、

お そ ら く1千 億 円の売上 が必要 だ ろ うと言 われて い る。

ア メ リカのサ ー ビス技術 の導 入 は具 体 的 には、 マニ ュアル の導 入で あ り、 これ

を もとに した教 育 を受 け るこ とで あ り、 また教 育 を実施 す るこ とで あ る。

マ ク ドナル ドの場合 は膨 大 なマニ ュアル があ り、 これ を習得 す るための教 育機

関 「ハ ンバ ー ガー大学」 を有 して い る。 さ らに、 スター と呼 ば れ るサ ー ビス係 の

の制度 が あ り、 各地区 ご との ス ター研 修会 を設 けて い る。

伊 藤忠 商事 は昭和47年 に、 「ホ リデ イ ・イ ン」 か らホテル技 術 を導 入 して い る。

伊 藤忠商 事 が この技術 の導 入 を可能 に したの は、 それが マニ ュアル化 され ていた

か らで あ り、 マ ニ ュアル を習得 す るた めの教 育機 関 であ る 「ホ リデ イ・イ ン大学」

が あった か らで ある。

三井物 産 が アメ リカのARAサ ー ビス社 か ら導入 したサ ー ビス技 術 は企業や 病

院 な どの食 堂 の もので、 非常 に多 くの食事 を短時 間 で提供 す るこ とを可能 とす る

もので あ る。 この技術 はすべ て数万 句 に整 理 され たマニ ュアル と して導 入 されて

い る。

なお、 本調 査 の一環 と して、 「所有 」の歴 史 につ いて専 門家 か らレクチ ャー を受
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けた。 その際 に上 記 の 「教 育」 との関連 で 重要 な指 摘 を受 けての で、 ここに紹介

してお きた い。

『古 代社会 において 「物 の所 有 」 は
、 家 族 ・部 族の移動 等 の場合 にそれ は単な

る邪魔 者 に過 ぎない。 この 時代 にお いて の 「所有」 は 「知 るこ と」 で はな いか。

つ ま り、獲 物 の在処 を知 り、そ の採 取 の仕 方 を知 り、獲物 の知 識 を得 て い るこ と

が今 日の 「所有 」 に近 い意 味 を もっ てい たので はなか ろ うか。従 って親 か ら子へ

の 「所 有 物 の移転 」は知識 の伝 授 で あ ったで あろ う し、 この こ とが 「財産 の移転」

につ なが ったで あろ う。 この場合 く所有 〉 と 〈教 育〉 は密接 な関係 にあ った こ と

が推測 で き る。』

この ような意味合 いにおいて、 「ハ ンバ ー ガー大学 」、 「ホ リデ イ・イ ン大 学」等

の事例 は興 味深 い。現 在保護 さ れて い るの は教 育の成果 と しての 「サ ー ビス技術」

で あ り、研 究 の成果 としての各 種技 術 で あ る。 つ ま り、現在 は成果 物の保 護 に力

点が置 かれ て いるので あ るが、時代 の発 展 と共 に今後 は、教 育 方法 ・研 究方法等

〈方法 〉 の保護 を検 討 して行 か なけれ ば な らないので はな いだ ろ うか。
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2.2運 用 を求め る無体財産

2.2.1ニ ー ズ とシ ー ズ の 照 合

前 節 で産 業 ・経済 の高付 加価 値 化 を促 進 す る要素 として① 情 報化 、② 知識集約

化、③ サ ー ビス化 の3点 をあ げた。 そ して、高付 加価値 化 を実現 す る際 に、最 も

も重 要 な行 為 が無体物 の コーデ ィネ イ トで あるこ とを述べ た。 この事 につ いて今

少 し詳 しく見 て みた い。

産業 ・経済 の ソフ ト化 は市場 サ イ ドか ら見 る と、 「多衆 の時代 」等 と表現 され て

い る ように、 市場 ニーズ の多様 化 が深 く進 んでい る と同時 に、 多様 化 す る市場 ニ

ーズ と直 結 した研 究 ・技術 開発が 求 め られ るこ とで もあ る。 そ して、細分 化 し多

様 化 す るニ ーズ と細分 ・多様 化 す る研 究 ・技 術開発 の照合 、つ ま りニ ーズ とシー

ズの照合 が 出来 るか否 か が ソフ ト化 を進 め る上 で重要 なフ ァク ター とな って い る。

通産 省が 「テ クノマー ト」 制度 を推 進 した背景 には この ようなニ ー ズ とシーズの

照合 の必 要性 が あ った。 また、異業 種 交流 な どが頻繁 に開催 され るの もこの よう

な理 由が あろ う。 これ らは、ニ ーズ とシーズ の持 ち寄 りなの で あ る。

パ ー ソナル コ ンピュータ用 ソフ トウ ェアの販売 方法 が こ こ2年 余 りで大 き く変

化 しよう と してい る。即 ち、付加 価値再 販 制度(VAR)に よる流 通 が従 来の流

通形 態 とは別 に生 まれ て きて い るの で あ る。 これ は、 ソフ トハ ウスが 開発 した ソ

フ トウ ェア を他 の ソフ トハ ウスや 流 通業 者 が一部 をユ ーザ ー の要望 に応 じて改 変

して販売 す る流通 形態 であ る。例 えば、CAD(コ ン ピュータ に よ る設計 用)ソ

フ トウ ェアの場合 、世 界で最 も普及 して い るパ ソコ ン用CADは300のVAR業 者

を組織 してい る。 これ らの業 者 はCADソ フ トウ ェアの一 部 を改 変 し建 築用CA

D、 回路 図用CAD、 機械 設計用CAD等 に特化 し販売 してい る。 この ように ソ

フ トウ ェア に関 す るニ ーズ とシーズ を把握 す るこ とか らVARが 成 り立 ってい る

と言 え る。

しか し、 テ クノマ ー トやVAR流 通の場 合、 ニー ズにつ いて はユー ザー が発 し、

シーズ につ いて はベ ンダーが その意 義 ・用 途 を説明 して い る とい う具合 い に、 こ

れ を積 極 的 に コーデ ィネイ トして付 加価値 を生 み出 してい るわ けで はな い。 ソフ

ト化 時代 の無 体物 の運用 は、 よ リア クテ ィブな もの であ る。 ユ ーザ ーがニ ーズ と
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して気 が付 いて いな いニ ーズ とベ ンダーが気 が付 いて いな い シー ズの側面 を積極

的 に発 見 し、 これ を示 しコーデ ィネ イ トす るこ と、特 に、 シーズ がユ ーザ ー との

関係 で多様 に変化 す る とい うのが 、実 は無体 物 の大 きな特 徴 で あ り、 この無体物

の特 徴 を フル に活 かす コーデ ィネイ トの 出現 が ソフ ト化 時代 に は必要 なので あ る。

2.2.2ニ ー ズ ・シ ー ズ の コー デ ィ ネ イ ト

ニ ーズ ・シー ズの コーデ ィネ イ トとは具体 的 には どの ような こ とを言 うのだ ろ

うか。

無体 財産 関係 団体 の ヒヤ リング等 か らい くつ か事例 を見 て みた い。

【事例1】

電子 レンジの開発競争の中で発明された特殊塗料を戦闘機に塗るとレーダーに

映 らない 「透明戦闘機」開発の可能性が出てきた例がある。この塗料技術の特許

は電子 レンジに用途が限られている場合 と、戦闘機に利用される場合では特許権

の価値が大 きく異なることは明かである。この場合のコーディネイ トはアメリカ

の戦闘機開発関係者であった。

【事 例2】

近代 日本130年 間で2万 余の年表 項 目 と典 拠文 献4000点 余 を記 載 ・紹 介 した 『年

表 』 を出版 して い る大 手 出版社 では、 この 『年表 』 のCD-ROM化 の計 画 をパ

ー ソナル コ ンピュータのハ ー ドメーカ ー とソ フ トハ ウス との間 で進 めて いる
。 こ

れ は 『年表 』 に記載 され てい るデー タ をCD-ROMに 移 し換 え るだ けの こ とで

ある。 ところが、 これ らの デー タはデ ー タベ ー スのデ ータ とな り、検 索 条件次第

でデ ー タが 幾 通 りに も加工 され る よ うにな り付 加価値 を生 むの で あ る。例 えば、

「内閣 改造 」 や 「最 高裁判決 」等 の キー ワー ドで検 索 した結果 を印刷 す れ ば、独

自の年 表が作 成 で きる。また、130年 間 を10年 間毎 に区切 り、それ ぞれの10年 で「内

閣改造 」が何 回 あ ったか を検 索 し、研 究 に役 立 て るな ど、 これ まで とは異 な る『年

表 』の 用途 を見 いだす こ とがで きるの で あ る。

さ らに、 各種統 計や 、他 の専 門 的 な年 表 のデ ジタル デ ー タ とクロス検 索が可能
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にな る とそれ ら統計集 や年表 の価値 を引 き上 げて行 くことに もな る。 この場合 の

コー デ ィネ イ トは出版 社で あ り、 電子 出版 を希望 す る出版社 がハ ー ドメー カー と

ソフ トハ ウス に その 旨を伝 え、三者 の企 画会議 の中か ら生 まれて きた もの であ る。

【事例3】

池田満 寿夫 氏 の小説 『エ ーゲ 海 に捧 ぐ』 が 同氏監督 によって映 画化 された こ と

があ った。 この時 、映 画主題 曲の著 作 権 の独 占的な管 理権 を取 得 して いた音 楽 出

版社 が、 この年や は りエ ーゲ海 をテーマ に して大 ヒ ッ トした『魅せ られ て』(ジ ュ

デ ィ ・オ ング歌)を 発売 した レコー ド会 社 を訴 えた事件 が起 きてい る。 訴 えの内

容 は、 レコー ドの ジャケ ッ トに 「池 田満寿 夫監督作 品 『エー ゲー海 に捧 ぐ』 イメ

ー ジ ソング」 と書 かれ てい るこ と と
、 婦人 下着 メーカー が 自社 の テ レ ビ宣伝 に主

演女 優 を登 場 させ 、 そのBGMに 『魅せ られて』 を流 して い るこ とに対 してで あ

った。訴 え は 『魅 せ られて』 は映 画 の主題 曲で はな く、映画 に全 く挿 入 されて い

な い、 に もか かわ らず映 画の主題 曲 で あ るかの ように宣伝 した と して い る。訴 え

は退 け られ た。

ここで注 目 した いの は次 の点 で あ る。 この年 は大手広告会 社 に よってエ ーゲ 海

ブ ーム が作 られ、 レコー ド、映 画 の他地 中海 ツアー等 のイベ ン トも企 画 された。

この広 告会 社 に よって、映 画、音楽 の著 作物 の価値 が高 まった。つ ま り、 広告会

社 に よって テ レビ、映 画、 レコー ド等 の媒体 が コーデ ィネイ トされ 、 それ ぞれ の

著 作物 の付 加価値 が 高 まった こ とで あ る。今後媒 体 は拡 大 す る一 方 で あ り、 コ ン

ピュー タ と一体 となった新 しい媒 体 は新 しい利 用方法 、新 しい楽 しみ方 を提供 し

℃ くれ る。 そ れだ けに、 コーデ ィネイ ターの役 割が重要 にな り、 コーデ ィネイ ト

次 第で付 加価値 の レベ ル も大 き く異 な って くるので あ る。

【事 例4】

数 百万本 の ゲ ーム用 ソフ トウ ェア を開発 した ソフ トハ ウス の場合 、 同社 は少年

番組 の主題歌 の作 曲家や少年 コ ミック雑 誌 で連載 し好 評 を得 たキ ャ ラクター を用

い、 シナ リオ作 家が ス トー リー を書 き、 これ をプ ログ ラマ ーが コ ンピュー タソフ

トウ ェア に組 み込ん でい ったので あ る。 ゲ ーム に登場 す るキ ャ ラクター に既 に漫

画や テ レビで人 気 を博 して い る もの を利 用 す る傾向 に ある。 この場 合 、 コーデ ィ
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ネ イ トす るこ とに よって、大 ヒ ッ トして い るの で あ る。

この ようなゲー ムメー カー は著名 な推 理小 説家 の名声 とハ イ レベ ル のス トー リ

を活 用 した シ ミュ レー シ ョンゲ ームの 開発 を希望 して い る。 そ して、 これ が実現

す る とそれ ぞれの著作 物 の付 加価値 が 一層 高 まる とみ て い る。

【事例5】

フラ ンチ ャイ ズ ・コ ンビニ エ ンス ・ス トアの場 合、 本部 は加盟店 の地 域特性 や

顧 客特性 を他 の地域 との比較 を しなが ら、顧 客 ニ ーズ を分析 しこれ に対 応 した 品

揃 えを指 導 して い る。 この こ とに よっ て ロイヤ リテ ィー を得 て い るの で あ る。 こ

れ と商標 や店 舗 デ ィスプ レイのあ り方等無体 物 をパ ッケー ジ として チ ェー ン店 を

拡 大 して い る。 この場合 の コーデ ィネ イ トはFCの 本 部が行 って い る。

【事例6】

宮城県 中新 田町(人 口2万 人弱)は 昭和54年 か ら2年 余 りをか けて、文 化会館

を建設 して い る。 この会館 は 「バ ッハ ホール」 と呼 ばれ、現在 で はこの ホール で

演 奏す る こ とが演 奏 家の夢 と言わ れ る まで にな り、 「室 内音楽 の 日本 の メ ッカ」に

な りつ つ あ る。 ホール は 日本 で は数 台 しか ない(東 京以北 で は唯 一 の)パ イプ オ

ルガ ンを備 え付 け、「バ ッハの よ うな普遍 的 で歴 史 的な高 い芸術 に多 くの 人が触発

され るた め に、目的 に合致す る ような音 響 な ど質 の高 い ホール をめ ざ した」(本 間

俊 太郎 町長)わ が 国で は珍 しい超 高 級 ク ラ ッシク音楽 専用 の ホール で あ る。

このバ ッハ ホール につ いて、ゲ ヴ ァン トハ ウス ・バ ッハ オー ケ ス トラ音 楽監督

のゲル ハル ト ・ボ ッセ氏 は次 の ように絶 賛 して い る。

「このバ ッハ ホール は
、立 派 なばか りで な く、 どん な高度 な要求 を も満 足 させ

る音響 効果 を持 って いる。 この ように音響 的 に卓越 した ホール に出会 うこ とは滅

多 になか った。私 達 は、楽 々 と本 物のバ ッハ を演奏 で きた。室 内楽 には理想 的な

ホールだ。 これ は将 来音楽 の伝統 を形 成す るための不 可欠の前 提 で あ る」

さ らに、 作 曲家 で あ り、 音楽著作 権協 会 理事 長の芥 川 也寸志 氏 はバ ッハ ホール

の意義 を次 の ように述べ て い る。

「も しも誰 か に、 わが 国 におけ る近代 音 楽の シンボル は?と 問われ た ら、私 は

即座 に中新 田のバ ッハ ホール と答 え るで あろ う」
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人 口2万 に も満 た ない東北 の町 に、 おそ ら くわが国 で望 み得 る最 良の響 きを持

つ、 完備 した演奏会 場が 出現 した こ とは、 まさに象徴 的 な出来 事 で あ る。

この ホール で演奏 してみ たい、 この ホール で作 品 を発表 して みた い、 こん な欲

求 を音楽 家 に抱 かせ る とい うこ とは、 と りも直 さず、 この ホール の創 造的 な役 割

を示 す もので あ る。関係 者 の談話 で 明か な ように、音楽 ・ホール に関 す るノ ウハ

ウを地 方 自治体 が コーデ ィネ イ トし付 加価値 の高 いホール をつ く りあげ、成功 し

て い る事例 で ある。

ホール がオ ープ ン した昭和56年 度 には73回 の演奏会 が 開催 され たが、4年 後 の

昭和60年 度 には165回 開催 されてい る。しか も、この間世界一 級 の演奏 家や 室 内管

弦楽 団が こ こで演奏 して い るこ とは驚 きで さえあ る。 設立 当初 「こん な田舎 にこ

ん な贅沢 な ホール を作 って も意味 が な い」 「こん な ところ に演 奏 家 が来 る訳 はな

い」等 の批判 が 多 く聞 かれ た と言 う。 しか し、今や押 しも押 され ぬ わが国 にお け

る室 内音楽 の メ ッカ とな って い るの で あ る。 ホールの質 の高 さ と 「時代 」 がバ ッ

ハ ホール の成 功 を生みだ した と言 え よ う。

【事例7】

デ ィズニ ー ラ ン ドは入場 料だ けが収 入源 で はな い。本調査 との関連 で興 味 あ る

の はキ ャ ラク ター とい う無体 物の販 売 に よる収入 で あ る。

ミッキーマ ウ スや ドナル ドダ ック等 の キ ャラクター を利 用 した製 品の売上 はお

よそ1300億 円 に達す る とい う(1984年 で)。 この うちデ ィズニー商 品 の 日本 国 内の

販 売総代 理 店 で あ るウ ォル ト ・デ ィズニ ー ・エ ンタープ ライ ズ(本 社 ・東 京)が

得 る ロイヤ イ リテ ィ収 入 は約40億 円で あ る。 デ ィズニー商 品 を販 売 す る約90社 は

エ ンタープ ライズ社 と契 約 し売上 の3%を ロイヤ リテ ィ と して納 め て い るわ けだ

が 、この ため にエ ンタープ ライズ社 は、「デ ィズニーの イ メー ジを傷 つ けない よう

粗 悪品 を出 さないため に、 指導 して い る。」 としてい る。

注 目 され るの は、 これ らデ ィズニ ー商 品の東 京デ ィズニ ー ラン ドが 開園 してか

らの売 上 の伸 び であ る。伸 び率の 少 ない もの で30%で あ り、2倍 近 く伸 び た物 も

あ るとい う。 デ ィズニー の キャラ クター を採 用 した明治 乳業 のア イス ク リー ムが

そ れ まで首 位 だ った雪 印の売上 を上 回 るな ど業界地 図 を塗 りか え るほ どの影響 が

出 てい るので あ る。
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第3章 無体財産権の多様化 と新しい保護形態

3.1権 利保 護 の形態

3.1.1無 体 財産 の保 護形態

無体財産権 の運用 を考 える場合、無体財産権の法的性質、無体財産権保護形態

を調査研究することは、不可欠なことである。

無体財産権は、機械、設備等の動産や土地建物等の不動産等の有体物と対比さ

れる概念である。

有体物の場合の権利保護のキーワー ドは 「所有権」である。有体物については、

その所有者が有体物のすべての価値を把握 し、所有権に基づ き各種の権利行使を

行なう。そして、有体物の所有権者は、その有体物を占有 し把握することにより、

その有体物を利用 し、その有体物を管理することにより第三者からの侵害を容易

に排除することができる。

これに対 し、無体財産権は、人間の知的生産物に関する権利であり、物理的に

占有管理することは不可能である。従って、無体財産権は、法律的なシステムが

充分に機能することにより、初めて権利 として保護され、経済的な利益を発生さ

せる。無体財産権の価値が高まり、無体財産権の運用が高度化 し、多様化 し、大

量化するとともに、無体財産権を保護するに足 りる法律的なシステムが極めて重

要な問題 として取 り上げられる。

ここでいう法律的システムとは、無体財産権を保護する法律制度のみを意味す

るものではな く、無体財産権 を保護する法律制度に基づ き、具体的に無体財産権

が保護される実務的な法律制度の運営までを含めたものを意味する。

無体財産権を保護するための非常に整備された法律制度も、具体的にその法律

制度を運営する担い手が存在 し、法律制度を遵守しないアウ トサイダーを排除す

る手段が存在 しない限り、有効な法律システムと呼ぶことはできない。従って、

有効な法律システムとは、整備された法律制度と、法律制度を運営するシステム

から成 り立つと言える。

一31一



そして、法律制度を運営するシステムは、民事的な救済(違 法行為差止請求権、

損害賠償請求権、名誉回復請求権等)を 実効あ らしめるための司法制度(弁 護士、

裁判所等)と 刑事的な救済 を実効 あらしめるための司法制度(警 察、検察、裁判

所)の 存在 を要求する。又 この ような司法制度により法的な保護が図られること

を前提 とした国民の無体財産権保護意識 と行動と、それらに裏付けられた契約シ

ステムの存在 をも要求する。

以上の法的保護システムは、無体財産権の運用の実態、無体財産権取引につい

ての経済的な実態に根ざしたシステムであることが、システムの運用効率を上昇

させることとなる。

結局、無体財産権取引と無体財産権保護システムは、相互浸透 し、相互の影響

を受けながら改善されるものであり、両者の調和のとれた発展が重要であると言

える。

3.1.2産 業 の発 展 と法的保護

産業 が発展す ると有体物の価値から知的価値が分離され、無体財産権 として取

引の対象 となる。例えば一

・コ ンピュー タのハ ー ドウ ェアの 附属 物 で あ
った コン ピュー タプ ログ ラムが コ ン

ピュー タプ ログ ラム 自体 と して取 引 の対 象 とな り、 価値 が呪 い出 され る。

・印刷機械 の 印字装置 で打 ち出 され た タ イプ フ ェー スが
、 タイプ フ ェー ス 自体 と

して価値 を有 し取 引 の対 象 とな る。

・半導 体 チ ップの 回路 配置 につ いて
、 半導体 回路 配置利 用権 と して権 利 設定 され

る。

・映 画 や テ レ ビの キャ ラクターが
、 商 品の価値 を高 め る もの と して取 り引 きされ、

商品化権 とい う権 利 が発生 す る。

・特許 権 で保護 され ていた技術情報 は
、特 許権 で保護 され た発明 を具 体的 に実施

す る技術 的 ノウハ ウ等 をノウハ ウの権 利 と して保護 す るこ とを要 請 す る。

・フ ラ ンチ ャ イズ契 約等 の契約 で保 護 され た営業上 の ノ ウハ ウ
、営業 秘 密 も、 営

業 上 の ノ ウハ ウ 自体 と して取 り引 きされ る ようにな り、営業上 の ノウハ ウを記
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述 したマ ニ ュアルの経済 的価値 は非 常 に高 い もの とな り、営業上 の ノウハ ウは、

トレー ドシー ク レ ッ ト等 と しての保 護 を要請 す るこ ととな る。

この ように産業が発展す ると、従来は、有体物に附随するものとして、有体物

のなかに内包されていた知的な価値がそれ自体 として取引きの対象 となり、経済

的な価値を有するようになる。

法律は、このような経済的価値が発生する場合、直ちに経済的価値 を法律とし

て保護する形で反応することは不可能であり、新 しい経済的価値の発生の段階で

は、既存の法律的なシステムでその経済的価値を保護 しようとする。

現在、日本において知的価値を保護するために利用されるのが著作権法であり、

不正競争防止法等の不公正な取引規制法であり、民法の不法行為法の規定である。

このように、法律的保護システムは、経済の発展により発生する新 しい経済的

価値 を既存の法律で保護するとともに、法律の改正、法律の新設等によりその経

済的価値をより実態に即して保護するシステムを造り上げようとする。

この場合に重要なことは、まず経済の実態が法律的システムに先行 して変化す

るということである。従って、経済の実態を把握する者が経済の動 きを把握 し、

その実態にあわせた合理的な法的システムの提案を行なうか、又は少なくとも法

律システムの担い手に対 し、正 しく経済の実態を伝達する責務を負っていると言

うことができる。

これに対 し、過去の 日本をはじめ経済発展途上にある国家は、経済の実態に先

行 して法律制度が制定されることとな り、法律制度は存在するが、法律制度で決

められた権利が保護されず、法律的システムとして機能 しないという事態を発生

させる。

現在の日本は、一・般的な無体財産権の保護システムは一応整備されてお り、現

在の課題は、よりよい無体財産権保護システムを再構築するところにある。そし

て、 よりよい無体財産権保護 システムは、従来の無体財産法制度を現在の経済取

引の実態から見直 し、新 しい理念に基づ く法制度を提案するとともに、現在又は

将来の法制度を実効あらしめるための具体的な法律システムの構築及びシステム

の担い手の育成により実現される。
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3.2「 権 利 が クロスす る時代 」の保護

3.2.1国 際化 時代 の保護 政策

無体財産権 の分野において、現在は、「権利がクロスする時代」と呼ぶことがで

きる。

「権利がクロスする」 とは、2つ の側面が考 えられる。第1は 、現在の 日本の

経済取 引が国際化するとともに無体財産権に関する取引が日常的に国境を超えて

行なわれているという側面である。

有体物の取引を考えると、不動産取引は基本的には不動産投資としての金融的

取引であり、動産取引は価値のあるもの自体が移転することにより完結する。 し

か し、無体財産権に関する取引は、無体財産権が各国の法律により保護されては

じめて価値 を持つ ものであることから、無体財産権が国境を超えて取 り引きされ

る場合その取引は各国の無体財産権法制度の直接的な影響 を受ける。このため、

無体財産権制度のハーモナイゼーションの問題がきわめて重要な貿易問題 として

取 り上げられる。

工業所有権、著作権等の無体財産権に関する法秩序は、原則的には各国別の属

地主義が採用されてお り、いくつかの国際条約が国際的な無体財産権の保護を行

なっている。属地主義 とは、無体財産権の権利内容が各国ばらばらであり、各国

が無体財産権の保護制度を各国の法律により行なうというものである。無体財産

権の価値が相対的に高まり、無体財産権又は無体財産権を利用した商品について

の国際取引が増加すると無体財産権の権利保護システムは各国の立法政策 を超え

て国際問題 として取 り上げざるを得ないこととなる。

アメ リカの無体財産権政策は国際戦略の一部であり、本来WIPO(世 界的知

的所有権機関)で 議論 されていた無体財産権のハーモナイゼーションの問題を、

貿易問題を取 り扱うGATTウ ルグアイ ・ラウン ドで取 り上げ、また米韓、米台、

米 日と各国との間に無体財産権の二国間交渉を行ない、無体財産権こそが将来の

アメリカの最大の経済的価値であり、国際競争力維持の源であると考えられてい

ることを表わしている。
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無体財産権についての各国の制度および米国の無体財産権の戦略については第

2部 において詳 しく触れているが、 日本の無体財産権保護システムを考える場合、

もはや 日本のみを視点にいれて考察することは不可能である。また日本も米国等

の無体財産権政策を分析 し、戦略的な無体財産権システムを考えるべ き時期にさ

しかかっている。

3.2.2文 化的著作権 と産業的著作権

「権利がクロスする」第二の側面は、従来の無体財産権制度で、現在の無体財

産を把握することが困難になってきたという点である。

従来無体財産権は工業所有権 と著作権 に二分 され、工業所有権は特許権、意匠

権、商標権が代表的なものであった。そして、特許法は、産業技術の発展のため

の法律であり、著作権法は文芸音楽等の文化発展に寄与する法律であるとされて

いた。ところが、著作権法が極めて技術的要素の強い、文化的要素の殆ど考えに

くいコンピュータプログラムを保護の対象としたことから、著作権法が文化の領

域を超えて産業技術保護の分野まで対象領域を広げることとなった。その結果、

データベース、通信等の最先端分野の情報や伝達手段の保護を著作権法 も担うこ

ととなった。 また、特許法 も物理的、技術的な機械装置等と結びつけられたコン

ピュータプログラム等に特許権を付与することとなった。その結果、一つの先端

発明を実施 した機械が特許法でも、著作権法でも保護されることもあり得ること

となった。また、半導体集積回路の回路配置に関する法律のように、既存の法律

システムでは、意匠法 と著作権法の両方の要素を備えたような権利の設定が行な

われるようにもなった。更に従来、著作権法の保護領域であった小説、音楽、映

画等の分野においても、小説、音楽、映画等が大衆に娯楽を提供するサービス産

業の商品として大量に消費される状況が現出 した。従来著作権法では、実用物の

保護は著作権法の保護が及ばないという概念が存在 したが、現在の大衆社会にお

いては、芸術作品と実用作品の境界が不鮮明であり、実用物 も著作権法で保護 さ

れるようになってきている。従来の著作物は、小説、音楽、絵画等であるが、日

本における私小説をイメージすれば明らかなように、小説という著作物が著作者

の個人の人格の発露であり、著作者の人生観、名誉等が著作物の中に凝集してい
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る。従って、小説を発表するかどうか、小説を映画化するかどうかは著作者の人

生観、生 きざまに直結する。このようなイメージの著作物 と没個性的に産業的に

のみ利用されるコンピュータプログラムを同 じ権利として保護すべ きかは疑問が

多いとも言える。

また、従来の実用物のデザインの保護は、意匠権で行ない、著作権は実用物を

保護 しないという原則は、現在ではほとんど機能しないものとなってきつつある。

旧来、博多人形は実用物であるが、実用物についても芸術性があれば著作権法で

保護するという判例が存在 した。 しか し、実用物について、芸術性 という視点を

導入 し、著作権法の適用の有無を判断 した場合、何故、全 くの実用物であり、芸

術性の存在 しないコンピュータプログラムやデータベースを保護するのか理論付

けが困難 となる。産業的に利用される著作物は小説 も音楽 も、絵画 も、映画もあ

る意味では実用物であり、芸術分野と実用物の分野は相互浸透 し、芸術性、実用

性 という区分法は、実際的には機能 しない状況となっている。このような状況に

おいては、従来著作者の名誉等を守るために規定された著作人格権の行使が、実

体にそぐわないなど、著作権保護の内容自体にも変化が生 じている。著作権の対

象物が実用物に広がることから旧来の形態の古い典型的な著作物について、保護

内容が希薄化する事態 も生 じている。

以上のとお り、現在無体財産権のおかれている状況は混沌としており、特に著

作権は外延が拡大し、様々な内容を内部にはらんだ状況にあるといえる。

そして、無体財産権、特に著作権の現在の状況を解 くキーポイントは、著作権

の対象物を産業的に利用される著作権 と私的に利用される著作権に二分すること

だと考えられる。前者を産業的著作権、後者を文化的著作権 と呼ぶ とすると、産

業的著作物については、著作人格権を機能させず、権利の行使は原則 として、対

価の徴収すなわち報酬請求権の行使に限ること等が考えられる。無体財産権の法

的保護を考える場合、対象 となる無体財産権の内容、機能、流通形態等を具体的

に検討 し、権利の内容を確定 して行かなければならず、現在は新 しい無体財産権

理論の組み立てが要求 されている時代であるということができる。
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3.2.3著 作物 の新 しい利 用形態

産業 的著作 物 の代表 と もい うべ きコ ンピュー タプ ログ ラムにつ いての著作 権 問

題 を考 え る場 合 も、 コ ンピュータプ ログ ラムだ け を考 えれ ばいいの で はな く、他

のそれ ぞれの著 作物 につ いて も十分議 論 を しなければ い けない。又 、 コ ンピュー

タプ ログ ラム は それ 自体 で二面 的 な特性 を もってい るこ とも忘れ て はな らない。

コン ピュー タプ ログ ラム 自体 が著作 物 とい う性 格 を もって い る とと もに、 コ ン ピ

ュー タプ ログ ラム が コ ンピュータプ ログ ラム以外 の著作 物 を伝 達す る手 段 と もな

って い るため で あ る。例 えば教 育 ソフ トウ ェアが コ ンピュー タソフ トウ ェア とし

て出版 され る と、 コ ンピュー タ ソフ トウェアの 内部 に教 育 に利 用す る映像 や文 字

デー タ、 音楽 デ ー タ等 を蓄積 して い る。 これ ら各種 の デー タ はフ ロ ッピー デ ィス

クやCD-ROM等 に蓄積 され、 コ ンピューータプ ログ ラム が これ らの デー タ を取

り出す 手段 と して利 用 され る。 これ らの場合 、 デー タ を も含 め た コン ピュータプ

ログラムの保 護 を考 えな くてはな らな い。

この場 合著 作権法 改正 に よって デー タベ ー スの著作 物の規 定が 加 わっ たため、

これ らデー タ部分 につ いて はデー タベー スの著作 物 と して保 護す る とい う考 え方

もあ る。 そ うす る と従 前の文 字や映像 等 の著 作 物 とデ ータベ ースの著作 物 との相

互 関係 につ いて も考慮 す る必 要が生 じ、 プ ログ ラムの著作 物 とデー タベー スの著

作物 の線引 きが 明確 に行 なわれ るのか疑 問が生 じる。

従来 は、 小説 は書籍 、音楽 は レコー ド、映 画 はフ ィル ム とい うよ うに、著 作物

と伝 達手段 が1対1の 対 応 関係 にあ った。 ところが 情報 のデ ジタル化 が進 む と、

書籍 、 レコー ド、 フ ィル ム等 の既存 の媒 体以 外 に、 フ ロッ ピーデ ィス ク、CD-

ROMそ の他 の新 しいメ デ ィア が、文 字、音 楽、映像 をデ ジタル 情報 と して取 り

込 み、流通 す るこ と とな る。 この よ うなデ ジタル情 報 は、 フ ロッ ピーデ ィス ク、

CD-ROM等 のパ ッケ ー ジか ら放送 、有線 放送等 と容易 に伝 達手段 を変更す る

こ とがで きる。 この ような情 報 のデ ジタル化 時代 に対 応 し、 プ ログ ラムや デ ー タ

の種 別 に と らわれ るこ とな く、又 、伝 達手段 を トー タル に認識 し、権 利 を保護 す

るシス テム を考 え る必要 が あ る と言 え る。

ただ これ らの点 につ いて は、現 在の ところ必ず しも充分 に問題 が 把握 され て い
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るとは言い難い。1例 をあげれば、コンピュータソフトウェアについての文化庁

著作権審議会第6小 委員会のコンピュータソフ トウェア関係の報告書では、コン

ピュータのCPUや 内部記憶装置 にコンピュータソフトウェアを蓄積することは

複製ではないという結論であった。しかし、その後著作権審議会第7小 委員会が

データベースの著作物 について議論 した結論は、コンピュータの内部記憶装置及

びフロッピーディスクやROM等 外部記憶装置のいずれ にデータを蓄積すること

も複製であるという考え方を示 している。

このような事態は、新 しい技術が急速に開発され、実用化する事態に既存の法

律システムの担い手が充分に対応できていないことをも意味する。現在の状況を

正確に把握 し、政策立案できる研究機関の存在が強 く要求されていると言える。
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3.3報 酬請求権 と集 中処理機関

3.3.1著 作権の権利行使の流れ

既存の著作権の権利行使についても、著作権の権利行使は、許諾権から報酬請

求権に移行 してきている。著作権法の規定で許諾権 として規定されている権利 も、

実質的には、報酬請求権 として行使されている。

無体財産権の規定は、国家が産業や文化の発展のためのインセンティブを与え

るために、法定したものであり、無体財産権の権利者に対 し、経済的な利益を与

えることにより知的な生産活動の維持発展を目指すものである、そして、無体財

産権者に与えられた許諾権は、無体財産権の権利者の経済的な利益を確保する手

段 として与えられたものである。従って、無体財産権の権利者が産業や文化の発

展に逆行するような形で権利行使することは、無体財産権の権利の存在根拠に反

することであり、無体財産権の権利者は、無体財産権を公共的に利用 して人類の

産業 レベル、文化的レベルを高め、人類発展を促進することこそが権利であり、

また義務でもあると考 られ得る。無体財産権の権利者は、正当なる対価を取得す

る目的で権利行使を行なうべきであり、許諾権 も報酬請求権を実効あらしめるた

め、すなわち違法に無体財産権を使用する者を排除するために例外的に発動すべ

き場合に限定 して使用すべ きものである。

無体財産権の公共化、報酬請求権 としての行使への流れは、現在の無体財産権

の利用状況を考察することからも明らかとなる。無体財産権 を活用 したものは既

に述べたとお り、産業分野、文化分野等を含め、大量の消費財 として利用される。

また無体財産権はコンピュータプログラム、通信等の最先端分野の技術について

権利を及ぼすこととなる。

産業分野、文化分野の消費財として利用される場合、個別に権利の行使を許諾

すること自体が無意味であり、無体財産権の価値部分が各権利ごとに一定の比率

で把握 される等権利の標準化、権利の価値の合理的な算定が必要となる。このよ

うな権利の標準化、権利の価値把握の必要性は公平な第三者機関の存在 と、専門

的な技術評価機関の存在を強 く求めることとなる。
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また、消費財等においては、例えばテレビ、ビデオ等のように各社がバ ラバラ

な基準に基づき製品化することはその流通を阻害する要因であり、先行的な発明

等の技術が標準的規格になり、その標準規格を各社が平等に利用することが、二

重三重の投資を回避するとともに、消費者が互換性等を考慮することなく、自由

に消費財を利用する道を広めることとなる。そして、このような先行的な発明、

標準化 される技術については、技術に対する報酬という形で、権利処理を行なう

こととなる。

またコンピュータプログラムのインターフェース、通信のプロトコール等国内、

国際的に標準化 して初めて意味のある部分は、著作権法で保護の対象外 とされる。

しか し、インターフェース、プロ トコール等が具体的にプログラム化されたもの

については、プログラムの著作物として保護されるのかというような疑問が生じ

る。この場合、インターフェースとかプロトコールを具体化 したプログラムに著

作権を付与 し、その権利者が、その著作物につき許諾権を選択的に行使 した場合、

不合理な独占状況や社会的な混乱状況が発生する可能性がある。

また、コンピュータのオペレーティングシステム(OS)が 一定のコンピュー

タの分野で標準化された場合、そのオペ レーティングシステムの著作権 を有する

一社のみが
、オペレーティングシステムの利用を独占し、他社に対 しその利用を

禁止 した場合、一定のコンピュータ分野において実質的な競争が排除され、一社

が本来の権利の行使により得るべき利益以上の利益を独 占的に獲得することとな

る。このような形の競争の排除が、産業の発展を阻害することは明かである。

以上のとお り、社会が情報化 し、大量消費社会化するとともに、著作権等の無

体財産権は、社会の存立の基盤 となる産業分野を掌握する権利 としても機能する

こととなり、無体財産権の濫用的行使は、社会や産業の発展を大きく阻害するこ

ととなる。

このような事態を回避するためには、無体財産権の権利者に対 し、合理的報酬

を確実に支払うシステムの構築が必須の前提 となり、なお併せて違法に無体財産

権を使用するものを確実に排除するシステムを作 り上げなければならない。
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3.3.2新 しい保護 形態 と しての報酬 請 求シス テム

以上の とお り、現在の状況 を トータルにみる中で最終的な結論 としてでるのは、

著作権、無体財産権の権利行使は、公正に行われなくてはならないということで

ある。現代のような大量生産社会になると定型的、大量な処理というのが基本的

な形になるため、大量に定型的かつ合理 的なコス トで報酬請求権を行使すること

が、無体財産権の権利行使の中心的な部分を占めるようになるといえる。

従って、①権利を許諾するかしないか、②権利行使をしたときに対価をどう取

るか、③違法をどのように排除するか、という問題のうち①は、これからの時代

にはそれほど重要性を持たない。許諾権性をあまり強 くすると無体財産権が強 く

なりすぎて、結果 として公正な無体財産権の行使が図れなくなる。公正に行使す

るためには、②の対価の徴収が重要であ り、無体財産権の行使は基本的には報酬

請求権 として行使することとなる。それも機関 ・機構 を通 じて行使 していく。機

関 ・機構を通 じて行使 していくことは、権利者と使用者の両方の利益になる。権

利者からすれば、多数の使用者の一人ずつに権利行使することは非常に大変であ

る。ところが一つのところが非常に安い手数料で権利行使をしてくれるのであれ

ば、手間が掛からない。使用者の側からしても権利者の一人一人を探 して許諾を

求めることは大変手間がかかるので、その1つ の著 作物 についてはどこかの機

関 ・機構が権利行使をしているということであれば、統一的に処理が出来、非常

に便利である。

権利者と使用者を繋 ぐ合理的なシステムをこの機関 ・機構が組み立てることが

できれば、使用者側 としても権利者側としても事務処理が集中化、合理化される

ことから中間マージン、手続きの手数料が減 じ、権利者はより多 くの使用料を得、

使用者は利用料が安 くて済むことになる。無体財産権の実質的な保護 を考える場

合、公正な権利行使をするシステムを作 り上げ、かつ公正な権利行使をするシス

テムのコス トが合理的価格で提供されるということが大事になってくる。

現在様々な分野で著作権や無体財産権の問題を議論をするときには、権利処理

の集中機構の確立が常に問題になっている。無体財産が生産 ・流通され、かつ無

体物が大量にコピーされる時代になったということを把握 しないと権利処理の集
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中機関の必要性は理解されない。権利の集中処理とは合理的に無体財産を管理す

るということである。合理的に管理するということは、権利を公正に管理するこ

とになる。そうすると権利者 と使用者のどちらにも偏 らない公正な権利行使がで

きるし、かつ権利行使の実効1生を持つ ようになる。加 えて権利者自身が違反者を
、

監視 し権利行使 して取 り締 まることは実際できないため、権利処理の集中機関が

集中的に管理 して、かつ集中的に違法行為の排除を行 うということが非常に合理

性を帯びて くる。

又、権利処理の集中機関が専門知識を持ち、権利の価値を公正に判断する専門

要員を育成することになろうし、又裁判所等で処理する以上の専門性、迅速性 を

有する紛争処理機能を併せ持つことも可能 となるかも知れない。

無体財産権は現在社会を把握するキーワー ドといっても過言ではない。従って、

無体財産権の新 しい保護形態の考察には現在の経済社会的現象、技術革新、貿易

摩擦問題等の経済的社会的産業的事実を把握するとともに、無体財産権制度の歴

史、各国の無体財産権制度の内容等の無体財産権に関する法的知識が必要となる。

又、より実効性のあるシステムを確立するためには、具体的なシステムを研究す

る機関、技術評価を行なう専門機関とともに、合理的な徴収システムを担う機関

と紛争処理を担当するものが必須 となる。
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第1章 報酬請求権制度に関する世界の動向
一特 に ヨー ロ ッパ を中心 として

本章は、財団法人NHKサ ー ビスセ ンターの黒川徳太郎著作権業務室長の研究

会での報告をまとめたものである。

1.1西 ドイツの報酬請求権制度

西 ドイツの例 においては、私的その他自己使用のための録音 ・録画に関する報

酬請求権、同 じく複写に関する報酬請求権、美術の著作物に関する追及権、著作

物の複製物(特 に書籍)に 関す る公貸権、いわゆる商業用レコー ドの二次使用に

関する報酬請求権、という5つ の報酬請求権の制度を定めています。

○私的その他自己使用のための録音 ・録画に関する報酬請求権

(西 ドイツ著作権法54条1項 他)

日本の著作権法 では私的使用のための複製 と定められていますが、西 ドイツの

著作権法ではそれ以外に一定の自己使用のためにも著作物の複製ができる(西 ド

イツ著作権法53条)こ とになっています。 自己使用 をも含めての私的使用のた

めの録音 ・録画に関する報酬請求権ということで、日本の30条 に定め られている

私的使用のための複製よりも広い範囲の複製を報酬請求権が及ぶ対象 として認め

ています。法律に報酬請求権 を著作者、実演家、 レコー ド製作者、映画製作者に

与える定めができたのは1965年 であ り、現在の条文は1985年 に改正 された もので

す。
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■ テープ レコー ダーの 出現

この報 酬請求権 が認 め られ た経緯 をお話 します。 西 ドイツ にはGEMAと い う

音楽 の著作権 管 理団体 が あ ります。世 界で も有 数 の大 きな団体 です 。 このGEM

Aが グル ンデ ィ ッヒとい うテ ープ レコー ダー ・メ ーカ ー に対 してテープ レコー ダ

ーの販売禁止 と損 害賠償 を求 め る訴 訟 を提起 したわ けです
。

当時 は、古 い1901年 の法 律 が施行 されて いたわ けです が、 その法 律 には、私 的

使 用 の ための複製 は、 当該複 製 に よって経済 的利益 を得 る意図 がな い場 合 は権利

の侵 害 にな らな い(15条2項)と 定 め られて い ま した。 グル ンデ ィッヒ側 は この

条 文 を援 用 して、 テープ レ コー ダー に よる録 音 は私 的使 用 のた めの複製 だ か ら著

作権 侵害 にはな らない、 したが ってGEMAの 請求 は認め られ ない と主 張 しま し

た。

西 ドイ ツの連 邦通 常裁 判 所 は この事件 につ いて1955年5月18日 に、15条2項 が

定 め られ た 当時 テ ープ レコー ダー は まだ存在 してお らず 、 テープ レコー ダー に よ

る録 音 を想 定 して この法律 の規定 が定 め られ たの では ない。 したが って、 テープ

レコー ダー に よる録 音は私 的使用 の ための複 製 に当た らな い。 グル ンデ ィッヒ社

は、 テープ レコー ダー を使 用す る場 合 は著 作権侵 害 に な る可能性 が あ るこ とを購

入者 に知 らせ な くて はな らな い とい う判決 を出 しま した。損 害賠償 、 あ るいは販

売 禁止 の請求 は認 め られ ませ んで したが、 販売 をす る場 合 にはグル ンデ ィッヒ社

に よる購 入者へ の周 知義務(私 的録 音が著作 権侵 害 にな る可 能性 が あ るこ とにつ

いての)を 課 したわ けであ ります。

その後 、 さ らにGEMAは 各 テー プメ ーカー、 あるい は レコーダーの メ ーカー

に対 して、「テープ レコーダ ーで録 音 をす る場 合 に著作 権 者の権 利 を侵 害 して はな

らな い」 とい う内容 の表示(GEMA表 示 と呼 ばれた)を つ けるこ とを請求 をす

る訴 えを起 こ します。GEMAは 、機 器 、 あ るいはテ ープの販 売の 際 にメー カー

が製 品 にGEMA表 示 をつ け るこ とに よって、 実際 に テープ レコーダー を購 入 し

使 用 す る者 がGEMAに 許 諾 を求 め るこ とを期 待 したわ けです。GEMAは 年 間

一 律 の録 音料 金 を定め
、許 可 を求 め て きた人 に ライセ ンス を与 えるこ とを考 えま

したが 、GEMAに ライセ ンス を申請す る人 は少 な く、実 効が上 が らな い とい う

結果 に終 わ りま した。
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■機器製造者の報酬支払いの義務

そこでGEMAは さらに裁判 を起 こ し、機器メーカーに対 し身分証明書の提示

がある者にのみテープレコーダーを販売すること、購入者の氏名、住所をGEM

Aに 通知す ることを義務づ けるように求めます。

これに対 しては1964年5月29日 に、 この種の義務 を課す ることは、購入者のプ

ライバシーの侵害になるおそれがあり、認められないという連邦通常裁判所の判

決が出されるわけです。GEMAの 請求は認め られなかったわけですが、この判

決には報酬請求権制度を設ける基礎 となる見解が示されました。レコーダーの使

用者は複製の許諾を得ず音楽を録音 しており、著作権を侵害 しているが、直接使

用者に著作権の請求を行っても実際には実効が上が らない。 しかし、使用者の著

作権侵害は、製造者がテープレコーダーを販売 していることから生ずる。 したが

って、製造者は著作権の侵害に寄与しているとみなすことができる。個々の使用

者から報酬1を徴収す ることは不可能であ るが、製造者が複製のための報酬にかわ

るものとして公正かつ妥当な一律の料金 を支払う方法がこれに関する解決の方法

になるのではないかということを述べているわけです。

この判決がもとになり、テープレコーダーの売行 きが伸びているという現実を

踏まえて、1965年 の著作権法改正の際に報酬請求権制度が設けられたわけです。

1985年 に改正 された新 しい法律の規定 は 「機器並びに録音 ・録画用テープの販売

によって生 じる複製の可能性につ き相当な報酬の支払いを請求する権利 を有す

る」となっていますが、1965年 の改正 当時の条文には、録音 ・録画用テープはな

く、録音機 と録画機に対 して報酬を課することにしたわけです。管理団体のみが

この権利を行使できると定められています。

■録音 ・録画用テープにも課される報酬支払いの義務

しか し、機 器 に報酬 を課 す るや り方 にはい ろいろ問題 が 出て きたわ けです。 当

初 の規 定で は、メ ーカー の販売価 格の5%以 内の報 酬 を支払 わ なけれ ばな らない

と定 め られ てい ま した。 しか し、 その後 、技術 の進 歩 に よ りラジカセ等 い ろい ろ

な ものが製造 、販売 され ます。 ラ ジカセ を例 に取 ります と、 ラジオの部分 と録 音
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機 の部分 が あ るの で、 ラジカセ の販売価 格 の全体 に一 定率 をか けて報 酬 を徴 収 す

るの はおか しい・録 音 部分 は販売 価格 の 中で どの程 度 を占め るのか とい う問題 が

出 て くるわけで す。 それか ら、大量 生産 され るよ うに な って くる と価格 が だん だ

ん下 が って きます。 定率 方式 でや って い る と、報 酬の額 が下が って い く。事 実、

法 律制定 当時規 定 され てい た15ド イツ ・マル ク この数 字 はち ょっ と不確 かで

すが の報酬 がだ んだ ん下 がっ て しまった とい うよ うな状 態が生 じて きま した
。

また、5%以 内 とい う法律 の規 定 です が、報 酬の 率 を5%に す るのか、 それ と

も5%よ り下 にす るの か とい う点 が、報酬 請求権 を持 つ者 とメ ーカ ー との 間で常

に問題 になる。

それ か ら・ テープ の販 売 が大 き く伸 びて くる と、機 器 だ けで適正 な報酬 が徴収

で きるか とい う点 につ いて疑 問 が出 て きます。 テ ープ に も報酬 を課すべ きで はな

いか とい う声 が 出て くるわ けです。

そ こで、1985年 の法 律 改正 で は2つ の改正 が行 われ ま した。1つ は、販 売価格

の 「一 定率 の報 酬 を支払 う」 とい う規 定 を、 「一 定額 の報 酬 を支 払 う」 と改 め、 そ

の金 額 を法 律 に定め る とい う改正 です。 もう一 つ は、録 音 ・録 画用 のブ ラ ンクテ

ープ に も報酬 をか け るとい う改正 です
。

次 に述べ るオ ース トリア は西 ドイ ツに次 いで2番 目に録音 ・録 画 に関 す る報 酬

請求権 を導入 し、1980年 にはテープ に報 酬 を課す規 定 を導入 して い ます。1985年

の 西 ドイ ツ法 の改正 まで に、ハ ンガ リー、 その他の幾 つ かの 国が テープ に報酬 を

か け る制度 を設 けて い る。 西 ドイ ツ もその傾 向 に従 っ た とい え ます。

1985年 改正法 の条 文 には 「著 作物 が私 的 その他 の 自己使 用の ため に複 製 され る

こ とが予 測で きる場合 は」 とあ ります。放送 事業 者 や レコー ド会 社 が使用 す るテ

ープ には報 酬が か け られ な いわけで す
。 大体各 国の法 律 はそ うなってお ります。

純粋 に私 的 に使 う、 あ るい はあ る一定 の用 途 のため に 自己が使 用す る もの につ い

て報酬 が定 め られ て い るわ けです 。な お、 製造者 とと もに輸 入業者 も国内で の販

売 につ き報酬 の支払 い義務 を負 ってお ります。
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○著作物の複写に関する報酬請求権(西 ドイツ著作権法54条2項 ほか)

西 ドイツは、1985年 に複写機 に より著作物の複写 をすることに関 して報酬請求

権の制度を導入 しました。

1955年6月24日 連邦通常裁判所が上記私的録音 ・録画に関する判決 とほぼ同じ

時期に著作物の複写に関する事件に判決を申し渡 しています。この事件は、 ドイ

ツの営利企業の内部で従業員の依頼あるいは経営者の指示によって専門雑誌が複

写されていたことに対 して、ある出版社が著作権侵害の訴えを起こしたものです。

営利企業は、先ほどの機器メーカーと同様1901年 法の15条2項 により、私 的使用

のための複製であることを主張 したのですが、裁判所は、営利企業の複写は私的

使用 とは認められないとして、出版社側の主張を認めました。これがもとになり、

西 ドイツでは1985年6月14日 に ドイツ書籍業協会 と ドイツ産業連盟 との間に複写

に関する協定が結ばれました。これは雑誌に掲載されている論文その他の記事の

複製に関する協定で、その内容は4つ の方式のいずれか を使 って、 ドイツ書籍業

協会が各企業 にライセンスを出す。各企業はそれに基づいて複写の報酬を支払う

というものです。

そういう制度がある一方、やはり私的使用、あるいは一定の自己使用のための

著作物の複写がだんだん増えてきていることに着 目し、1985年の法改正の際 に「作

品の複写 または類似の効果を有する方法により著作物が私的その他の自己使用の

ために複製されることが予測される場合は、著作物の著作者は機器の製造者に対

して相当の支払いを請求する権利を有する」という制度を設けました。輸入者に

も請求ができます。これが基本の報酬になっています。

基本の報酬は複写機器に課されます。この報酬の額は機器の性能にもとついて

定められており、たとえば1分 当た り2部 か ら12部複製で きるような機器 はい く

らというように規定されています。

以前に、 ドイツ書籍業協会の中につ くられた複写の報酬 を徴収する徴収事務所

がその後独立 して、著作権関係複製料徴収事務所となり、それが、後で述べます

公貸権制度の導入に伴い、VG.Wissenschaftと い う団体 にな りま

す。 その後、著作者の団体 と合同して、VG.WORTと いう団体 になっていま

す。追加の報酬請求権を含め、管理団体のみが権利を行使できます。
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■大学 ・図書館に対する追加の報酬請求権

自己使 用 のため に といって も、大 学 あ るいは図書館等 の よ うな大 量 の複写 が行

われ る機 関 につ いては、機 器 に課 され る複写 の報酬 だ けで は十分 な もの にな らな

い とい うこ とで、図 書館、 大学 、職業教 育 その他 の専 門教 育 あ るい は再教 育 を行

う機 関、 研究施 設、 コ ピー ・シ ョップ に対 して は、機 器 に課 され る報酬 の ほか に

別途 の報 酬請求権 が定 め られ てい ます。 報酬 の金額 が法 律 に定め られ てお り、 ラ

ン ト(西 ドイツ)が 認 め てい る教科 書 か ら学校 で の使 用 の ため に複 写 をす る場合

には、A4版1ペ ー ジ当 た り0.05ド イ ツ ・マル クを、 その他 の場合 に は0 .02ド イ

ツ ・マル クの額 にな って い ます。 この ような機 器 に課 され る基 本の報酬 と追 加の

報 酬 とい う制度 を定 めて い るの は、西 ドイ ツだ けです 。

○美術の著作物に関す る追及権(西 ドイツ著作権法26条)

追及権の制度 を設 けている国は西 ドイツ、フランスなど比較的少数です。日本

にはありません。絵画を例にとると、画家がその絵画を売った後に再議渡され、

その値段が上がって も、画家は絵画を売ったときしか収入がないわけです。売っ

た後にどんなに値が上がって も、画家はその収入か ら分与を受けることができな

い。そこに不合理があるのではないかということで、原作品の再譲渡に著作者の

報酬を受ける権利が追及していくことを認めているわけです。西 ドイツの法律で

は収得金の100分 の5相 当の配分 を著作者に支払 うことが定められています。これ

は譲渡不能の権利です。管理団体によってのみ権利が行使できると定められてい

ます。

追求権についてはベルヌ条約14条 の3に 規定があ りま して、追及権 はこの制度

を設けている国でのみ保護 されると定めています。

○著作物の複製物に関する公貸権(西 ドイツ著作権法27条)

publiclendingrights、 それ を訳 して公 貸権 と呼 ばれ て い ます。これ は著作 物の

複製 物 を有料 で貸 与 した り、 図書 館や 写真 を集 め てい る施 設等 で利 用者 に書籍 等
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を貸 与 す るこ とに対 して、著 作者 の報酬 を受 ける権利 が及ぶ もの です。 この制度

を用 いて い る国 も非 常 に少 な く、西 ドイ ツの ほか に、 た しかイ ギ リス に この制度

が あ ります。パ ブ リック ・レンデ ィング ・ライツ につ いて も管 理 団体 を通 じての

み権 利 を行使 す るこ とが で きる と法律 に定 め られて い ます。

○商業用 レコー ド等の二次使用に関する報酬請求権

(西 ドイツ著作権法76条 、77条 、86条)

「発行録音物(録 画物)の 放送その他の公の伝達に関す る報酬請求権で、一般

に商業用レコー ドの二次使用に関する報酬請求権と言われているものです。日本

では録画物については認められていませんが、 ドイツでは録画物の放送について

も実演家に報酬請求権 を認めています。

この権利は、実演家に対 して相当な報酬(交 渉で決め られる額の)が 支払わ ら

れなければな らない と定められており、二次使用に関する報酬請求権は実演家に

あるわけです。そして、録音物の製作者、すなわちレコー ド製作者は実演家から

分配を受ける形になってなっています。

この権利 も、権利者個人が請求をして支払いを実際上受けることは不可能であ

り、団体が権利を行使 して請求をするという形にならざるをえないので、法律は

団体による権利行使を定めております。
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1.2オ ー ス トリアの報 酬請求権制度

オース トリア にはAustro-Mechanaと い う音 楽著 作権 の団体 が あ

ります。 この 団体 がテープ レコー ダーの製造者 に対 して、西 ドイ ツ と同様 の訴 え

を起 こ したのですが 、オ ー ス トリアの最 高裁判 所 は、 西 ドイ ツの裁判 所 と違 いオ

ース トロメ ヒャーナ の主張 を認 め ませ ん で した。 家庭 内で の録 音 は私 的使用 のた

めの複 製(オ ー ス トリア著 作権法42条)に 該 当す るか ら著 作権侵 害 には 当た ら

な い と したわ けで す。 その判決 で は、 事態 の改善 を求 め るに は立法 の方法 しか な

い と言 ってい ます。 この後 、関係 の団体 が西 ドイツの方 式 をオー ス トリアで も導

入す る ように と盛 ん に運動 しま して、1980年 に報酬 請求権 の 制度 と して結 実す る

わ けです。西 ドイツ と同 じように著作 者(映 画の著 作権 者 を含 む)だ けで はな く、

実演 家、 レコー ド製 作者、 写真撮 影者 に報酬 請求権 が認 め られ てい ます。

○私的録音 ・録画 に関する報酬請求権(オ ース トリア著作権法42条5項 ほか)

ヨー ロ ッパ で初 めて録音 ・録 画用 のブ ランクテープ に報酬 をか け る とい う方法

が採 用 され ま した。機 器 よ りもテープ の 方が録 音 ・録画 の頻 度 に関連性 が ある こ

と、機 器 に報酬 をか ける に当た っての消費者 への影 響等 が考 慮 された ようですが 、

政 治 的 な配慮 もあって テープ賦 課 方式 を とった と言わ れて い ます。 以後、 ほ とん

どの 国が テープ に報酬 をか け る方法 を取 って い ます。

オース トリアの場 合 も国 内で テープ を有償 で販売 す る製造 者、輸 入者 が支 払 い

の義務 を負 うわ けです。 したが って、 国外 で使 用 す る もの、 す なわ ち輸 出す る も

の には この報酬 はか け られ ない。 それか ら商業 用 に使用 す る もの も除外 され ます。

各 国 と も大 体 そ うい うや り方 を取 って い ます。 オ ー ス ト リア は報 酬 の計 算 は録

音 ・録 画 で きるテープの時 間 に よって決 め るこ とを法律 に定め てお りますが、西

ドイツの ように報酬 の額 を定 めて い ませ ん。額 につ いて は団体 間 の交渉 に任 せ る

とい う方法 を とって い ます。録 音 用ブ ラ ンクテープ につ いて は1981年 か ら、録 画

用 テープ につ いて は1982年7月 か ら報 酬 の支 払 い実施 に移 され てい ます。 この 請

求権 は団体 のみが行使 で き るこ とが法 律 に定め られて い ます。
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○商業用レコー ドの二次使用に関する報酬請求権

(オース トリア著作権法76条3項)

商業 用 レコー ドの二次 使 用 に関す る報酬 請求権 とい うこ とで、録 音物 だ け しか

対 象 に なって お りませ ん。 もう一つ 西 ドイ ツ と違 う点 は、録 音物 の製作 者、 すな

わ ち レコー ド製作者 が利 用者 に対す る報酬 請求権 を もってい る。 そ して実演 家の

ほ うは レコー ド製作者 か ら分 配 を受 ける とい う方法 を取 って い ます。 団体 が権利

を行使 します。

日本 での著 作権法 は、 レコー ド製作 者 に も実演 家 に も同等 に利 用者 に対 す る報

酬 請求権 を認 め てい ます 。隣接権 条約 で は、請求権 を両者 の いず れか に認 めて も

よい し、 また は両 方 に認 め て もよい とこ とになって い ます。 西 ドイ ツや オ ース ト

リア の方法 で もこの条 約 に適合 す る こ とにな るわ けで す。 なお、 日本 は まだ この

条約 に入 って い ませ ん。

○外国での放送の有線放送に関する報酬請求権

(オース トリア著作権法59条aほ か)

これ はオース トリア独 自の制度で、外国での放送の有線放送に関して報酬請求

権を定めております。ヨーロッパの国々では外国の放送を受信できることが多く、

家庭用の受信機でも受信できるのですが、CATVで 受信 して、それを送信す る

ケースがあります。そこで著作権問題が起こっているわけです。いろいろな権利

者の団体が放送事業者に対 しその国での放送の許可を与えていますが、国を越え

て別の国で有線放送されることについては許可を与えていません。 しかし、CA

TVは 受信 した後でなければ、放送に含 まれている権利を確認することができま

せん。 したがって、著作権制度の基本である事前に権利者の許諾 をとることがで

きないわけです。そのため、オース トリアでは報酬請求権だけを著作者に認め、

許諾を得ずCATVが 外 国の放送 を流 して も権利侵害にはならが、報酬は支払わ

なくてはならないという制度を定めています。ケーブルによりその全体に変更を

加えず、中身を変えず、録画 して別の時間に流さず送信することが認め られてい

ますが、相当の報酬を著作者に対 して支払わねばならない。そして、実演家、写
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真撮影者、レコー ド製作者、放送事業者にもこの規定が準用されます。

この規定は、団体による報酬請求権の管理を定めてはいませんが、個々の権利

者に報酬の支払いをすることは不可能ですから、実際上団体が権利を管理 してい

るものと考 られます。
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1.3フ ランスの報酬請求権制度

フ ラ ンス は法律 の改正 を行 い、1985年7月3日 に、著作権 並 び に実演 家、 レコ

ー ド製作 者及 び放送事業 者 の権 利 に関す る法 律 を制 定 して い ます
。 この法 律 に レ

コー ド及 び ビデオ グラムの私 的複 製 に関す る報 酬請求 権 が定 め られ、著作 者、実

演家 、 レコー ドまたは ビデ オ グ ラム ビデ オカ セ ッ トまたは ビデオデ ィス クに

録 画 されて い るソフ ト、 日本 で は ビデオ ソフ トと呼 ばれ て い る一 の製作 者 に報

酬 請求権 を与 えて お ります。(フ ラ ンス著作権 法31条)

フ ラ ンス は現在 、複写 の機械 に販 売価 格 の3%の 税 金 をか けて お ります。 これ

は、1976年 に定 め られた財政 法 の改正 で徴収 で きるよ うに した もので、 その税金

は一 旦 国庫 に入 り、 それが文 化 団体 に渡 され て文化 目的 に使 用 され ます。

この例 に従 い、1977年 にや は り財 政法 を改正 し、 テープ レコー ダー に販 売価格

の4%の 税 金 をか けて、 そ の収入 を国立 音楽 舞踊セ ンターの資金 に繰 り入 れ文化

目的 に使 用 しよう とい う法 案 が、議 会 に提 出 され ま した。 これ に対 して著作 者、

実演 家、 レコー ド製作者 の 団体 が税 金 で徴収 され る と、権利 者 がが権利 と して支

払 い を受 け る報酬 を得 るこ とが で きない と反対 し、法 案 は議 会 を通過 しなか った

の です。

その後 の権 利者 団体 の運動 に よ り、1985年7月3日 に前述 の法 律が 制定 され、

フラ ンスで は従来 、隣接権 実演 家、 レコー ド製作 者、 放送事 業者 の保護

の制 度 はなか ったので すが、 この法 律 に よ り隣接権 制 度 を設 け る とと もに、私 的

録 音 ・録画 に関 す る報酬 請求権 が 関係 の権利 者 に認 め られ ま した。や は りブ ラ ン

クの録 音 また は録 画用 のテ ープ に課 され るこ とになって い ます。

なぜ機 器 にか けなか ったか 。一 つ は、 オ ース トリア と同様 、 テ ープ にか けるほ

うが録 音 ・録 画 の頻度 にマ ッチす る とい う考 え方。 もう一 つ には、 フ ラ ンスで は

1983年1月1日 以 降、 ビデオ レ コー ダー にカラー テ レビの受信料 と同額 の税金 を

5年 間か けて お り、 その税 収 入 をオー デ ィオ ビジュアル 関係 の産 業、特 にテ レビ

局 と民間 ラ ジオ局 に対す る助成 に使 ってい る こ とが挙 げ られ ます 。

フ ランスの場合 も国 内で使 用す る ものが報 酬支 払 いの対象 で あ り、放 送事業 者

や 商業 的 に テープ を使用 す る者 、視聴 覚 障害者 に対す る援 助 を行 う施 設 な どで文

化大 臣が指 定す る もの等 は報酬 の支 払 いが免 除 され ます。 そ して、 団体 が権利 者
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のためにこの報酬を徴収することが定められています。

商業用レコードの二次使用に関する報酬請求権は、実演家とレコー ド製作者に

認められてお り、管理団体 による行使を定めています(前 記法律の22条2項)。

次 に追及権(フ ランス著作権法42条)で すが、報酬額 は法律 に定め られていず、

話 し合いによって決め られるようです。団体による管理は定められていませんが、

フランスにはADAGTお よびSPADEMと い う美術の団体があ りますので、

恐らくこれらの団体で管理 し、話 し合いで率を決めているのではないかと思われ

ます。
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1.4ヨ ー ロ ッパ 三 国の報酬請 求権制度 の ま とめ

以上 ヨーロッパの三つの国における報酬請求権制度の事例 をお話 しましたが、

取 りまとめて申し上げますと、まず、各国の憲法、基本法に定めている財産権の

保護に基づいて、著作者などを保護 し、その保護に基づいて著作物の利用につい

ての権利を与えていくことが基本的な考え方になっています。それから、今述べ

てきたような権利に関しては、許諾の権利 を与えても利用の態様上適切ではない。

著作権などの利用は認めるが、著作者などには報酬請求権を保障するという考え

方になっています。

それから、今お話 ししたような報酬請求権は権利者個人による権利行使が不可

能ですから、おおむね管理団体による行使を法律に定めてお り、その定めのない

場合、実際上は団体が権利 を行使するという形になっています。そして管理団体

に関する特別の法律または著作権法の規定を定めています。

1.5管 理 団体 と分 配

■西 ドイツの管理団体

ZPUが 徴収 GEMA(音 楽著作権管理団体)

GVL(隣 接権管理団体)

VG・WORT(文 芸著作権管理団体)

VG・BILD-KUNST(造 形美術著作権管理団体)

VEF、VGF(映 画著作権管理団体)

GWFF(映 画及びテ レビ権管理団体)

GVFA(映 画上映権管理団体)

西 ドイ ツの場合 、ZPU、 私 的 複製権 セ ンター とで も訳 します か、 そ うい う団

体 が あ りま して、 その団体 が私的録 音 ・録画 につ いて は報酬 を徴収 して い ます。
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このZPUは7%の 管理 手 数料 を取 り、残 りの金 額 を、前 記各 団体 に分配 します。

録 音の場 合 はGEMA、GSL、VG・WORTの3団 体 が関連 し、録 画の場合

は前記8団 体 が関連 します 。

分 配 の種 類 は、団体 の協議 に よって決 めてお り、現 在 は変 わ って い るか もしれ

ませ んが、1977年 までの分 配率 は、録 音 の場 合、GEMAが42%、GVLが 同 じ

く42%、VG.WORTが16%に な ってお ります。

テ ープ レコー ダー、オ ーデ ィオ テープ に関す る報 酬 はGEMA、GSL、VG・

WORTの3団 体 間で分 配 してい ます。 ビデオ レコー ダー及 び ビデオ テープ に関

す る報酬 は、総額 の半分 をGEMA、GSL、VG・WORTの3団 体 間で分配

し、残 りの5団 体 間で半分 が分 配 され ます。

■西 ドイツの分配方法

徴収 した報酬の半分は個人分配が行われます。音楽著作権協会には、音楽の利

用者か ら使用報告が提出されてお り、放送事業者、レコー ド会社は克明に使用報

告を出しています。 しか し、私的録音 ・録画の場合には当然のことながら使用報

告がないので、放送から録音あるいは録画するという可能性、それからレコー ド

あるいはビデオから録音 ・録画する可能性を考えて、放送部門の使用料に75%、

レコー ドの使用料に25%の 報酬の上乗せ をする方法 を取 り、個人分配 しています。

私的その他の自己使用のための複写に関する報酬請求権は、恐らくVG・WO

RTが 徴収 しているのだろうと思 われます。また、追及権はVG・BILD-K

UNSTが 、公貸権はVG・WORTが 徴収 をしてい るもの と考え られ ます。

レコー ドの二次使用に関する報酬請求権ですが、この報酬の額は、放送局その

他の利用者団体 とGVLと の間の協議 によって決定 をされ ます。そしてGVLが

徴収 を して、 さらに実演家 とレコー ド製作者団体に分配するという形になってい

るものと考えられます。

■オース トリアの管理団体

オース トリアの私的録音 ・録画に関する報酬請求権ですが、一昨年の金額が、
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1時 間 当た りオーデ ィオテ ープが2.25オ ース トリア ・シ リング、 ビデ オテ ープ が

450オ ース トリア・シ リング と団体 間の協 議 に よって決 定 され ま した。 これ をオー

ス トロメ ヒャーナが徴収 し、 それ をオー ス トロメ ヒャーナ、 リテ ラール メ ヒャー

ナ(文 芸著 作権 管理 団体)、OSTIG(実 演 家 の権利 管 理団体)あ るいはLSG

(実 演家 とレコー ド製作 者 の権 利 の管 理 団体)、VGR(放 送事業 者が有 す る著作

権 、 隣接権 の管理 団体)な どに分 配 す る。録 音 の場合 は下記① の3団 体 間 で分 配

が行 わ れ、録 画の場合 は下記7団 体 の間 で分 配が 行わ れ ます。

Austro-Mechana

が 徴 収 ≧灘 騨]①
LSG(商 業 用 レコー ドに関 す る実演 家 とレコー ド製

作者の権利管理団体)

VGR(放 送事業 者が有す る著作権 ・隣接権の管理団

体)

VBK(造 形美術の団体)

VAM(映 画製作者の団体)

■ オース トリアの分 配方法

一昨年 現在 の分 配率 では
、 オー ス トロメ ヒャーナが28.7%、 リテラール メ ヒャ

ーナが14 .8%、VGLが25,8%、LSGが4%、OSTIGが2,3%、VBKが1.6

%、VAMが22.8%の 分配 にな ります。

オ ース ト リアで は、著作権 法 で はな く別の法 律で各 団体 は受領 金額 の51%以 上、

す な わち半分 以上 を社 会 目的 に使 わな くて はい けな い とされて い ます 。例 えば、

オー ス トロメ ヒャーナ は、 収 入が減 って いる60歳 以上 の作 曲家 の健康 保 険料の半

額 を この報酬 か ら支 出 して い ます。

また、各 団体が個 人 の権 利者 に分 配 をす る場 合 は、 ドイ ツの 方式 に従 い、 レコ
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一 ドやビデオの録音使用料あるいは放送使用料をもとにしての分配
、あるいは、

全部均等に分配をする方法をとっている団体もあります。

オース トリアには仲裁所が設けられてお ります。私的録音 ・録画の報酬請求権

の額および分配の額は団体間の協議で決めることになっていますが、関係団体の

間に合意がないときは仲裁所が裁定するという方法を取ってお ります。仲裁所は

9人 で構成 されています。法務省の役人が委員長になっており、権利者団体、支

払い者団体、芸術関係の団体、それから連邦の商業会議所、連邦の労働者協議会

から推薦された人が構成員になっています。

商業用 レコー ドの二次使用に関する報酬請求権については関係団体の協議によ

って報酬の額が決定されます。LSGと いう隣接権の団体が報酬 を徴収 しますが、

関係団体の間に分配についての合意がないときは等分に分配されるという規定を

置いています。すなわち、実演家の団体 とレコー ド製作者の団体が半分ずつとい

うことになります。

それから、外国での放送の有線放送に関する報酬請求権。これも団体の協議に

よって決定されるものと見 られますが、報酬の算定に当たって留意すべ き点を法

律に定めております。

■フランスの管理団体

フ ラ ンスの場 合、私 的録 音 ・録 画 に関す る報 酬1は、 オ ーデ ィオ テープが1 .50フ

ラ ンス ・フ ラ ン、 ビデ オ テープが2.25フ ラ ンス ・フラ ンにな って い ます。 これ は

1時 間 当た りの金額 です が、法 律 に定 め る委員会 で額 が決 定 され ます。 この委 員

会 の構 成 は、国 の代 表が議 長 にな り、委 員の半数 が権 利 者 団体 の代 表 、4分 の1

がテ ープの製 造者 お よび輸 入者 の代表 、残 りの4分 の1が 消費者 団体 の代 表 にな

って い ます。

オー デ ィオテ ープ の場合 にはSORECOPと い う団体 が徴 収 します が、実 際

は、SDRMと い う音 楽の録 音権 団体 が業務 を行 って い ます。SDRMは 、SC

AM(文 芸 著作権 の管 理団体)、SACD(演 劇脚 本 の著 作権 管 理団体) 、SAC

EM(音 楽著作権 管理 団体)か ら録 音権 の管 理の委任 を され てお り、下記 のSC

PP(レ コー ド製作者 の団体)、ADAMI(実 演 家の 団体)、SPEDIDAM
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(実 演家 の団体)に もオーデ ィオ テ ープ の使 用料 を分 配 します 。

ビデオ テー プ につ いて は コ ピー ・フ ラ ンス とい う団体 をつ くり、下 記 団体 のほ

か にテ レビ ジ ョン関係 の権 利 者団体 を入 れて分 配 を します。

SORECOP

が徴収

SD㎜ご 灘羅

ご
SCPP(レ コー ド製作者 の 団体SNEPを 代 表す る)

ADAMI(主 要 な俳優 、指揮 者、歌 手 を代 表 す る団体)

SPEDIDAM(わ き役 の俳優 、演 奏者 、 コー ラスの

歌 唱者 を代表 す る団体)

COPIEFRANCE

が徴収 上 記 団体 のほ か映 画 の団体 、 テ レビジ ョンの 団体

■フランスの分配方法

フランスでは、私的録音の場合、徴収された金額の25%は 、創作活動の援助や

ライブの上演 ・演奏の普及、アーチス トの養成などの文化目的に使用されるもの

とすることを法律に定めております。徴収された金額の25%の うちの40%(総 額

の10%)は 、音楽の創作普及のための財団が実演家の育成のために使用するとい

うことも法律に定めています。

商業用 レコー ドの二次使用に関する報酬も分配不可能なものの50%は 、やは り

こういう共通 目的に使用することを法律は義務づけています。

追求権の報酬は、販売額の3%と 法律に定め られています。

商業用 レコー ドの二次使用に関する報酬は、団体間の協議 によって額が決めら

れますが、合意が成立しない場合は、法律に定める委員会が裁定をします。そし

て徴収された報酬は、SCPP、ADAMI、SPEDIDAMの 間で分配 をさ

れるシステムになっているもの と思われます。また、実演家 とレコー ド製作者の

間の取 り分は等分 と定められています。
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1.6報 酬請求権の考 え方

1.各 国の憲法や基本法 に財産権 の保護に関する基本的な規定があり、それに基づ

いて著作権制度が設けられています。利用者に利益をもたらす著作物の種々の

利用について著作者に権利を与え、著作者の利益 を保護する必要があるという

各国の基本的認識一 もちろん著作者側の要求 もありますが が、各国それ

ぞれの事情に応じて前に述べたような報酬請求権の制度をつ くりだしていると

言えます。 前記のような著作物の利用については、著作物の利用を許諾 ・禁

止する権利を著作者に与えて も実際条その効果は上が らない。著作物の利用を

差 し止めることは不可能であり、またそうすることが社会の利益に反する場合

もあります。これらの著作物の利用を認めるが、その場合に著作者に利用の報

酬を確保するという考え方が報酬請求権の基礎になっていると思います。実演

家、レコー ド製作者についても考え方は同 じです。

私的録音 ・録画のケースは、従来各国でも権利が制限されており、そのため

の著作物などの録音 ・録画が認められてきたのですが、オーディオレコーダー、

ビデオレコーダーの普及に伴ってレコー ドやビデオソフ トの複製が全体 として

みれば大量に行われるようになってきている。そのためにレコー ドやビデオソ

フ トの製作者はもちろん、その販売から収入を得る著作者や実演家にも経済的

な影響を与えています。

複製権の制限規定は、世界的な著作権条約であるベルヌ条約の加盟国ではベ

ルヌ条約9条 の2項 が基礎 になってい ます。同条1項 は著作者の複製権 を定め

てお り、同条2項 で複製権の制限規定 を各国が定めることを認めています。た

だし、そのような複製が当該著作物の通常の利用を妨げず、かつ、その著作者

の正当な利益を不当に害 しないことが条件になっています。

またもう一つの世界的な条約である万国著作権条約も、4条 の2で 、権利の制

限規定を各国が定めることを認めていますが、この制限は条約の精神および規

定に反 しないものでなければならず、また各国はその ような制限を認める各権

利について、合理的な水準の有効な保護を与えることを要求 しています。

私的録音 ・録画が全体 として膨大な量に達 していることからみると、私的複

製に関する複製権の規定をそのまま維持することはこれらの条約の規定に反す
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る もの で あ り、新 しい制度 を採 用 し、権 利 の制 限 は定 め るに して も、 この よう

な補 償 を著作 者 に与 える こ とが 必要 で あ る と、 前記の各 国 で は認識 され てい ま

す 。実演 家、 レコー ド製作 者 の よ うな隣接権 で保 護 され てい る者 につ い て も、

同様 の考 え方が と られ てい ます 。

私 的録 音 ・録 画 に関す る報酬 請求権 の制 度 を定め てい るの は、私 の承知 して

い る限 り、 前 に述べ ま した3ヶ 国 の ほか に、ハ ンガ リー、 コン ゴ、 フ ィンラン

ド、 ア イス ラ ン ドが あ ります。 またスペ イ ンが この制度 を設 けた と も聞 いて い

ます。

なお、 デ ンマ ー ク、 ノル ウ ェー、 ス ウ ェーデ ンで は、録 音 ・録 画機 器や テー

プ に課 税 し、税収 入 の中か ら権 利者 の ため の基 金や 文化 的 目的へ の 助成 に金 が

支 出 され る方法 が とられて い ます。 報酬 請求権 を認 め る著作 権法 の枠 内での解

決 とは別個 の 問題 の解決 方法 にな ってい ます。

2.私 的録音・録画 に関 して著作者、実演家などに支払われる報酬の中から社会的

文化的な共通目的に支出することをオース トリア、フランスの法律は義務づけ

ています。本来個々の各権利者に認められた権利 に基づ く報酬をこのような共

通目的に使用することを認めるのはおかしいように思われますが、そこにはこ

れらの国の国内事情や文化政策が反映 しているように思います。

それと私見ですが、①著作物などの録音 ・録画の頻度に正確に比例 した報酬

の分配ができないこと、②保護期間が経過 し、権利が消滅 した著作物なども録

音 ・録画されること、③著作物の利用から多くの使用料を得ている著作者など

にこの報酬の多 くが支払われ、ますますその収入を多 くすることになる、など

の点からみて、新 しい権利に基づ く報酬から得 られる利益に、できる限り多 く

の著作者や実演家をあずからせようとするこの方法には、文化的、社会的意義

が認め られるように思います。テクノロジーの発達による新 しい著作物などの

利用に対する一つの対応策を示 していると言えるのかもしれません。

3著 作物な どを私的に録音 ・録画するのは録音・録画機器やテープの使用者であ

り、機器やテープの製造者、輸入者ではありません。ではなぜ製造者、輸入者

が報酬支払いの義務を負うのかという問題があります。
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前に述べたように個々の使用者に対 し権利を主張 し、報酬を請求することは

不可能です。機器やテープの使用者に渡る前の源泉の段階で報酬 を徴収するし

か方法がないため、製造者、輸入者に支払いの義務が課される方法がとられる

わけです。

製造者、輸入者は、使用者が著作物などを録音 ・録画するのに役立つ機器や

テープを販売 しており、この報酬を価格に含めて個々の使用者に負担させるこ

とができます。出版物やレコー ドの販売の際にも、それ らの価格に含 まれる著

作物使用料は最終的には消費者が負担するわけで、このような報酬転嫁のシス

テムは、著作権の全部では以前から行われているシステムであるという考え方

が、西 ドイツでの法律改正の際に述べられたと聞いています。
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第2章 国防上からみたアメリカの動向

本章は、国際関係論の研究者で評論家の林茂夫氏の研究会での報告をまとめた

ものである。

先進各国は産業 ・経済のソフト化時代を前に科学技術 ・情報 ・サービスを産業 ・

経済 ・科学技術政策の中心に置き力を入れている。このような中で最 も精力的に

これらのソフト化を支える各種無体財産の権利を保護する制度づ くりに取 り組ん

でいるのがアメ リカである。ここでは、アメ リカがどのように無体財産の権利を

位置づけているのかを、アメ リカの国防報告を紹介 しながら触れてみたい。日米

の技術摩擦問題に関する論評が多数見られるが、軍事的な角度から軍事関連資料

に基づいて分析 しているものは少ない。 日米の技術摩擦問題の位置づ けについて

は色々ある。 しか し、次のような指摘はまだ一般的ではないが重要 と思われるの

で紹介する。

「戦後の世界を分析する場合、アメリカとソビエ トの政治的対立を基軸にしな

ければならなかった。 しか し、現段階ではこれに加えることに、 日本 とアメリカ

の技術対立 という二つの軸を据えて分析 しなければならない」

このような指摘は、 日米の技術摩擦が単に日本とアメリカの問題ではなく世界

の主要な問題になっているという主張である。この是非はともか く、この位の比

重を置いてこの問題を見なければならないということである。

研究会 は初めにアメリカの国防報告に技術の問題がどのように登場 して、どの

ように変わってきたかという点を把握することに努めた。
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2.1米 国国防報告 にみ るハイテクの位置

国防報告で最初に高度技術の問題が扱われるようになったのは、1983会 計年度

の国防報告である(実際に発表 されるは1982年 である)。 その中で、ソ連 に対 して

優位 を確保するということがレーガン大統領の重要な政策で、そのために軍事面

のほかに、東側への技術移転の規制も重要課題だと指摘 している。技術の問題を

戦略的な ものとリンケージして考えなければいけないということが、 レーガン政

権 自体が出した1982年2月 の国防報告 で指摘 されている。

翌年、1984年 度国防報告(1983年 発表)で はさらに詳 しく技術移転の問題が報

告されるようになっている。そこでは、1982年1月 、30年 ぶ りに、冷戦時代以来

のココムの高級事務レベル協議が開かれたとある。そして、幾つかの重要な措置

をとったとしている。例えば、軍事緊要技術 リス トの作成と更新、この リス トの

輸出規則及び輸出統制 リス トへの適用、それからココム リス トの再検討などであ

る。冷戦時代にあってその後ずっとな くなっていた規制強化が、再び復活 してき

たわけである。規制強化の内容は戦略物資中心からハイテク関係に変わってきて

いる点が特徴である。

同 じ1984年 度の軍事情勢報告(こ れは国防報告 と一一緒 に出る統合参謀本部議長

の報告である)で は技術移転について次の ように触れている。

「技術的商品とデータが非常な速さで移転されうることに主 として起因する高度

技術能力の急速な拡散は、国防上の挑戦であり、新たな解決を迫られている次元

である。最初の原爆の完成と爆発は、戦争と世界の力のバランスに根本的変化を

もたらしたが、新 しい技術 も同様のインパクトをあたえる可能性 をもっており、

将来の技術移転がもたらす政治的、経済的、軍事的影響 も、こうした文脈で評価

されなければならない」

最初の原爆 と比較 して、今のハイテクが同 じような可能性を持っているという

とらえ方をここではしている。

「増大する高度技術の役割や、高度技術が世界の大国としてのアメリカの地位に

基本的にどのように関係 しているか、高度技術を入手するためにソ連がどのよう

な手段を直接的、間接的にとっているか、 といったことにっいて政府、産業界、

市民社会の認識 を高めるための継続的で包括的な計画が必要である。加えて、安
ノ
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全保障 援助 の執 行 にあたって技術 の保護 につ いて考慮 を払 うこ とが、 きわめて重

要 であ る」

1984年 度(1983年 に発表)の 軍事 情勢 報告 の 中で技 術移転 の 問題 が 以上 の よう

な評価 で登 場 してい る。 そ して、 そ の翌年 の1985年 度 で は、 テ ク ノロ ジー ・セ キ

ュ リテ ィ ・セ ンター を国 防総省 に設置 した こ とを報告 してい る。 さ らに、 東欧 へ

の コン ピュ ータのハ ー ドウエア、 ソフ トウエア輸 出統 制のガ イ ドライ ン を設定 し

たこ とを述 べ、輸 出統 制 と技術 移転 面 にお け る国防計 画 とい う よう考 え方 を提起

してい る。
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2.2安 全保障上の問題 に格上げされ た技術 問題

1986会 計年度の国防報告になると、技術問題の位置付けは大きく変化 している。

国防報告は米国の国家安全保障目的 と国防戦略の補助政策 として重要なものを3

つ挙 げ、その3つ の うちの1つ として、優越 した技術 と質の保持を挙げ、これが

国防戦略の補助政策に格上げになっている。

そして次のように述べている。

「ゆるぎない技術的優位は、我々自身の戦力の抑止及び防衛能力をひどくそこな

いかねない潜在敵国による科学的な大 きな前進か ら我々を守 ることがで き

る・・…

ソ連に対するアメリカの技術的優位が今後何十年にわたって維持されるように

するために、国防省は、ソ連ブロックへの不適当な技術移転を防ぐと共に、国家

及び西側の強力な教育、科学、産業基盤を助長することに力を注いでいる …

■ ■ ■

東側への西側 の技術の流れが阻止 されなければ、技術バランスはソ連側に有利

に著 しく転ずることになりかねない」

この様に技術移転の問題から国防戦略の補助政策の1つ に技術 問題が格上 げに

なっているのである。さらに85年 には商務省 と国防総省の対立があった1985年1

月の段階で レーガ ン大統領は高度技術の輸出決定権を与えて技術移転の判断を国

防総省で行うようにしている。この輸出管理法については今後充分な分析が加え

られなければならない。
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2.3国 防に位置つ く知的財産権

1985年7月 に大統領 が署名 して輸 出管 理法 が発効 し、 さ らに9月 に は知 的財産

権 の保護 強 化 の放送 を してい る。 国 防総省 も9月 にソ連 の技 術取 得 につ いて発表

して ココムの規 制強化 を強調 す る こ とを打 ち 出 してい る。 この よ うに1985年 か ら

技術 の 問題 へ の取 り組みへ の力の 入 れ方が 変 わ り、 知的財 産権 問題 が こ こで 出て

きてい る。従 って、 高度技術 の輸 出統制 と、知 的財 産権 の保 護 は、 貿易競 争 とい

う観 点 で はな く、 アメ リカの国家安 全保 障 の観点 か ら強化 され る とい う視 点 で捕

らえるべ きで あ る。

そ して、1987会 計 年度 国 防報告 で は、 国防政策 の4つ の柱 の一つ に まで格上 げ

され 『テ クノ ロ ジー ・セ キュ リテ ィー』 と して取 り上 げ られ るまで にな ってい る。

今 年 の1988会 計 年度 国防報告 は次 の ように述べ てい る。

「テク ノロ ジー ・セ キ ュ リテ ィは、 われ われ の同盟 戦 略の基礎 をなす緊 要 な一 要

素で あ る。・…

われわ れが どれ ほ ど大 きな優位 を持 つ か は、強力 なR&D(研 究 ・開発)計 画

の維持 ばか りでな く、 われ われの テ クノ ロ ジー ・セ キ ュ リテ ィお よび輸 出統 制 シ

ス テムの有 効性 と包活性 にかか って い る。・ …

われ われ は、 西側 の技 術 の管 理 が、大 統領 の戦略 防衛構想 の枠 内、 軍事技 術の

面 での他 の協 力的 な事業 、 お よび軍 事利 用 で きる民 間技術 において結 ば れ るあ ら

ゆ る協 定 の不 可欠 の一 部 とな るこ とを確 実 に しよう としてい る」
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2.4国 防優先の研究開発 と特許の見直 し

国家安全保障との係 りで技術問題が位置付けられたが、日本側の調査でもこの

点が明らかになっている。

工業技術院の 『米国の研究開発活動の実態』(1986年8月)、 さらに工業技術院

の委託研究で ジェ トロの 『米国の研究開発における公的部門と私的部門の役割分

担に関する調査報告書』がある(1986年3月)。

1986年 の 『米国の研究開発活動の実態』では技術保護がいかに強まり、研究開

発が国防優先になったかをレポー トし、その結果、技術移転に対する保護主義が

顕在化した。この工業技術院のレポー トは、最後に、対外的な技術移転に対する

保護主義的傾向の顕在化の具体例 を次のように分類 している。

①研究会 ・シンポジュウムへの外国人研究者の出席制限

②政府による基礎研究成果の拡散規制の強化

③商務省輸出管理令修正による基礎研究への政府介入

④秘密特許制度

⑤ハイテク産業の投資交流の制限

⑥国防総省の秘密軍事先端技術 リス トによる規制

さらに、『米国の研究開発における公的部門 と私的部門の役割分担に関する調査

報告書』(1986年3月)は 最後に次の ように述べている。

「確かに行われると思われるのは、特許及びその他の形の知的財産権 を管理する

法律の改正又は新法の制定である。現行の特許法は時代遅れであり、発明者に時

間を限って独占権を与えることによってイノベーションを刺激するという意図し

た機能を果たしていないというのが多 くの政治家および企業家の一致 した見解だ

からである。電子工学、コンピュータ、及びコンピュータ ・ソフトウエアの 『先

端技術』の発明を特許、著作権で守るべ きか、又は他人による情報の使用を制限

する新 しい制度を導入すべ きかについて種々の議論が活発化 している。米国はこ

れら知的所有権の創造においてその主導権を日本に奪われたと感 じはじめている。

これに関する議論の中で官民両分野で高まりつつある意見は、これまで無制限に
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自由に公表出版されていた技術情報の拡散 を禁止すべきであるということである。

政府は国家の安全という名目でこれを正当化 し、産業界は経済的競争の原理 とい

う旗を掲げて正当化 しようとしている」

＼

要するに、政府は国家の安全という名 目で正当化 し、産業界は経済的競争の原

理で正当化 しているわけである。これは1986年3月 の報告であ り、1985年 の修正

輸 出管理法がで きたころか らの空気がこれでよく理解されよう。

1987年1月7日 付の 日本経済新聞は、NASAが 外国企業 に対す る技術情報提

供禁止を打ち出したことを報道 しこのことを裏付けている。NASAは1987年 か

ら外国企業 に対 して技術情報提供を禁止する方針を固め、対象の企業 として富士

通や トヨタ自動車等の米国法人をはじめ英国 ・フランス ・カナダ等34社 の リス ト

を作成 した としている。
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2.5米 国は先端技術 ・知的財産権で新展開

さらに重要なのは、大統領の一般教書の中で国際競争力の回復 ということを特

に強調 し、アメ リカの競争能力促進のため可能な手段をすべて講ずると言ってい

る点である。競争力強化のための包括的提案ということでいろ各種の科学及びテ

クノロジーセンターの新設、基礎研究への強力な新規支出、さらに不公正な貿易

慣行と闘うための法的および規則的改革の最終兵器を盛 り込むなどが一般教書で

言われている。

そして、その後に出された大統領経済報告でも、不公正貿易慣行に断固反対 し

ていくとともに、知的財産権保護の強化が強調 されている。そして報道機関の伝

えるところによると「(米国は)既 に行政府は競争力状況 を改善すべ く一連の措置

をとってきた。それには大統領貿易計画、税制の公正化の推進、研究開発の共同

努力の許可、技術移転法、内外の知的財産権の保護強化のための包括的計画など

が含まれる」 とされている。そして、財務省は 「このため米政府は日欧との間で

特許など知的所有権の保護をうたった国際科学技術協定を結ぶ」方向を提示 して

いるという。そして 「政府系研究機関の研究員を中心に基礎研究の成果に特許、

著作権を認め、商業化された場合、特許料を開発企業 と共有する」 という。

半導体の依存度に関する国防科学会議作業部会の報告書(1987年)は 、アメ リ

カの国防が依存 している最新式の兵器の半導体はみな日本製であり、国防総省に

とってのみならず 「アメリカにとって危急存亡を争う問題である。国防総省単独

ではこの問題 を解決 させることはできず、重要な行動をとって、アメリカ全体が

努力を払うようにするために先頭に立たねばならない」と警告 している。そして

報告は勧告のところで、「半導体製造並びに技術主導権の輸出に向けて流れを変え

る立法、行政、経営上の行動のための包括的かつ一貫性のある戦略を立てること

を勧告する」 と言っている。

このようなアメリカの姿勢を田原総一朗氏は 「知的所有権戦争の宣戦布告だ」

と指摘 している。
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第3章 国際経済関係か らみたアメリカの動向

本章は、帝人株式会社の内田盛也理事の研究会での報告に、一部当ワーキング・

グル ープ で収 集 した資料 を合 わせ て、 ま とめ た もの であ る。

3.1ア メ リカの知的資本強化 の背景

米国の知的資本強化戦略の枠組一日米の技術 ・通商摩擦一
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II.知 的所有権強化と産業の国際競争力
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② 生産技術格差「よる日米相互依存の宿命
知的所有権優位によるバランス化
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前ページの図で明らかなように、アメ リカの知的資本強化の大 きな背景 として

次の3点 があげ られる。

①知的資本の形成

②生産技術力競争

③新国際経済秩序の形成

【①知的資本の形成】

現在、アメリカは科学技術の研究開発で世界をリー ドしているが、今後 もこの

ような状態が維持できるとは限らない。 というの も、科学者 ・技術者の数ではソ

連の約半分余 りであるからだ。このため、アメ リカは西側の科学者 ・技術者 との

同盟を必要 とし、なおかつ、今日、最 も多 くアメ リカが蓄積 している科学 ・技術

の成果を国際条約や二国間 ・多国間協定で普及 しようとしてる。 しか し、この前

提 として、これまでアメリカが生み出してきた無体財産を権利の明確化によって

保護 しなければならない。

【②生産技術力競争】

日米貿易摩擦に象徴されているように、日本の工学部卒業生はアメリカを上回

り、これが生産性向上へと結び付いている。この過程で日本は生産性 を高めるた

めの諸技術開発への投資とこれの特許化を促進 している。このためアメリカは優

位に立つ先端技術の国外流出を規制 しこの権利保護制度を強化 しようとしている。

既に劣性に立たされた、技術分野では通商規制や国防条項を適用し日本企業 を押

さえている。

【③新国際経済秩序の形成】」

世界経済の中心は太平洋地域に移 りつつあり、この地域では不利な立場に立つ

アメリカはGATTの 場 を利用 しなが ら相互主義の名のもとにこれ らの地域の市

場開放を迫っている。そして、無体財産の権利行使によって市場の大幅譲歩を得

ようとしている。

このアメリカの考え方は、世界を代表するアメ リカの多国籍企業13社 で構成 さ

れている知的財産権委員会(IPC)に 代表 されている。13社 の中にはデ ュポン、

GE、GM、IBM等 が含 まれている。IPCは 彼 らの無体財産の権利 を護 るた

め として次の ように述べている。

「知的財産権は
、国際競争力のために重要であるにもかかわらず、その保護が
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不適切であるために、国際貿易システムをゆがめている。これまで、知的財産権

は専門家の問題または法学的なアカデ ミックな問題 とみなされてきた。 しかし知

的財産権 システムは、国際通商の問題、 ビジネスの問題 として、国際通商ルール

の下に取 り扱われる課題である」

こ こで言 う、歪 め られ た 「国際 貿易 シス テム」 とはアメ リカ多国籍企 業 の無体

財産 の権 利 が侵害 され、発展途上 国等 で これ らの企業 の売上 と同 じ位 の剰 窃 にあ

ってい る とい うこ とで あ る。

アメ リカは 「枠 組」 に紹介 して い る9つ の 問題 をば らば らにでは な く、 全部 リ

ンク し、 商務 省 の長官 を議 長 として所謂 産 学官 全部集 めて行 ってい る。

これがス チー ブ ン ソン ・ワイ ドロー法 の 中に、 そ して その基 本思 想 に基 づ い て

国防政策 か ら輸 出管 理法 、金融、情 報 の管 理 まで全部 出て くる。 そ こで出 て きた

中で一番 産業 にイ ンパ ク トを与 えた報告 書 がヤ ング レポー トで あっ た。 このヤ ン

グ レポー トの 第二 部 に知 的財産権 の事 が書 い てあ る。 この結果 出て きた もので最

も連 邦政府 の姿 勢 を表 してい るのが、1987年 東洋 貿易新法 案 であ る。包括 的 に知

的財 産権 を強化 し、 国際経済 改善 を行 う とい うの が、 その次 の政策 として 出て く

るので あ る。 これ がア メ リカの戦 略の大 きな枠組 で あ る。

アメ リカで は知識 を産業 界 の力 にす るた め にイ ンダス トリー ・ユ ニバ ー シテ ィ

ー ・コー ポ レーテ ィブ ・セ ンター とい う協 力セ ンター を作 ってい る
。 そ して 中小

企 業 の技 術効 果 が高 い ところか ら振興 して い き、知 的財産権 を強 くす る。 そ うす

れ ばマ ー ケ ッ トを抑 え るこ とがで きるの で あ る。 そ こで アメ リカは特許 協 力条約

を作 ったので あ る。

知的財 産権 と しての技術 力競 争 は、新 しい国際経 済秩 序 の変化 を もた ら した と

い える。現 在 は第 三次産業 革命 に突入 してい るので あ り、 国際的行 動 ではGAT

T、 二国 間協定 で は 日米 、米 韓 で検 討 を行 ってい る。 国内行動 で は新通 商法 の保

護主義 化が み られ る。 アメ リカ は今 まで市場 を開放 して きた。 しか し、今 後新 市

場 を太 平洋 地区 に投 入 してい こ う として い る。 そ して、 そ こには 日本、 ア ジアN

IESが 市 場 を占め る可能性 を持 って い る。 この た め、 アメ リカ は為 替 レー トを

調 整 して競 争力 を強 め、 アメ リカに入 って くる もの を関税法337条 そ の他 で縛 り、

ア メ リカの知 的財 産権 を保護 しようと して い るの で あ る。
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3.2ア メ リカの知的財産権関連 団体の動向

以上 の 内田氏 の報 告 を参考 に本調査 研 究会 はア メ リカの知的財産権 関連 団体 を

訪 問 した。

この 中で最 も重 要 な組 織 の 一 つで あ るIIPA(InternationalIntellectual

PropertyAlliance、 世界 知的所有権 同盟)は ア ジア ・中近東 諸 国での侵 害 され た

知 的財産額 を次 の よ うに試算 して い る。

音楽産業 関連

出版関連

映画関連

コンピュータソフトウェア

年 間:最低 で6億 ドル(約780億 円)

年 間最低 で4億 ドル(約520億 円)

年 間最低 で1億3千 万 ドル(約169億 円)

年 間最低 で1億2千5百 万 ドル(約163億 円)

合 計 12億5千5百 万 ドル(約1632億 円)

また、 国別 では次 の通 りで あ る。

シンガ ポール

イ ン ドネ シア

台 湾

3億5千8百 万 ドル(約465億 円)

2億6百 万 ドル(約268億 円)

1億8千6百 万 ドル(約242億 円)

合 計 7億5千 万 ドル (約975億 円)

以上のような被害額 を推定 し、IIPAの コピーライ トデ ィレクタであるキャ

ロル ・ライシャ女史は次のように主張 している。

「我々はアメ リカの著作物の保護システムが世界的に効力を発するようにアメ

リカ政府の戦略に対 し次のような提案を行っている。

①アメリカの基本的な権利が保障される充分な効力を持つ法律が各国で制定さ

れるよう、アメリカ政府が活動する。このために我々は政府に働 きかける。

②アメリカ政府が世界において著作物の保護 を推進する上で調整役の リーダー

役を担うことを追求する。このために我々は政府に働 きかける。その一環 と

してGATTの 動 きを支援する。 これ らを推進するためにOECDを テ コと
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す るこ と。

③ ア メ リカ政 府 が各国政府 と貿易上 の話合 い を行 う場合 、 その議 題 の一 つ と し

て著作権 保 護 を盛 り込む こ と。

この ような私 たちの強 い主張 は、著作 物 の国 際的貿 易 にはアメ リカ の将 来 がか

か ってい るため であ る」

さ らに同女 史 はIIPAの 戦 略 と して、「各国 との個 別 交渉 が成功 してか ら次 に

世 界 中の個 別企 業 に対 してGATTで 知的 財産権 の規約 を設 け、 同権 利 が護 られ

る よう各企 業 が それ ぞれの政府 へ働 きか ける こ とを要 求 してい く」 と述 べ てい る。

IIPAは1984年 に設立 され、以下 に示 す著 作権 関連7団 体 を代 表 す る連合 組

織 で あ る。

① コ ンピュー タソフ トウ ェア関連 のADAPSO

② ア メ リカ ・フ イルム ・マー ケ ッテ ィング協 会

③ ア メ リカ ン ・パ ブ リッシャーズ協 会

④ コ ンピュー タア ン ドビジネ ス イクイ ップ メ ン ト ・マニ ュフ ァクチ ャーズ協会

⑤ モー シ ョン ・ピクチ ャー協会

⑥ ナ シ ョナル ・ミュー ジ ック ・パ ブ リッシャーズ協会

⑦ レコー ド ・イ ンダス トリー協会

IIPAに は特許 関連 団体 な どは含 まれて いな いが、同女 史 に よる と特 許や ト

レー ドマー ク関係者 と共 に活動 して い る とい う。 活動 の中心 はアメ リカ議 会や大

企業 へ の ロ ビー活動 が 中心で あ り、 この結 果 台湾(1985年)、 シンガ ポール(1987

年)、 韓 国(1987年)、 イ ン ドネ シア(1987年)、 マ レー シア(1987年)で 法 制 定 を

実現 して い る。

ア メ リカ の 法 人 個 人 で構 成 さ れ るIPO(IntellectualPropertyOwners

INC、 パ テ ン ト、トレー ドマー ク、コ ピー ライ トの所 有者 に よって構 成 されて い る)

は、 アメ リカ政府 首脳 が高度技 術 の分 野 で リー ダー シ ップ を握 る方法 を模 索 し始

め てい ると き、私 たちの知 的財 産権 の価値 を増大 させ る絶好 の機 会 で ある と現状

を分析 してい る。 この ためIPOは ア メ1」力議 会や 各行政 部門が知 的財産権 保護

に関す る政策 を持つ よ うロビー活動 を積 極 的 に行 う と述べ て い る。

見 逃せ な いの はIPOが 各国企業 との訴訟 を想 定 し知的 財産権 に精 通 す る裁判

官 の任命運 動 を展 開 してい るこ とで あ る。 これ は角度 を変 え ると外 国企業 に とっ
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て不利 な訴 訟が 想定 され る。

また、 「NationalAssociationofVideoDistributors」 は レー ガ ン政 権 の最 近

の行動 を高 く評 価 し、 最近 の議 会 で ビデオ 問題 が取 り上 げ られた こ とを示 しアメ

リカ政 府 とビデオ業界 との 結束 の強 さを誇示 してい る。 まだ残 され て い る問題 に

つ いて は本年4月 に ヒア リングが行 われ継 続 的 に問題 が取 り上 げ られ解 決 され る

方 向だ と言 う。

特許 等 の供 与 に関連 して注 目され るの は、 「LicensingIndustryMerchandis-

ers'Association」(専 門的 な ライセ ンス許 諾 を有利 に契約 まで に持 ち込 む ため の

非営利 組織)の 動 きで あ る。同協会 は対外 国企業 へ の ライセ ンス供 与 に関 して、

有利 に展 開す るための議 会工 作等 を行 って い る。特 に、 同協会 の活 動 目的の一 つ

と して、「今後 世界 中の ライセ ンシー関係 団体 の 中で リーダー シ ップ を確立 して い

く」 こ とを大 き く掲 げて い るこ とが注 目され る。

先 に紹 介 したIBM等 が 中心 とな って い るIPCや 上 記 のIIPA等 の活動 を

見 て も明 らかな ようにアメ リカ は政府 、議 会 、業 界 団体、大 手企 業一 丸 とな って

知 的財産権 保護 の活動 に取 り組 んで いる。
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3.3ソ フ トウェアが 日米 の第 一正面

日本 とアメ リカ は相 互 依存 しなけれ ばな らな い。技 術貿 易の統計 も、 日銀 の統

計 な ど もブ レイ クダウ ンす る と、鉄鋼 や繊 維等 で はアメ リカ よ り日本 の方 が上 で

あ る。 日米 の貿 易摩 擦 の第一正 面 は、技術 面 で は電子産業 、経 済面 で は 自動車 で

あ る。 問題 となって い るの は、 この二 つ だ けで あ る。 この 点 をはっ き りさせ て、

この二 点 に絞 った 日米 交 渉 を行 えば よい もの を、対象 を具体化せ ず、 み な平等 に

行 お う とす るた め、 解決 が難 しい もの とな ってい るの で あ る。 この二つ の対象 の

一 つ で ある電 子産業 の 中で最 も問題 とな るのが ソフ トウ ェアで ある と考 え られ る
。

3.4過 渡期の保護形態

繊維産業における知的所有権 をみると、ポリエチレンやナイロン等は、かつて

は基本特許がまったくなかった。 日本企業は、基本特許がない状態で東南アジア

等に進出し事業を展開 しているのである。アメリカ等のように工業所有権制度を

おかな くても、東南アジア諸国にとっては企業が進出することによって雇用が拡

大 し国民経済が大 きくなることで充分満足であり、進出した側は投入 した資本に

対する正当な利潤が得 られればそれでよしという考え方である。正当な利潤が得

られる保証さえきちんしていればいいわけであり、工業所有権制度を置 くことと

は関係ないわけである。

知的所有権で工業技術製品を保護することに関しては、誰 も異論がないであろ

う。 しかし、あまり強い権利 を与えてしまうと、強いものは永遠に強くなってい

く。いくら同 じ方法だからまねればいいといっても、いつまでも他が追いつけな

いという危険性がある。このことを問題祝する向きもある。

例えば、発展途上国が永遠に貧乏になってしまうというようなことを国際会議

でもめているのと同じである。独占が弊害になってきたら、独禁法 を発動 して期

限をきる、またはライセンスにしてお金で解決する等、これに対応する様々な方

法が研究されるべきである。独禁法の専門家は、現実に起こった独 占と消費者と

の関係を問題にしており、消費者に不利益がなければ問題にならないが、このよ

うなことを考慮 した保護の対策が考えられなければならない。
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現状の世界の流れをみると、新 しい法律ができるということではなく、当分は

現行の知的所有権で保護することとなろう。 しか し、知的所有権で保護するにし

てもその運用 という面ではいろいろな問題がある。独禁法の問題や、保護期限が

長すぎるという点においては、ベルヌ条約の保護期間50年 をフランスでは35年 と

改め るなど、新 しい考 え方が徐々にでてきている。例 えば、GATTの 場で知的

所有権の問題 が取 り上 げられたが、農業、金融サービスの面と並んでアメリカで

取 り上げられ、アメ リカが火付け役 となって国際的な問題 となっている。また、

知的所有権 とCOCOM問 題 とは、実は根本的な ところで関係がある。東芝や関

税法337条 で問題 にされた三菱電機 など、エレク トロニクスメーカーは非常にナー

バスに、しかも真剣にこの問題を考えているが、 日本の一般の企業ではまだ問題

にしていないのが現状である。

こういった問題の解決を法律に求め国に裁定 してもらうことには、問題が多い。

こうした知的な問題は、お互いの契約の問題であり、その価値 を財 として金に換

算するばよいのではないか。これが知的財産というものである。GATTの 場で

知的所有権の問題がでた ときには、大企業13社 を構成員 とするアメ リカの知的所

有権委員会が中心であった。アメリカはおおよそ200社 ほ どの企業 で輸出がコン ト

ロール されてお り、この委員会はその代表といえる。この知的所有権委員会が経

団連 と欧州産業連名 と話合い、知的所有権 を取 り上げないとGATTを ボイコッ

トするとい うこ とで、 この問題が取 り上げられたのである。知的所有権は、法律

家の問題でな く、ビジネスそのものなのである。ECと 日本、アメ リカで、知的

所有権 を扱ってビジネスを成立させ ようと話 し合いが もたれ、そのためのルール

を作ってこれを法律にしていこうという動 きが始まっているのである。

先の日米知的所有権国際会議においても、特許の問題については合意に達 して

いるが著作権に関 しては先送 りになっている。アメ リカの主張にも無理があり簡

単にはルールは決 まらないであろう。ヨーロッパは日本よりの考え方であり、ア

メリカの言うとおりではないのである。
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ため、大変有用なものと考える。今後、有効な活用が図られれば幸

いである。



資料1

無体財産権利者団体 一覧

■ ア メ リ カ

1.ADAPSO-MICROCOMPUTERSOFTWAREASSOCIATIONOFADAP・

SO

1300N.17thSt.,NO300Arlington,VA22209

2.AMERICANFILMMARKETINGASSOCIATION(AFMA)

3.AMERICANSOCIETYOFCOMPOSERS.AUTHERSANDPUB・

LISHERS(ASCAP)

OneLincolnPlazaNewYork,NY10023

Tel.212-595-3050

4.ASSOCIAIONOFAMERICANPUBLISHERS(AAP)

5.AUDIORECIRDINGRIGHTSCOALITION(ARRC)

P.OBOX33705114519thSt.,N.WWashingtonD.20033

Tel.800-282-8273

6.COMPUTERANDBUSINESSEQUIPMENTMANUFACTUERSASSO-

CIATIONOFAMERICA(CBEMA)

7.COPYRIGHTCLEARANCECENTER(CCC)

27CongressSt.Salem.MAO1970

Tel.617-744-3350

8.COPYRIHTSOCIETYOFTHEU.S.A

NewYorkUnivercitySchoolofLaw

40WashingtonSq,SNewYork,NY10012

Tel.212-598-2280

9.EDUCATOR'SADHOCCOMMITTEEONCOPYRIGHTLAW

c/oAugustW.SteinhilberNatinalSchoolBoardsAssociation

1680DukeSt.Alexandria,VA22314

Tel.703-838-6710
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10.HOMERECORDINGRIGHTSCOALITION(HRRC)

P.OBOX33705114519thSt.,N.WWashingtonD.C20033

Te1.800-282-8273

11.ICIAEDUCATIONALCOMPUTINGCOUNCIL

3150SpringSt.Fairfax,VA22031

Tel.703-273-7200

12.INTELLECTUALPROPERTYOWNERS(IPO)

125523rdSt.N.W,Suite850WashingtonD.C20037

Tel.202-466-2396

1β:INTERNATIONALDOPYRIGHTINFORMATIONCENTER(INCINC)

c/oAssociationofAmericanPubrishers

2005NassachusettsAve.,N.WWashingtonD.C20036

Te1.202-232-3335

14.INTERNATIONALINTELLECTUALPROPERTYALLIANCE

2005NassachusettsAve.,N.WWashingtonD.C20036

Tel.202-232-3335

15.INTERNATIONALLICENSINGINDUSTRYANDMARCHANDISER'

SASSOCIATION(ILIMA)

350FifthAve.,Suite6210NewYork,NY10118

Tel.212-244-1944

16.INTERNATIONALPATENTAND

(IPTA)

33W.MonroeChicago,IL60603

Tel.312-641-1500

TRADEMARKASSOCIATION

17.INVENTORSWORKSHOPINTERNATIONALEDUCATIONFOUN.

DATION(IWIEF)

P.0.BOX251Tarzana,CA91356

18.LICENSINGEXECUTIVESSOCIETY(LES)

71EastAve.,Norwalk,CTO6851

Tel.203-852-7168
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19.LOSANGELESCOPYRIGHTSOCIETY(LACS)

c/oDonaldL,Zachary3000W.AlamadaAve.,Burbank,CA91523

Tel.818-840-3508

20.MOTIONPCTUREASSOCIATIONOFAMERICA

21.NATIONALCOUNCILOFPATENTLAWASSOCIATION(NCPLA)

c/00fficeofPublicAffairs

U.SPatentandTrademarkOffice

CrystalPlaza2,RmIAO5

2021JeffersonDavisHwyArlington,VA22202

22.NATIONALMUSICPUBLISHERS'ASSOCIATION(NMPA)

23.NATIONALPATENTCOUNCIL(NPC)

CrystalPlazaOne

2001JeffersonDavisHwy.,Suite301Arlington,VA22202

24.PACIFICINDUSTRIEALPROPERTYASSOCIATION(PIPO)

P.OBOX3477,GrandCentralStationNewYork,NY10163

25.PANHELLENICSOCIETYINVENTORSOFGREECEINU.S.A

(PHSIG)

c/oDr.KimonM.Louvaris2053NarwoodAve.

SouthMerrick,NY11566

Tel.516-223-5958

26.PATENTOFFICEPROFFECIONALASSOCIATION(POPA)

P.OBOX2745Arlington,VA22202

Tel.703-557-2975

27.PATENTANDTRADEMARKOFFICESOCIETY(PTOS)

P.OBOX2089Arlington,VA22202

28.RECORDINDUSTRYASSOCIATIONOFAMERICA(RIAA)

888SeventhAve,,9thFlNewYork,NY10106

Tel,212-7865-4330
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29.SOCIETYOFUNIBERSITYPATENTADMINISTRATORS(SUPA)

C/oSpencerL.Blaylock

315BeardshearHallIowaStateUniversity.Ames,IA50511

Tel.515-294-4740

30.SOFTWAREPUBLISHERSASSOCIATION(SPA)

1101connecticutAve.,N.WSuite901WashingtonD.C20036

Tel.202-452-1600

31.SONGWRITERSGUILDOFAMERICA(SGA)

276FifthAve.,NewYork,NY10001

Te1.212-686-6820

32.TELEVISIONLICENSINGCENTER(TLC)

5547N.RavenswoodAve.,Chicago,IL60640

Tel.312-878-2600

33.TRADEMARKSOCIETY(TMS)

c/oNationalTreasuryEmployeesUnion,Chapter

243ArlingtonVA22202

Te1.703-557-2937

34.TRAININGMEDIADISTRIBUTORSASSOCIATION(TMDA)

25605CieloCt.ValenciaCA91355

Tel.805-254-7224

35.UNITEDSTATESTRADEMARKASSOCIATION(USTA)

SixE.45thSt.NewYork,NY10017

Tel.212-986-5880

36.VISUALARTISTSANDGALLERIESASSOCIATION(VEGA)

FourParkAve.,NewYork,NY10016

Tel.212-213-6360

37.WRITERSGUILDOFAMERICA,EAST(WGAE)

555W57thSt.NewYork,NY10019

Tel.212-245-6180

38.WRITERSGUILDOFAMERICA.WEST(WGA)

8955BeverlyBlv(1LosAngels,CA90048

Tel.213-550-1000
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■ 西 ドイ ツ

1.ZPU(著 作権使 用料徴 収機 関)

2.GEMA(音 楽著 作権 管理 団体)

3.GVL(隣 接権 管理 団体)

4.VG・WORT(文 芸著作権 管 理団体)

5.VG・BILD-KUNST(造 形美 術著作権 管 理団体)

6.VEF、VGF(映 画著作権 管 理団体)

7.GWFF(映 画 及び テ レビ権管 理 団体)

8.GVFA(映 画上映権 管 理団体)
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■ オ ー ス ト リ ア

1.Austro-Mechana(音 楽著作 権管 理 団体)

2.Literar-Mechana(文 芸著 作権 管理 団体)

3.OSTIG(実 演 家 の権 利管 理 団体)

4.LSG(商 業 用 レコー ドに関す る実演 家 とレコー ド製作者 の権利 管理 団体)

5.VGR(放 送時業 者 が有 す る著作権 ・隣接 権 の管理 団体)

6.VSB(造 形美術 の団体)

7.VAM(映 画製作 者の 団体)
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■ フ ラ ン ス

1.SORECOP(著 作権 の使 用料徴 収団体)

2.SDRM(SCAM、SACD、SACEMの 録 音権 の管 理 団体)

3.SCAM(文 芸著 作権 管 理 団体)

4.SACD(演 劇 脚本 の著 作 権管 理団体)

5.SACEM(音 楽著作権 管 理団体)

6.SCPP(レ コー ド製作者 の団体SNEPを 代表 す る)

7.ADAMI(主 要 な俳優 、指 揮者 、歌 手 を代表 す る団体)

8.SPEDIDAM(わ き役 の俳優 、演奏 者、 コー ラスの歌 唱者 を代表 す る団体)

9.COPIEFRANCE(上 記 の以外 の映 画及 び テ レビ ジ ョン団体の著 作権

使 用料 の徴収 団体)
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■イギリス

1.ARTISTSUNION-

2.ASSOCIATIONOFAUTHOR'SAGENTS

3.ASSOCIATIONOFCINEMATOGRAPH,TELEVISIONANDALLIED

TECHNICIANS

4.ASSOCIATIONOFILLUSTRATORS

5.ASSOCIATIONOFLEARNEDANDPROFESSIONALSOCIETYPUB-

LISHERS

6.ASSOCIATIONOFPROFESSIONALCOMPOSERS

7,AUTHORS'LENDINGANDCOPYRIGHTSOCIETY

8.BENESHINSTITUTEOFCHOREOLOGY

9.BRITISHACADEMYOFSONGWRITERS,COMPOSERSANDAUTH-

ERS

10.BRITISHACTORS'EQUITYASSOCIATION

11.BRITISHCOMPUTERSOCIETY

12.COMPOSERS'GUILDOFGREATBRITAIN

13.INSTITUTEOFJOUNALISTS

14.INSTITUTEODPROFESSIONALPHOTOGRAPHY

15.INTERNATIONALP.E.N.(ENGLISHCENTER)

16,MECHANICAL-COPYRIGHTPROTECTIONSOCIETY

17,MECHANICALRIGHTSSOCIETY

18.MUSICIANS'UNION

19.MUSICPUBLISHERS'ASSOCIATION
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20.NATIONALUNIONOFJOURNALISTS

21.PERIODICALPUBLISHERSASSOCIATION

22.PERFORMINGRIGHTSOCIETY

23.POETRYSOCIETY

24.PUBLISHERSLICENSINGSOCIETY

25.ROYALACADEMYOFARTS

26.ROYALPHOTOGRAPHICSOCIETY

27.SOCIETYOFAUTHORS

28.SOCIETYOFINDUSTRIALARTISTSANDDESIGNERS

29.WRITERS'GUILDOFGREATBRITAIN

30.INSTITUTEODMEDICALANDBIOLOGICALILLUSTRATION

31.BRITISHINSTITUTEOFPROFFESIONALPHOTOGRAPHY
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■ 日 本

1.(社)著 作権 資料協 会

〒105東 京都 港 区新 橋2-12-8藤 田 ビル

Te1.03-591-1792

2.日 本繊維 協会

〒103東 京都 中央 区 日本橋 掘留 町

Tel.03-661-3368

3.ユ ニ オ ン ・デ ・フ ァブ リカ ン東 京 事 務 所

〒107東 京 都 港 区 赤坂1-3-19芳 明 ビル2F

Tel.03-586-4404

4.ア メ リカ映 画協 会 日本 支社

〒102東 京都 千代 田 区一番町22-3

Tel.03-265-1401

日本生命一番町 ビル6F

5.(社)日 本 音 楽 著 作 権 協 会

〒105東 京都 港 区 西 新 橋1-7-13

Tel.03-502-6551

6.日 本 商品化 権協会

〒160東 京都新 宿 区新 宿5-17-11白 鳳 ビル10F

投 影動 画㈱版権 営業 部 内

Tel.03209-7541

7.(社)日 本 レ コ ー ド協 会

〒104東 京 都 中央 区 築 地2-8-9

Tel.03-541-4411

8.(社)日 本 ビデ オ協 会

〒104東 京都 中央 区 銀 座2-16-7

Te1.03-2542-4433

電通恒産第3ビ ル

9.日 本 文芸著 作権 保 護同盟

〒102東 京都千代 田区紀 尾 井町3-23

Te1.03-265-9658

文芸春秋ビル

一92一



10.日 本 放 送 作 家 組 合

〒106東 京都 港 区六 本 木6-2-5ハ ラ ビル

Tel.03-404-6761

11.日 本 書 籍 出版 協 会

〒162新 宿 区袋 町6

Tel.03-268-1301

12.(社)日 本 パ ー ソナ ル コ ン ピ ュ ー タ ソ フ トウ ェア 協 会

〒102東 京都 千 代 田 区 紀 尾 井 町3-29紀 尾 井 ロ イ ヤ ル ハ イ ツ

Tel,03-221-7481

13.日 本 芸 能 実 演 家 団 体 協 議 会

東 京 都 港 区新 橋2-12-8藤 田 ビル

Tel.03-501-5762

14.日 本 演 奏 家 ユ ニ オ ン

15.日 本 俳 優 協 会

東 京都 中,央区 築 地1-31-5松 竹 会 館

Tel.03-543-0941

16.日 本 映 画 監 督 協 会

東 京 都 渋 谷 区 宇 田 川 町33-8塚 田 ビル

Tel.03-461-4411

17.日 本 文 学 家 協 会

東 京都 千代 田 区紀 尾 井 町3-23

18.日 本 著 作 家 組 合

東 京 都 小 平 市 学 園 東 町1-17-17ね ず 方

Tel.0423-41-4074

19.日 本 写 真 著 作 権 協 会

東 京 都 新 宿 区 四 谷3-5-8四 谷 明 和 ビル

Tel.03-359-7451

20.美 術 著 作 権 連 合

東 京 都 文 京 区 目白 台3-25-17

Tel.03-947-4055
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21.日 本 演 劇 協 会

東 京 都 中央 区 築 地4-7-7共 栄 ビル

Te1.03-541-8528

22.日 本 新 聞 協 会

東 京都 千 代 田 区 内 幸 町2-2-1日 本 プ レス セ ン ター ビル

Tel.03-591-4401

23.日 本 推 理 作 家 協 会

東 京 都 港 区 南 青 山4-18秀 和 青 南 レジ デ ンス305

Te1.03-401-3946

24.日 本 版 画 協 会

春 日部 市大 字 大 枝89武 星 団地8-8-302小 山方

Te1.0487-37-8080

25.日 本 イ ラ ス ト連 盟

東 京 都 渋 谷 区 代 々木1-38-2ミ ヤ タ ビル

Tel.03-379-3715

26.日 本 新 工 芸 家 連 盟

東 京都 文 京 区 向丘2-33-5谷 中 田 ビル

Tel.03-828-5470

27.日 本 美 術 家 連 盟

東 京 都 中 央 区銀 座3-10-19美 術 家 会 館

Tel.03-542-2581

28.日 本 翻 訳 家協 会

東 京 都 港 区 虎 ノ 門5-11-6芝 マ ン シ ョン208

Tel.03-431-1613

29.日 本 民 間 放 送 連 盟

東 京 都 千 代 田 区紀 尾 井 町3-23文 芸 春 秋 ビル

Tel.03-265-7481

30.発 明 協 会

東 京 都 港 区 虎 ノ門2-9-14発 明会 館

Tel.03-502-0511
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31.日 本特許 協会

東 京都 千代 田区神 田小 川町2-5神 田三和 ビル

Te1.03-295-8475

32.国 際工業 所有 権保護協 会 日本部会

東 京都 港 区虎 ノ門2-8-1虎 ノ門 電気 ビル

Tel.03-591-5301

33.日 本 著作権 協議会

東 京都 千代 田区 日比 谷公 園1-3市 政会館

Tel.03-501-3271

34.日 本動 画製作 者連盟

東京都 荒川 区南千住6-27エ イケ ン内

Tel.03-802-3011

35.日 本 演 出者協会

東 京都 新宿 区新宿3-35-5沢 田第2ビ ル新劇 団協議 会 内

Tel.03-341-8151

36.舞 台監督 協会

神 奈川 県川 崎市麻 生 区黒川649-3劇 団民芸 内

Te1.044-987-7711

37.日 本 舞 台テ レビ美術 家協会

東京都 目黒 区神 目黒3-8-15

Tel.03-713-0592

38.日 本バ レエ協会

東 京都 渋 谷区宇 田川 町33-8新 傷 ビル

Tel.03-462-5524

39.現 代 舞 踊協会

東 京都 渋谷 区渋 谷1-6-7

Tel.03-400-4544

40.日 本音 楽著作権 ・著作 隣接権 団体 協議会

東京都 港 区西新 橋1-7-13日 本音 楽著作権協 会企 画室 内

Te1.03-502-6551
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資料2

無体財産関連参考文献一覧

題 名 筆者 ・編 集 ・発行 発 行 年

工業所有権 による国際技術戦 略 内田盛也 有 斐 閣1985年

一産業革新 と創造的技術経営

「先端材料 と日本産業」科学経済 内田盛也1987年2月 号

「産業の国際化 と知的所有権 」 内田盛也 日本能率協会1987年5月13日

知的所有権 シンポジウム

「第三次産業革命の到来、アメ リカがす 内田盛也 日本能率協会1987年

すめる知的資本強化戦略」JMAジ ャー

ナル

新たな技術革新 と世界的な技術移転の時 経済企画庁総合計画局知1987年

代 における知的所有権 制度のあ り方 的所有権研究会中間報告

知的所有権 経済企画庁総合計画局1987年

「アメ リカの産業革新への挑戦」 内田盛也AIPPI1986年31巻1、2号

AIPPI・Bulletin

「新 産業 革命 と米 国 の知的 所有 権法 強1986年5月13日 号

化」エ コノ ミス ト

「通商戦 略の新 しい武器 ・知的所有権」エ1987年2月17日 号

コノ ミス ト

「転換期 にあるアメ リカの知的所有権 政1986年

策」AIPPI

新 しい時代の技術開発戦 略 工業技術院編技術開発の1984年

展望研究会報告

「産業 社会構 造 の変化 と企 業 の技 術戦1987年6 、7月 号

略」科学経済
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題 名 筆者 ・編集 ・発行 発 行 年

「米国輸出管理法の緩和と強化」国際商 沢田寿夫 商事法務研究会

事法務

世界貿易の発展と知的所有権 日本国際問題研究会

「経済発展と工業所有権一日本の経験」 内田盛也

経済 ・技術発展における工業所有権制度

に関する国際シンポジウム

「通商産業政策と知的所有権保護」 内田盛也 商事法務研究会

NBL382号

「新技術革新下における知的所有権問 内田盛也

題」科学経済

知的資本 内田盛也 日刊工業新聞社

一21世紀への創造的技術戦略一

企業戦略の新しい武器 中山信弘 日刊工業新聞社

知的所有権 村上政博

内田盛也

著作権法ハンドブック1987文 化庁

著作権関係法令集 文化庁編 著作権資料協会

著作権のノウハウ 半田正夫 有斐閣

紋谷暢男

86年度予算教書等にみる米国の 工業技術院技術調査課

技術開発政策の動向

著作権の集中的処理に関する調査 文化庁

研究協力者会議報告書

海外国防資料アメリカの国防報告 防衛庁防衛局調査第一課

1985年13巻11号

1987年

1986年3月24日

1987年8月

1987年10月 号

1987年

1987年

1987年

1987年3月

1987年1月

1985年4月

1984年4月

1985年6月 第2号
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題 名 筆者 ・編集 ・発行 発 行 年

著作権 の集中的処理機構 の概要 日本書籍出版協会1986年6月

集中的処理機構実行委員会

日米 間の著作権保護 の沿革 著作権資料協会1987年3月

私的録音 ・録画問題の海外調査報告書 日本音楽著作権 ・著作隣1986年3月

接権団体協議会(著 隣協)

私的録 音 ・録画 と複写に関す る 著作権資料協会1988年2月

二つの論文

WIPO著 作権 ・隣接権用語辞典 著作権資料協会1986年3月

電子 ・情報時代の知的所有権 米国議会技術 日経マグ1987年7月

ロウヒル社評価局

「コンピュータと弁護士」 自由 と正義 日本弁護士連合会1987年1月 号

米 国の研究開発 における公的部門 と私 的 日本貿易振興会1986年3月

部門の役割分 担に関す る調査報告書

著作権文献・資料目録(注)別冊コピライ ト 大家重夫編1987年3月

(社)著 作権資料協会

著作権文献 ・資料 目録別冊 コピライ ト 大家重夫編1988年3月

(社)著 作権資料協会

(注)著 作権 資料 協会 は文化 庁所轄 の社 団法 人 で、著 作権 に関連 す る各種 資料 の

収 集及 び著作権 関連報告 書の作 成 ・発行等 を行 ってい る。 同協 会 で は、毎 月 「コ

ピライ ト」とい うニ ューズ レター を発行 して お り、 その別 冊 と して 「著作権 文献 ・

資料 目録 」を発行 してい る。 ここで紹介 した各種 資料 は、 「著作権 文献 ・資料 目録 」

に紹 介 され た もの と一部 重複 して い る。
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資料3

著作権信託契約約款

第1条 この約款 は、放送 を主たる目的として創作された脚本(以 下 「著作物」

とい う。)の著作権の擁護 と利用の円滑 を図るため、放送作家等著作権を有す

る者(以 下 「委託者」とい う。)と協同組合 日本放送作家組合(以 下 「受託者」

とい う。)との間において、次条に定める著作権信託に関する契約条件を定め

るものとする。

第2条 委託者は、 自己の著作物の放送権、有線放送権、録音 ・録画権、上映権

及び頒布権で著作権信託契約書において指定 したもの(以 下 「信託著作権」

という。)を 受託者 に委託 し、受託者 は委託者のための管理収益を目的 とし

て、これを引き受けるもの とする。

第3条 受託者は、その業務 を行 う地域において信託著作権の行使に係る著作物

の使用を許諾 し、受託者が文化庁長官の認可を得て定めた著作物使用料規程

に従い、著作物使用料を徴収する。

2前 項 の著作物使用料は、受託者が文化庁長官の認可を得て定めた分配方法

に従って、受託者に分配するものとする。

3受 託者 は、分配に要する経費が受領 した額の相当部分 を占めることが予想

される場 合分配すべき者を特定することが困難であると認めた場合、その他

受領 した額の性質上分配することが不適当と認めた場合には、著作物の使用

料の全部または一部を分配 しないで放送作家の執筆活動の推進 と放送作家の

地位の向上のための資金 として使用することができる。

第4条 受託者は、前条第2項 の規定 に基づ く分配の際には、受託者が文化庁長

官の許可を得て定めた手数料率に従い、管理手数料を著作物使用料の中から

控除する。

2受 託者が取得 した一会計年度 における手数料等収入金の総額が管理事務の

ために要 した当該会計年度における諸費用等支出金の総額を超えたときは、

その差額金(過 年度における不足金のある場合は、これを補填 した残額)一を、

受益者 に交付する。
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第5条 受託者は、必要 と認めるときは、委託者の承認を得て信託著作権の管理

に関する告訴及び訴訟を行う。

第6条 信託財産 に関す る租税並び に信託著作権に関する訴訟において要する費

用は、受益者の負担とし、信託著作権の収益から支弁することができるもの

とする。

2前 項 に定め る場合 を除き、信託著作権の管理事務のため要 した費用は、受

託者の負担 とする。

第7条 委託者 または受託者 に対 する催告、送金その他の通知は、受託者に届け

出のあった住所にあてることをもって足 りるものとする。

第8条 委託者は、信託契約締結の際に自己の著作物について著作権 を有せずま

たは著作権の行使に制限が付されているものがあるときは、その旨を受託者

に届け出なければならない。

2委 託者は、信託期 間中に信託著作権の行使に支障のある事由が生ずるおそ

れがある場合には、あらかじめ受託者の承諾を得なければならない。

3前2項 に定め る義務 を怠 ったため に生 じた損害は、受益者の負担とする。

ただし、受益者が受益権を放棄 した場合は、委託者の負担 とする。

第9条 受託者は、信託の終了の 日に信託証書と引換えに信託著作権 を最終収支

計算書を添えて、委託者に移転する。

第10条 委託者 は、受益者の同意 を得て信託の全部または一部を解除することが

できる。ただ し、信託著作物の使用許諾に係る事務処理が完了するまでは、

解除の効力は生 じないものとする。

2信 託の解除によって生 じた損害 は、委託者の負担とする。

第11条 委託者は、受託者の承諾 を得て、受益者の指定または変更をすることが

できる。

第12条 信託期間中に委託者が著作 した著作物に係る著作物は、当然に信託著作

権に追加 されたものとみなす。

2委 託者 は、前項の著作物 について著作権を有せず、または著作権の行使に

制限が付されている場合には、その旨を受託者に届け出なければならない。

届け出を欠いたために生 じた損害は受益者の負担 とする。ただ し、受益者が

受益権を放棄 した場合には、委託者の負担 とする。
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第13条 信託に係 る委託者の地位 は、その相続人に承継されるものとする。

第14条 受益権は、委託者及び受託者 の承諾がなければ、譲渡または質入れする

ことはできない。

第15条 委託者及び受益者の印鑑 は、委託者があらか じめ受託者に届け出るもの

とする。これを変更するときも同様とする。

2届 け出のあった印鑑 と符合す る印鑑を押印した書面によって受託者が使用

料の交付その他の処理をした場合には、受託者は印鑑の盗用その他の事由に

より生 じた損害についてその責任を負わない。

第16条 次の場合 には、委託者 または受益者は、遅滞な く受託者にその旨を通

知 し、かつ所定の手続きをとらなければならない。

(1)著 作権信託契約書 または届 け出のあった印鑑を刻印 した印章を失ったと

き。

(2)委 託者、受益者 について住所、氏名、印鑑等の変更、破産等があったと

き。

2前 項の通知 を怠ったために生 じた損害については、受託者はその責任を負

わない。

第17条 委託者が信託の本 旨に反す る行為をした場合には、受託者は信託を解除

することができる。

2前 項 によって生 じた損害については、受託者はその責任を負わない。

第18条 受託者は、 この約款 を変更 しようとするときは、文化庁長官の許可を受

けた後委託者に対 し、変更の内容及び変更について異議のあるときは1ケ 月

以内にその異議 を述べ るべ き旨を通知するもの とする。

2委 託者が、前項の期 間内に異議 を述べなかった場合には、その変更を承諾

したもの とみなす。

3委 託者が、約款の変更 を理由 として契約を解除する場合においては、第10

条第2項 の規定は適用 しない。
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